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１．事業の背景・目的 

医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築に当たっては、個人の尊厳が重んぜられ、患者の

意思がより尊重され、人生の最終段階を穏やかに過ごすことができる環境の整備が求められてい

る。 
高齢化の進展に伴い、高齢者の救急搬送は増加の一途を辿っている中で、在宅で最期まで療養す

ることを希望する患者の病状が急変した際に、本人の意思に沿わない救急搬送が増加することが

懸念されており、地域において、患者の病状や希望する療養場所、延命治療に対する希望等、患者

の意思を共有するための関係機関間の連携体制の構築が喫緊の課題となっている。 
そのため、本事業により、地域における在宅医療・救急医療等の関係者間の連携体制の構築を支援

し、人生の最終段階において本人の意思が尊重される環境を整備することを目的とする。 
 

２．事業の実施概要 

（１）H29.H30 セミナー参加地域への調査 

 調査の背景・目的 
「平成 29 年度 在宅医療・救急医療連携セミナー」「平成 30 年度 在宅医療・救急医療連携

セミナー」の参加地域に対し、今年度セミナー等の運用を検討するため、事前情報として、セミ

ナー参加後の状況等の調査を行った。 

② 調査対象 
以下全 31 地域（H29 年度参加 16 地域、H30 年度参加 15 地域） 

図表：過年度 在宅医療・救急医療連携セミナー参加地域（H29 年度分） 

区分 № 都道府県 市町村（保健所）名 

H29 参加地域 

1 宮城県 大崎市 
2 千葉県 柏市 
3 千葉県 市川市 
4 千葉県 白井市 
5 神奈川県 横浜市 
6 横須賀市 横須賀市 
7 東京都 小金井市 
8 富山県 富山市 
9 長野県 松本市 
10 愛知県 豊田市 
11 愛知県 豊明市 
12 和歌山県 田辺保健所 
13 和歌山県 御坊保健所 
14 鳥取県 日野郡日野町 
15 山口県 下関市 
16 福岡県 古賀市 
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図表：過年度 在宅医療・救急医療連携セミナー参加地域（H30 年度分） 

区分 № 都道府県 市町村（保健所）名 

H30 参加地域 

1 岩手県 久慈市 
2 茨城県 つくば市 
3 群馬県 前橋市 
4 埼玉県 本庄市 
5 東京都 豊島区 
6 神奈川県 相模原市 
7 新潟県 新潟市 
8 長野県 駒ヶ根市 
9 岐阜県 美濃加茂市 
10 静岡県 磐田市 
11 愛知県 岡崎市 
12 大阪県 堺市 
13 和歌山県 湯浅保健所 
14 福岡県 久留米市 
15 熊本県 荒尾市 

③ 調査方法 
共通するヒアリング項目にて電話ヒアリング調査 

④ 調査期間 
令和元年 10 月 2 日～令和元年 11 月 6 日 

⑤ 回収状況 
全地域が回答。 

 

（２）先進取組地域への事例収集 

「（１）H29.H30 セミナー参加地域への調査」、および、昨年度本事業で実施した「急病を中

心とする救急搬送に関するアンケート」の結果をもとに行った消防本部への電話ヒアリング、イ

ンターネット等の文献調査等から、在宅医療・救急医療の連携が進んでいる先進地域を 10 件選

出し、事例収集を行った。先進取り組み地域と取組中心団体については以下の通り。 

図表：本年度事例収集先地域一覧 

№ 都道府県 市町村名 取組中心団体 
1 岩手県 久慈市 久慈市 
2 千葉県 白井市 白井市 
3 東京都 葛飾区 一般社団法人 葛飾区医師会 
4 長野県 松本市 一般社団法人 松本市医師会 
5 長野県 駒ケ根市 駒ケ根市 
6 静岡県 磐田市 磐田市 
7 愛知県 岡崎市 岡崎市 
8 山口県 下関市 下関市 
9 福岡県 福岡市（南区） 一般社団法人 福岡市南区医師会 
10 熊本県 荒尾市 一般社団法人 荒尾市医師会 
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（３）セミナーの実施 

① セミナーの企画・準備 

A） ファシリテーターの選定 

上記（３）に記載した先進地域、および過去本事業にて事例集にて取りまとめた地域の取組中心

人物より、ファシリテーターを 6 名選出した。ファシリテーターには、セミナーにて自地域の取組

事例を紹介いただくとともに、在宅医療・救急医療連携について専門的見地から指導・支援をいた

だいた。 

図表：令和元年度ファシリテーター名簿（敬称略） 

№ 地域 ご所属 役職 姓名 

1 岩手県 
久慈市 

久慈市 生活福祉部 
地域包括支援センター課 主任保健師 藤原 真由子 

（保健師） 

2 新潟県 
佐渡市 

佐渡地域医療介護福祉提供体制協議会 理事 佐藤 賢治 
（医師） 佐渡地域医療連携推進協議会 理事 

新潟県厚生連佐渡総合病院 病院長 

3 静岡県 
磐田市 磐田市 健康福祉部 高齢者支援課 保健師 佐伯 聖子 

（保健師） 

4 長野県 
松本市 一般社団法人 松本市医師会 医療・介護 

コーディネーター 
岡村 律子 
（看護師・ケアマネジャ
ー） 

5 愛知県 
岡崎市 

岡崎市 福祉部 長寿課 
地域包括ケア推進係 主事 浅見 真也 

（自治体事務職員） 

6 熊本県 
荒尾市 一般社団法人 荒尾市医師会 理事 中村 光成 

（医師） 
 
B） セミナー参加自治体の条件の検討について 

セミナー開催にあたり、1 部・2 部とも参加する等の参加条件を設置した。平成 30 年度セミナ

ーでは、在宅医療・救急医療連携について取り組む自治体を増やすことを目標に、取組を遂行する

意思があるかについて主に自治体募集の際に確認した。 

図表：セミナー参加要件 

  ＜参加要件（１）＞ 
• 在宅医療と救急医療の連携について課題認識を持ち、連携ルール構築に向けて推進意向があり、セミナー終了後、連携ルー
ルの構築に向けた具体的な検討に着手すること。 

• 次年度以降も継続して在宅医療・救急医療連携に取り組み、フォローアップ調査（メールや電話等での調査を想定）等に協
力すること 
【優先】市区町村や関係機関において事業化されている、または検討組織（協議体等）が設置されている 

（設置予定である）。 
＜参加要件（２）＞ 
• 令和元年 12月 1日（日）に行われるセミナー（第１部）、令和 2年 2月 23日（日）に行われる予定のセミナー（第２
部）に、市区町村の担当者および在宅医療関係者・救急医療関係者の 3名で参加できる。なお、参加メンバーが変わること
は差し支えありません。 
※ 業務等の都合上 3名での参加が難しい場合、自治体の担当者及び在宅医療または救急医療関係者の２名でも可能とす
る。ただし、その場合であっても、セミナー（第１部）かセミナー（第２部）のいずれかには、必ず３名で参加するこ
と。 

※ 在宅医療関係者として参加する者の選定に当たっては、郡市区医師会と相談することが望ましい。 
※ 救急医療関係者として参加する者はメディカルコントロール協議会等の委員で地域の救急医療体制の構築に関わりのあ
る医師等であることが望ましい。 

＜参加要件（３）＞ 
• 各市区町村の現状の課題等を事前に検討する「事前課題」を提出すること。 
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上記の参加条件を記載のうえ、弊社ホームページ等で参加を募集した。あわせて、セミナー開

催案内については厚生労働省が通知を発出した。その結果、以下の地域が参加者となった。 

図表：セミナー参加地域（第１回セミナーと第２回セミナーで同一の地域が参加） 

№ 都道府県 市町村（保健所）名 
1 北海道 遠別町 
2 岩手県 北上市 
3 東京都 練馬区 
4 東京都 八王子市 
5 石川県 能美市 
6 静岡県 熱海市 
7 三重県 四日市市 
8 島根県 出雲市 
9 長崎県 長崎市 
10 沖縄県 那覇市 
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第１部セミナー プログラム   （ 12月１日（日）） 

開始 終了 時間 プログラム 趣旨・構成内容 

10:30 11:00 30 開  場  

11:00 11:05 5 開催挨拶 厚生労働省 医政局 地域医療計画課 

セッションⅠ 

11:05 11:25 20 行政説明 「在宅医療・救急医療連携の現状と課題」 （厚生労働省 医政局 地域医療計画課） 

11:25 12:25 60 
事例発表 

（２事例） 

「在宅医療・救急医療連携に先行して取り組んでいる地域から学ぶ取組状況とこれからの課題」 
 

事例① 

発表題名：「One Team Arao で取り組む地域包括ケアシステム構築における在宅医療・救急医療連携」 
発表者 ご所属・役職 

中村 光成様 熊本県 荒尾市医師会 理事 

 

事例② 

発表題名：「磐田市における在宅医療・救急医療連携の取組～みんなでつながるしっぺいプロジェクト～」 
発表者 ご所属・役職 

佐伯 聖子様 静岡県 磐田市 健康福祉部 高齢者支援課 保健師 
 

12:25 13:25 60 昼 食 

13:25 13:55 30 
事例発表 

（１事例） 

「在宅医療・救急医療連携に先行して取り組んでいる地域から学ぶ取組状況とこれからの課題」 続き 
 

事例③ 

発表題名：「岩手県久慈市における在宅医療・救急医療連携の取り組み」 
発表者 ご所属・役職 

藤原 真由子様 岩手県 久慈市 生活福祉部 地域包括支援センター 主任保健師 
 

13:55 14:10 15 質疑応答 セッションⅠに対する質疑応答 

セッションⅡ 

14:10 14:15 5 グループワークの進め方 セッションⅡにおけるグループワークの進め方についての説明 

14:15 14:35 20 情報共有 医師、その他医療職、自治体等の職制に分けたグループで、各地域の情報を共有する 

14:35 15:10 35 グループワーク① 事前課題から、自地域の在宅医療・救急医療における課題についてグループ内で発表し、各地域の課題を共有する 

15:10 15:20 10 休 憩 

15:20 16:00 40 グループワーク② グループにおける在宅医療・救急医療の課題を整理し、課題解決（連携推進）をするためにやるべきことを整理する 

16:00 16:35 35 発表・討議 各グループで検討した結果を発表し、在宅医療・救急医療の改題解決のためにやるべきことについて総括する 

16:35 16:40 5 事務局説明 セミナーⅡ部に向けた、地域での取り組みの進め方について解説 

16:40 16:50 10 事務連絡・アンケート記入・解散 

 

② セミナーの実施概要 

A） 第１部セミナー 

令和元年 12 月 1 日（日）に、ビジョンセンター浜松町（東京都港区）において開催した。 
セミナー前半は、厚生労働省から最近の動向についての発表、先進取組地域からの事例発表とし

て、ファシリテーター3 名に事例発表をいただいた。 
また、参加者については、セミナーの事前課題として在宅医療・救急医療における自地域の現状

及び課題について、ワークシートを使い整理を行っていただいた。このため、セミナーの後半では、

グループワークにて事前課題の自地域における課題について、各グループ内で発表を行い共有化

を図るとともに、工程表（テンプレート）に沿って連携ルールを作成する場合に、自地域で想定さ

れる課題について検討を行い、解決するための進め方について討議を行った。 
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第２部セミナー プログラム＜２月23日(日)＞ ＠ビジョンセンター浜松町 4J室 

開始 終了 時間 プログラム 趣旨・構成内容 

10:30 10:45 15 開  場  

10:45 10:50 5 開催挨拶 厚生労働省 医政局 地域医療計画課 

セッションⅠ 

10:50 11:20 30 講義 
講義題名：「地域で支えるACPの実際の取組み」 

発表者 ご所属・役職 

山岸 暁美様 
 慶應義塾大学 医学部衛生学公衆衛生学講座 講師・在宅専門看護師 
 コミュニティヘルス研究機構 理事長・機構長 

 

11:20 12:30 70 
事例発表 

（3事例） 

「先進事例に学ぶ在宅医療・救急医療連携の取組みと成果」 
先進的に取り組んでいる2事例から取組成果を学ぶ 

 

事例①（30分） 

発表題名：「ICTによる情報共有基盤を用いた超高齢地域での社会保障連携」 
発表者 ご所属・役職 

佐藤 賢治様 
 佐渡地域医療介護福祉提供体制協議会 理事 
 佐渡地域医療連携推進協議会 理事 
 新潟県厚生連佐渡総合病院 病院長 

 
「過去セミナー参加地域から学ぶ現状の取組状況とこれからの課題」 

取組を行う中での課題の抽出方法や施策の進め方、生まれてくる課題について学ぶ 
 

事例②（20分） 

発表題名：「岡崎市における在宅医療・救急医療連携の取組みについて」 
発表者 ご所属・役職 

浅見 真也様  岡崎市 福祉部 長寿課 地域包括ケア推進係 主事 

 

事例③（20分） 

発表題名：「地域の合意形成を核とした事前指示書の導入に伴う救急医療関係者との連携の試み」 
発表者 ご所属・役職 

岡村 律子様  一般社団法人 松本市医師会 医療・介護コーディネーター 
 

12:30 12:40 10 質疑応答 セッションⅠに対する質疑応答 

12:40 13:40 60 昼 食 

セッションⅡ 

13:40 13:50 10 グループワークの進め方 セッションⅡにおけるグループワークの進め方についての説明 

13:50 14:05 15 課題共有 事前課題から、自地域における在宅医療・救急医療連携における課題を共有する 

14:05 14:10 5 席移動 

14:10 14:30 20 職制ごとの情報共有 病院医、在宅医、自治体等の職制に分けたグループで、現在までの取り組みについて自らの職制で担ってきた役割について
各職制で共有する 

14:30 14:35 5 席移動 

14:35 15:00 25 グループワーク① 課題についてKJ法で整理を行い、最重要課題を抽出する 

15:00 15:10 10 休 憩 

15:10 15:35 25 グループワーク② 最重要課題についての取りうるべき対応策をKJ法で整理する 

15:35 16:15 40 グループワーク③ それぞれの取りうるべき対応策について、職制ごとの役割を検討し、整理する 

16:15 16:45 30 発表・討議 各グループで検討した結果を発表し、在宅医療・救急医療の課題解決のためにやるべきことについて総括する 

16:45 16:50 5 事務局説明 フォローアップ調査について連絡 

16:50 16:55 10 事務連絡・アンケート記入・解散 

 

B） 第２部セミナー 

令和 2 年 2 月 23 日（日）に、ビジョンセンター浜松町（東京都港区）において開催した。 
セミナー前半は、ACP に関する講義、および先進取組地域からの事例発表として、ファシリテ

ーター3 名に事例発表をいただいた。 
また、参加者については、第１部セミナー終了後、第２部セミナーの事前課題として地域の関係

者で検討・作成した在宅医療・救急医療連携のための工程表について、セミナー後半のグループワ

ークにて、工程表の進捗状況の発表を行い、共有化を図った上で、連携ルール策定のための組織化

と協議の内容及び連携ルール策定における課題を発表し、それぞれの課題に対し、解決方法の検討

を行った。 
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（４）フォローアップ調査の実施 

セミナーに参加した地域に対し、セミナーの事前課題で行った工程表の作成、連携に向けた取組、

今後の取組等について、特に自治体からの参加者がどのように考えているかを把握するため、第２

回セミナー終了から１ヵ月後の令和 2 年 3 月に、アンケート調査を実施した。 

図表：フォローアップ調査概要 

実施時期 令和 2 年 3 月 
調査対象 令和元年度在宅医療・救急医療連携セミナーに参加した 10 地域 

調査回答対象 参加者のうち自治体に所属する参加者が提出 

回収数 参加者全地域から回収 

質問内容 工程表の作成、連携に向けた取組、今後の取組等について 
 

（５）在宅医療・救急医療連携における都道府県の市町村支援等実施状況調査の実施 

① 調査の背景・目的 

救急医療の整備は二次医療圏単位で取り組むものとされているが、在宅医療との患者情報連携

や人生会議の普及啓発等に関する在宅医療・救急医療連携の取組については、普段からの多職種連

携の中で、自治体が会議体等を活用して地域内の関係者の理解を得ながら進めていくことが期待

されている。このようななか、自治体が在宅医療・救急医療連携の取組を進めるにあたり、医療圏

等を管轄する都道府県において、在宅医療・救急医療連携に関連する市町村支援の現状と課題等を

認識し、今後の施策を検討するための基礎的な情報収集を行うことを目的として、本調査を実施し

た。 

② 調査対象 

全都道府県 

③ 調査方法 
WEB 調査 

④ 調査期間 
令和元年 10 月 4 日～令和元年 10 月 22 日 

⑤ 回収状況 
全都道府県から回答。回収率 100%。 
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（６）「基礎自治体が取り組む在宅医療・救急医療連携推進のための手引き」の作成 

① 手引き作成の背景・目的 

救急医療の整備は二次医療圏単位で取り組むものとされているが、在宅医療との患者情報連携

や人生会議の普及啓発等に関する在宅医療・救急医療連携の取組については、普段からの多職種連

携の中で、自治体が会議体等を活用して地域内の関係者の理解を得ながら進めていくことが期待

されている。このようななか、過年度事業で得た知見や収集した事例の好事例ポイントを紹介し、

自治体が在宅医療・救急医療連携の取組を進めるうえで参考なる資料として、本手引きを作成した。 
 

 手引き作成にかかるファシリテーター会議の開催 
手引き作成にあたり、学術的な知見や、在宅医療・救急医療連携に先進的に取り組む地域からの

知見を得て、手引きに反映させるため、以下の通り、過年度本事業のセミナーにおいてファシリテ

ーターを経験した人物を中心に、ファシリテーター会議を開催した。委員の構成と会議の開催状況

は以下のとおりである。 

A） ファシリテーター会議 委員 

図表：手引き作成にかかるファシリテーター会議 委員名簿（敬称略） 

区分 ご所属 役職 姓名 

委員 柏市 保健福祉部 
地域医療推進課 専門監 浅野 美穂子 

（保健師） 

委員 柏市 消防局 救急課 主幹 鞍橋 隆 
（救急救命士） 

委員 八王子高齢者救急医療体制広域連絡会 会長 田中 裕之 
（医師） 医療法人 永寿会 陵北病院 院長 

委員 一般社団法人 長岡市医師会 会長 長尾 政之助 
（医師） 

委員長 
コミュニティヘルス研究機構 機構長・理事長 山岸 暁美 

（看護師） 慶應義塾大学 医学部 衛生学公衆衛生学教室 講師・在宅看護専門看護師 
 

（オブザーバー） 

ご所属 役職 姓名 
厚生労働省 医政局 地域医療計画課 

在宅医療推進室 室長補佐 坪井 博文 

総務省 消防庁 消防・救急課 
救急企画室課長補佐併任 国民保護・防災部防災課課長補佐併任 救急専門官 小谷 聡司 

 
 

（事務局）株式会社日本能率協会総合研究所 
福祉・医療・労働政策研究部             川村 静香、政岡 朋、岡田 泰治 
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B） ファシリテーター会議の開催 

開催した 2 回の会議の主な議題と開催日時、開催場所は以下のとおりである 
 主な議題 開催日時・場所 

第 1 回 
1. 手引き作成についての前提の共有、検討 
2. 手引きの項目の検討 

令和元年 12 月 24 日（火） 
15:00～18:00 

フクラシア八重洲（東京） B 会議室 

第 2 回 
1. 手引き（案）の検討 
2. 今後の流れについて 

令和元年３月１日（日） 
9：00～12：00 

ビジョンセンター浜松町 6F 

 
  



 
 
 

  



 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ．H29.H30 セミナー参加地域への調査 
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＜調査結果＞ 

（１）前年度の工程表からの変更点について 

平成 29 年度セミナー参加者においては、当時セミナーに参加した際作成した工程表の

内容を、変更した、もしくは追加した事柄があるかについて、「ある」（37.5%）、「ない」

（56.3%）となった。平成 30 年度セミナー参加者においては、当時セミナーに参加した際

作成した表の内容を、変更した、もしくは追加した事柄があるかについて、「ある」

（66.7%）、「ない」（33.3%）となった。 
変更・追加した内容については、関係者の調整に手間取り取組スケジュールが遅れたと

の意見や、当初想定していた協議体のたてつけを変更し、既存の協議会で対応できるよう

になったため対応が早まった、等の回答があった。 
 

 
 

 

 
  

平成29年度(n=16)

平成30年度(n=15)

37.5 

66.7 

56.3 

33.3 

6.3 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有 無 無回答

図表 昨年度（H29）年度セミナーで作成した工程表と比べ、 

取組の方向性や内容を追加・変更した事柄はあるか 
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（２）今年度の取組について 

① 在宅からの搬送の連携強化について 

A）平成 29 年度セミナー参加者の取組状況 

平成 29 年度参加者は、セミナー参加から３年目が経過するところであり、参加当初で

ある平成 29 年度においては「議論する協議会等の整備」や「関連するデータの収集・分

析」等の取り組み初期の対応を行っていたが、令和元年度においては、「対応策の検討・策

定」や「見直した対応策の実施」等を行っており、取組が進捗している。 
 

 

 
  

議論する協議会等の整備

関連するデータの収集、分析

地域での課題の抽出

対応策の検討、策定

目標設定

対応策の実施

対応策の効果検証

対応策や目標の見直し

見直した対応策の実施

無回答

50.0 

56.3 

50.0 

37.5 

25.0 

6.3 

0.0 

0.0 

0.0 

37.5 

6.3 

25.0 

31.3 

50.0 

31.3 

25.0 

18.8 

18.8 

25.0 

31.3 

0.0 

0.0 

25.0 

56.3 

25.0 

18.8 

12.5 

12.5 

31.3 

25.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

平成29年度

(n=16)

平成30年度

(n=16)

令和元年度

(n=16)

図表 「在宅からの搬送の連携強化」についての取組内容 （n=16） 
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B）平成 30 年度セミナー参加者の取組状況 

平成 30 年度参加者は、セミナー参加から２年目が経過するところであり、参加当初で

ある平成 30 年度においては「議論する協議会等の整備」や「関連するデータの収集・分

析」等の取り組み初期の対応を行っていたが、令和元年度においては、「対応策の実施」や

「対応策の効果検証」等を行っており、取組が進捗している。 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

議論する協議会等の整備

関連するデータの収集、分析

地域での課題の抽出

対応策の検討、策定

目標設定

対応策の実施

対応策の効果検証

対応策や目標の見直し

見直した対応策の実施

無回答

53.3 

33.3 

33.3 

33.3 

13.3 

13.3 

0.0 

0.0 

0.0 

40.0 

20.0 

33.3 

33.3 

33.3 

13.3 

40.0 

26.7 

20.0 

6.7 

40.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

平成30年度

(n=15)

令和元年度

(n=15)

図表 「在宅からの搬送の連携強化」についての取組内容 （n=16） 
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② 高齢者施設からの搬送の連携強化について 

A）平成 29 年度セミナー参加者の取組状況 

平成 29 年度参加者は、セミナー参加から３年目が経過するところであり、参加当初で

ある平成 29 年度においては「関連するデータの収集・分析」や「地域での課題の抽出」、

「対応策の検討、策定」等の取り組み初期の対応を行っていたが、令和元年度においては、

「対応策の実施」や「対応策の効果検証」、「対応策や目標の見直し」、「見直した対応策の

実施」等を行っており、取組が進捗している。 
ただし、「① 在宅からの搬送の連携強化」と比べると取り組んでいる地域の数は少なく、

理由としては、「まずは在宅からの搬送の連携強化に取り組みたい」という意見や、「高齢

者施設等の連絡協議会がなく、課題抽出に手間取っている」等の意見が挙げられた。 
 

 
 

 
  

議論する協議会等の整備

関連するデータの収集、分析

地域での課題の抽出

対応策の検討、策定

目標設定

対応策の実施

対応策の効果検証

対応策や目標の見直し

見直した対応策の実施

無回答

18.8 

25.0 

25.0 

31.3 

12.5 

12.5 

6.3 

0.0 

0.0 

62.5 

6.3 

12.5 

25.0 

6.3 

6.3 

12.5 

12.5 

12.5 

18.8 

56.3 

12.5 

12.5 

18.8 

6.3 

6.3 

12.5 

12.5 

12.5 

18.8 

50.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

平成29年度

(n=16)
平成30年度

(n=16)
令和元年度

(n=16)

図表 「高齢者施設からの搬送の連携強化」についての取組内容 （n=16） 
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B）平成 30 年度セミナー参加者の取組状況 

平成 30 年度参加者は、セミナー参加から２年目が経過するところであり、参加当初で

ある平成 30 年度においては「議論する協議会等の整備」や「関連するデータの収集・分

析」、等の取り組み初期の対応を行っていたが、令和元年度においては、「地域での課題の

抽出」や「対応策の検討、策定」等を行っており、取組が進捗している。 
ただし、ここでも H29 年度参加者と同じく、「① 在宅からの搬送の連携強化」と比べ

ると取り組んでいる地域の数は少なく、理由としては、「まずは在宅からの搬送の連携強

化に取り組みたい」という意見や、「住民への人生の最終段階に関する普及啓発を第一に

取り組みたい」等の意見が挙げられた。 
 
 

 
  

議論する協議会等の整備

関連するデータの収集、分析

地域での課題の抽出

対応策の検討、策定

目標設定

対応策の実施

対応策の効果検証

対応策や目標の見直し

見直した対応策の実施

無回答

33.3 

26.7 

26.7 

13.3 

6.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

40.0 

13.3 

40.0 

33.3 

33.3 

20.0 

33.3 

6.7 

0.0 

0.0 

46.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

平成30年度

(n=15)

令和元年度

(n=15)

図表 「高齢者施設からの搬送の連携強化」についての取組内容 （n=15） 
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③ 患者本人の意思を事前に汲み取る取組の連携強化について 

A）平成 29 年度セミナー参加者の取組状況 

平成 29 年度参加者は、セミナー参加から３年目が経過するところであり、参加当初で

ある平成 29 年度においては「議論する場の整理」や「関連するデータの収集、分析」、「地

域での課題の抽出」等の取り組み初期の対応を行っていたが、令和元年度においては、「対

応策の実施」等を行っており、取組が進捗している。 
「① 在宅からの搬送の連携強化」と比べると取り組んでいる地域の数は少ないが、平

成 29 年度、平成 30 年度と比べ、令和元年においては取り組む地域が増えている 
 

 
 

 

  

議論する協議会等の整備

関連するデータの収集、分析

地域での課題の抽出

対応策の検討、策定

目標設定

対応策の実施

対応策の効果検証

対応策や目標の見直し

見直した対応策の実施

無回答

31.3 

50.0 

37.5 

31.3 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

50.0 

12.5 

6.3 

18.8 

18.8 

25.0 

25.0 

12.5 

12.5 

18.8 

50.0 

18.8 

18.8 

25.0 

18.8 

25.0 

31.3 

0.0 

0.0 

18.8 

37.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

平成29年度

(n=16)
平成30年度

(n=16)
令和元年度

(n=16)

図表 「患者本人の意思を事前に汲み取る取組の連携強化」についての取組内容 （n=16） 



21 

B）平成 30 年度セミナー参加者の取組状況 

平成 30 年度参加者は、セミナー参加から２年目が経過するところであり、参加当初で

ある平成 30 年度においては「議論する協議会等の整備」や「関連するデータの収集・分

析」、「地域での課題の抽出」等の取り組み初期の対応を行っていたが、令和元年度におい

ては、「対応策の検討、策定」や「対応策の実施」等を行っており、取組が進捗している。 
ここでも H29 年度参加者と同じく、「① 在宅からの搬送の連携強化」と比べると取り

組んでいる地域の数は少ないが、平成 30 年度と比べ、令和元年においては取り組む地域

が増えている。 
 
 

 

 

議論する協議会等の整備

関連するデータの収集、分析

地域での課題の抽出

対応策の検討、策定

目標設定

対応策の実施

対応策の効果検証

対応策や目標の見直し

見直した対応策の実施

無回答
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26.7 

33.3 

26.7 

13.3 

6.7 

0.0 

0.0 

0.0 

40.0 

40.0 

26.7 

20.0 

40.0 

20.0 

40.0 

13.3 

13.3 

13.3 

20.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

平成30年度

(n=15)
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図表 「患者本人の意思を事前に汲み取る取組の連携強化」についての取組内容 （n=15） 
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Ⅲ．在宅医療・救急医療連携の先進事例 
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１．岩手県久慈市 
■地域概要 
久慈市は岩手県北東部の沿岸に位置し、東側は太平洋に面し、西側は遠島山など標高 1,000m以上

の山嶺を有する北上高地がそびえている。東流する久慈川・長内川等の河川が北上高地を流れ、急崚
な渓谷を形成しながら太平洋に注いでいる。 

夏は「ヤマセ」により冷涼な気候にあり、冬は温暖で積雪量の少ない気候下にある。春先にはフェ
ーン現象も見られる。日照時間は比較的長く、年間を通して 1,000mm前後の降水量と県内でも比較
的少ない。西側の山間部には多雪地域もあり、春先の大雪や晩霜により農作物が被害を受けることも
あり得る。 

近年、大型ショッピングセンターの立地や、高規格幹線道路八戸・久慈自動車道延伸が決定するな
ど、多様なライフスタイルに応える充実した住環境となっている。 

畑作、畜産等の生産基盤の整備を進めながら、夏季冷涼な気候などの地域特性を生かしたほうれん
そう、菌床、しいたけなどの園芸作物、豚、酪農、肉用牛、ブロイラー等の畜産物、特産の山ぶどう
など特徴ある農畜産物の産地が形成されており、地域の特産物を活用した加工品開発・産直活動など
の６次産業、農商工連携などアグリビジネスの取組も進む。 

久慈地区拠点工業団地には、縫製工場のほか、大規模造船工場、電子デバイス産業など 14社が立地
している。 

 

人口・面積                           
・人口： 34,620人（住民記録 年齢別人口集計表、2020年 2月 29日） 

・面積：623.50㎢ 

 

地域医療・救急救命関連の基礎情報                
○高齢化率の動向 
65歳以上の高齢化率 32.9%で、同時期の岩手県平均 33.1％とほぼ同程度である（令和元年 10月）。 

単位：人  

  平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

65歳以上 
人口 10,762 10,880 11,233 11,174 11,274 

全人口 36,710 36,125 35,658 35,164 34,654 

  

   

出典：住民記録 年齢別人口集計表：すべて各年 1 月末の数字 
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○地域医療資源（施設数） 

 医師数 65（人口 10万人あたり 182.37、全国平均 246.00） 

 一般診療所 16（人口 10万人あたり 44.89、全国平均 71.57）、うち在宅療養支援診療所 1（人
口 10万人あたり 2.81、全国平均 11.67）、一般診療所病床数 36（人口 10万人あたり
101.00、全国平均 73.45） 

 病院 3（人口 10万人あたり 8.42、全国平均 6.65）、うち在宅療養支援病院 0（人口 10万人あ
たり 0.00、全国平均 1.17）、病院病床数 625（人口 10万人あたり 1,753.55、全国平均
1,216.46） 

 歯科 13（人口 10万人あたり 36.47、全国平均 55.83）、うち訪問歯科 3（人口 10万人あたり
8.42、全国平均 9.07） 

 薬局 13（人口 10万人あたり 36.47、全国平均 48.72）、うち訪問薬局 0（人口 10万人あたり
0.00、全国平均 14.25） 

出典：日本医師会「JMAP地域医療情報システム」（平成 31年 3月時点）より抜粋 

 

○救急救命資源と現状 一部は「久慈広域連合消防本部」全体の数字である 

※久慈広域連合消防本部全体の数字 

 消防本部 1・消防署 2・分署 4、職員定数 143人、救急車 8台 

※以下久慈市のみの集計 

 平成 30年救急出動件数 1,281件、搬送人員 1,023人・上記のうちの急病件数 859件 

 平成 30年搬送人員 1,023人の傷病程度別の内訳：死亡 53人（5.2％）、重症 148人
（14.5％）、中等症 280人（27.4％）、軽症 542人（53.0％） 

出典：「久慈広域連合消防本部 令和元年消防年報」より抜粋 
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■事例の概要 
久慈市は二次救急でもある久慈病院を中心とし、他の医療機関も点在しているが、在宅医療体制は

特に不足しており、基本的には訪問診療による在宅医療は実施が難しい状況にあった。しかし、在宅
療養を望む患者も多く、何とかそれを実施できないかという課題意識が病院や行政側にあった。 

一方、高齢化率は年々上昇し、介護施設からの救急搬送は頻出していた。そうしたときに、本人の
情報が確認できない、あるいは延命処置を望まないという意思があっても医師判断は伴っていないと
いう事象が救急現場で起こっており、消防側として感じている課題意識もあった。 

在宅医療体制には市と久慈病院が中心となり、平成 29年には、高齢者介護施設での実態調査と、在
宅療養を可能とする仕組みについて検討が始められた。また、平成 30年に、消防が県の在宅医療介護
連携推進研修会で発表した課題意識に呼応して、在宅医療体制を検討していたメンバーが消防を訪れ
て意見交換をおこない、協働体制が進みはじめた。 

在宅医療・介護連携推進事業の一環としてコアメンバー会議を設け、そこで具体的な方策が進められ
ていった。１点目は「救急車を活用した『ギリギリ在宅看取り』」の実現で、これは病院が救急と連
携して在宅療養をバックアップするという仕組みづくりと、救急搬送現場で混乱しない指針づくりと
が進められた。指針づくりについては消防と久慈病院の地域医療科、市担当が中心となりプロトコー
ルの整備からはじめ、それを病院・消防の関係者とこまめに打ち合わせ、地域メディカルコントロー
ル協議会で承認するところで連携が具体的に進んだ。さらにその運用に際しては、コアメンバー内あ
るいは関連機関内で手順や留意点が整理され、関係者への周知をしたうえで、実際に運用が進められ
た。 

２点目の市民向け ACPの普及啓発活動、3点目の専門職向け認知拡大活動は、講演会や出前講座、
講習会や意見交換会などが継続的に進められている。ACPは元気なうちに取り組んでほしいと、エン
ディングノートをつくり、その普及も進められている。あわせて、介護施設に在宅医療・救急医療連
携の認識を高めてもらい、ACPの実施と医師による診断書の理解、救急時の手順等について共有・連
携が進んでいる。 

  

市民向け
・エンディングノート普及
・ACP普及啓発活動

在宅医療介護連携事業久慈地域メディカルコント
ロール協議会

専門職向け
・意見交換会開催
・情報共有

訪問看護

介護施設

地域医療機関

救急車を活用した
「ギリギリ在宅看取
り」体制づくり

救急活動プロトコー
ル整備

在宅医療・救急医療連携に係る
コアメンバー会議久慈広域連合消防本部

久慈病院

倫理委員会

プロトコールに基づ
く運用手順整備

緩和ケア
委員会
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■取組の紹介  
（1）取組の背景                        
① 「医療と介護の連携支援会議」と現状聞き取り調査実施 
久慈市では医療資源が少ないという問題意識を持っており、平成 29年度に、在宅医療・介護連携推

進事業の一環で、医療と介護の連携支援会議を行った。これは市が主催し、市内の病院、訪問看護
師、ケアマネジャー等が参加して課題の整理が進められた。そのなかで、どうしても資源が足りない
ところが見えてきたため、まずは現状の聞き取り調査を進めた。主に、特別養護老人ホームの看取り
の実態とその際の連携体制についてである。 

並行して、介護施設で使うための連携シートを作成していたが、場合によっては介護施設入所より
前に ACPの取り組みをしている必要性があるのではないかと、コアメンバーの１人である特別養護老
人ホーム愛山荘の実態を聞きながら、検討を深めた。 

（平成 29年の主な実施事項） 
・医療、介護の資源の少ない久慈市でいかに市民の在宅看取り（施設含む）のニーズを叶えるか、
現状把握から取り組みを開始 
・市内特別養護老人ホームの看取りの現状把握 
・特別養護老人ホーム愛山荘での看取りに関して情報交換（嘱託医含む） 
・地域ケア推進会議 取り組みの方向性について 

 

② 病院のバックアップをもとにした在宅療養の仕組みづくり 
 久慈市は在宅医が 2人しかおらず、限られた慢性疾患の訪問診療で手一杯という状況である。ま
た、24時間対応をしている訪問看護ステーションは 1つだけで、大幅に不足している状態にあった。
そのため、入院中に在宅療養を希望する患者がいてもなかなか実現できない状況にあった。しかし、
在宅医がいなくとも在宅療養ができる体制を整えたいと、まずはがん患者が最終段階でも家で過ごせ
るようにし、急変があったときや看取り時には救急車で病院に搬送する仕組みをつくった。在宅療養
を病院で支援する仕組みである。救急車を活用した「ギリギリ在宅看取り」という名称で、段階的に
整備が進められている。なお、この地域の救急搬送は、8割以上が久慈病院に来るという実情もあり、
久慈病院がこうした検討の中核の 1つとなった。 

 

③ 病院と消防との連携の流れ 
 数年前から消防と久慈病院の情報連携も進められていた。緩和ケアチームが、がん末期の患者を家
に帰れるように支援し、数日家に戻るときに、消防や家族と段取りを共有したことで、心肺停止時に
も慌てず搬送できるようにした取り組みである。救急搬送現場での情報不足に消防側は困っていた
が、ここであらかじめ連絡を受けた人については、急変時であっても心肺蘇生をせず、指定病院まで
搬送するという流れが実施された。病院到着後に医師が死亡確認をおこなうことになる。 

 ただし、明確なルールとして定められたものではなかったため、「このままでよいのか」という課
題意識が消防側に高まっていた。それを平成 30年の岩手県の在宅医療介護連携推進研修会で、消防側
が発表し、聴講していた市の職員が改めて認識したことで、さらなる連携が検討された。 
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④ 救急現場で生じていた課題 
消防側は以前から、DNARの意思表示があるが医師の担保が得られていない DNARの扱い方に困惑

していた。特に、かかりつけ医に連絡がとれない夜間や休日に起こった事案では、医師の担保がない
DNARを消防としては受け入れられず、職務上の義務に従って延命措置をするのが基本であった。ま
た、搬送時点では本人の意思を確認できる手段がなかったが、搬送後に医師から DNARだったと聞く
事案も複数あり、情報共有されていないことへの課題も感じていた。 

 

（2）個別取組の概要                      
① 市民向けの ACPの救急普及啓発、エンディングノート 
元気なうちから意思を表していくことを推進したいと、市担当と久慈病院が中心となって「医療と

介護のデザインプロジェクト」が始まり、その中で「こうしたいノート（久慈市版エンディングノー
ト）」が作成された。また、「医療と介護を市民と共に考えるシンポジウム」や「ACP普及啓発出前
講座」をはじめとする場で、住民への ACPの普及啓発（こうしたいノートの配布含む）が進められ
た。 

（「こうしたいノート」一部サンプル） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 専門職間の情報交換機会 
 在宅医療・介護連携推進事業「医療と介護の顔の見える連携会」で企画を進めており、「退院支
援」や「日常療養支援」など、医療と介護の連携に関するテーマ別のワークショップやミーティング
や「人生の最終段階にある方への支援と看取りの情報交換会」が行われた。 

  

出典：久慈市ホームページ 
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■連携強化の流れ 
（1）市の事業担当、久慈病院、久慈消防本部で連携についての 
話し合いの開始 

平成 30年に、県の在宅医療介護連携推進研修会で課題が認識された後、久慈病院の地域医療科長の
協力も得て、市の在宅医療介護連携推進事業担当者が消防と打ち合わせの機会をもった。消防側は現
場で感じていた課題について話し、市と医師側は在宅療養が進められていない課題について話しなが
ら、連携方法を協議した。 

主に、「人生の最終段階には、かかりつけ医がいないと看取りができないという課題があったが、消
防と連携して搬送病院の体制をつくれば可能になるのではないか」という点が重点認識となり、在宅
医療・救急医療連携に係るコアメンバー会議において工程表の作成、地域ケア推進会議 在宅医療・
救急医療連携としての取り組みの認知等が進められた。 

 

（2）在宅医療・救急医療連携に係るコアメンバー会議と、 
プロトコールの作成・承認 

こうした連携は、在宅医療・介護連携推進事業の下部組織「在宅医療・救急医療連携に係るコアメンバ
ー会議」として進められた。メンバーは、久慈地区メディカルコントロール協議会、消防、訪問看護ステ
ーション、久慈病院の医師・看護師、久慈医師会、介護施設、地域包括支援センター、市担当である。 

消防担当としては、抱えていた DNARへの対応課題は、プロトコールがあればそれを指針に活動でき
ると考えていたため、まずプロトコールづくりが検討された。草案は、消防の救急救命士が中心となって
つくった。メディカルコントロール協議会に承認をとっていくために、久慈病院の地域連携科医師も積極
的に協力し、関係者へこまめに報告・連絡しながら最終的に正式文書として確立させた。 

 

（3）プロトコール承認後の活用と運用整備            
 プロトコールは協議会で承認された、各現場に通達として発せられた。一方、プロトコールがあっ
ても実際にどう動いてよいかわからないという話も出たため、久慈病院の緩和ケア委員会中心に、連
携ルールや手順のチャート、具体的なマニュアルなども整備した。 

 たとえば情報管理を電話にするか FAXかというのも、話し合いで決められていった。こうした細か
い手順についてはコアメンバー会議やさらに少人数のグループ、あるいは運用主体となる久慈病院内
での協議で固められていった。病院内で協議した場合には、倫理委員会での検討や関係する各職種へ
の説明等も行われている。 

 その後、「地域メディカルコントロールプロトコール改訂案」が提案・承認されてプロトコールが
改訂され、「久慈病院と消防本部の連係保護の明文化の話し合い」へと進んだ。 
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（4）組織の体制                        
 一連の取り組みは、コアメンバーが中心となって行われ、主に３つのテーマに取り組まれた。た

だし、分科会のようにフォーマルな組織ではなく、市職員が調整をしながら、テーマと役割によって
適切なメンバーが関わりながら進められた。また、プロトコール作成においては、地域メディカルコ
ントロール協議会との連携も密にとりながら進められた。 

 

 

 

 

 

■取組の成果 
（1）救急活動プロトコールの整備と運用 

プロトコールの整備とその運用については、各種文書がまとめられ、関係者に周知された。またそ
れに応じて、関連機関内でも必要な整備が進められた。 

主な書面・手順書等 概要 

心肺蘇生に関する医師の指示書 「心肺蘇生等を受けない」決定について、医師の
指示と患者の署名が書かれるもの。1ページ分。 

蘇生を望まない意思が示された傷病者に対す
る救急活動プロトコール 

延命措置を望まない意思を事前に示した患者に対
し、本人と家族の意思を尊重し、適切な救急活動
を行うことについて記したもの。消防向け・4ペ
ージ分。 

「心肺蘇生に関する医師の指示書」発行に伴
う報告書 

「心肺蘇生等の処置を受けない」意思を示した患
者であることを記す書類。久慈病院内の文書・1
ページ分・ 

人生の最終段階における患者の在宅療養にお
ける救急搬送に関する取り決め 

心肺停止時には心肺蘇生を望まない意向をもつ患
者・家族の在宅療養手順についての入院、外来、
死亡時の対応手順を示した説明とフロー。久慈病
院内の文書。 

多職種で構成された医療・ケアチームによ
る、治療方針決定の手順 

複数の医師を含む多職種で構成された医療・ケア
チームでの方針決定と、院内倫理委員会への報告
を示したフロー。久慈病院内の文書。 

 

  

在宅医療・介護連携推進事業 コアメンバー会議 

ギリギリ在宅
看取り検討 

市民向け
普及啓発活

動 

専門職向
け認知拡大

活動 

メディカルコントロール
協議会 
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（人生の最終段階における患者の在宅療養における救急搬送に関する取り決め（一部サンプル）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：久慈市提供資料 
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（心肺蘇生に関する医師の指示書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：久慈市提供資料 
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■今後について 
（1）今後の課題                        
① ICT活用の検討 
 この地域では地域包括ケアシステムを支えるためのネットワーク「北三陸ネット」が運用されてい
る。コアメンバーで検討されてきたプロトコール等は、いずれこうした ICTネットワークに統合してい
くことも考えられるため、検討初期の平成 30年時点から、情報共有はおこなっている。現在すでに多
職種間でのコミュニケーションとしては気軽に活用されているが、今後一層、実用的な活用が検討され
ている。 

 

② さらなる周知拡大（市民／専門職） 
市民へは元気なうちからの ACPへの取り組みについて、さらなる啓発活動が求められている。また、

在宅医療、施設に係わる医師や、施設（運営、管理に係わる者）へ、在宅医療・救急医療連携に関する
仕組みを共有していく必要もある。 

 

（2）現在の取組                        
① 在宅医療との連携方法の模索 
当初はがん患者を中心として想定したため、久慈病院に主治医がいて在宅療養との行き来をするケー

スを中心に考えていた。しかし最近は様々な需要や事情が出て、主治医が久慈病院ではない場合の対応
も求められてきている。 

救急車を活用した「ギリギリ在宅看取り」については、「心肺蘇生に関する医師の指示書」が判断と
して使われるが、搬送先の久慈病院医師ではない医師がその指示書を書いていた場合、搬送先で診る医
師が異なる事態となる。それについては、今後の課題として継続的に検討されている。 

そのためには、地域の医師や老健医師が久慈病院と連携が取れている状態にしていく必要もある。そ
の点については、地域医師会での在宅担当理事を中心に、久慈病院側と協議が進められていく予定であ
る。 
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■資料編 

工程表 
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２．千葉県白井市 
■地域概要 
白井市は千葉県の北西部に位置し、東は印西市と八千代市、南は船橋市、西は鎌ヶ谷市、北は柏市

の 5市に接している。 

 白井市は都心から 30キロメートルの距離にあり、当時白井町だった昭和 54年に北総鉄道が開通した
ことで沿線のニュータウン地区に住民が多数入居し、人口が飛躍的に増加した。平成 13年 4月には市
制を施行し、千葉県内で 32番目の市になっている。 

街の成長とともに地域のコミュニティセンターや保育園など様々な施設が増え、子育てがしやすい
環境である。ニュータウンとして整備された街だからこそ、駅から広がる歩道や緑道は散策用の整備
も行われ、大きな公園もたくさんある。 

北総線「白井駅」徒歩約 10分の白井市役所周辺には、図書館や文化センター、防災機能を備えた公
園などの市の施設のほか、消防署や病院が隣接している。また、平成 30年度に完成した市役所庁舎に
は、印西警察署白井分庁舎が入り、日常的な安全安心や有事の際の連携が進みやすい。 

 白井市の特産品は梨で、全国でも有数の産地として知られており、栽培面積は千葉県内で 1位であ
る。「しろいの梨」のブランド化を推進するために、サッカーの試合会場や市場において PRしてお
り、また農産物全般の地産地消を推進するために、農産物直売所や朝市の支援を行っている。 

 白井市の北側には県内最大の内陸工業団地「白井工業団地」がある。地盤が堅く災害に強いことか
らデータセンターが建設された例もある。技術・実績を持つ様々な企業が、拠点を持っている。 

 

人口・面積                           
・人口： 63,320人（住民基本台帳、2020年 1月 31日） 

・面積： 35.48㎢ 

 

地域医療・救急救命関連の基礎情報                
○高齢化率の動向 
65歳以上の高齢化率 25.8%で、同時期の千葉県平均 26.8％をやや下回る（平成 31年 4月）。 

 
単位：人  

  平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

65歳以上 
人口 14,756 15,333 15,857 16,296 15,728 

全人口 63,167 63,347 63,755 63,659 63,320 

 
出典：住民基本台帳 
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○地域医療資源（施設数） 

 医師数 62（人口 10万人あたり 100.53、全国平均 246.00） 

 一般診療所 23（人口 10万人あたり 37.29、全国平均 71.57）、うち在宅療養支援診療所 2（人
口 10万人あたり 3.24、全国平均 11.67）、一般診療所病床数 28（人口 10万人あたり 45.40、
全国平均 73.45） 

 病院 3（人口 10万人あたり 4.86、全国平均 6.65）、うち在宅療養支援病院 0（人口 10万人あ
たり 0.00、全国平均 1.17）、病院病床数 451（人口 10万人あたり 731.26、全国平均
1,216.46） 

 歯科 29（人口 10万人あたり 47.02、全国平均 55.83）、うち訪問歯科 5（人口 10万人あたり
8.11、全国平均 9.07） 

 薬局 20（人口 10万人あたり 32.43、全国平均 48.72）、うち訪問薬局 10（人口 10万人あたり
16.21、全国平均 14.25） 

（出典：日本医師会「JMAP地域医療情報システム」（平成 31年 3月時点）より抜粋） 

 

○救急救命資源と現状 （注）以下は、「印西地区（印西市・白井市）」全体の数字である 

 消防署 1本部 7署、職員定数 266人、救急車８台（予備車 1台含む） 

 平成 29年救急出動件数（6,467件、搬送人員 6,071人（平成 28年の出動 6,280件・搬送
5,820人） 

 上記のうちの急病件数 4,069件、急病搬送人員 3,838人 

 平成 29年搬送人員 6,071人の傷病程度別の内訳：死亡 62人（1.9％）、重症 637人
（10.5％）、中等症 2,501人（41.2％）、軽症 2,868人（47.3％）、その他 3人（0.05％） 

（出典：「平成 29年版 年報 119 印西地区消防組合消防本部」より抜粋）  
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■事例の概要 
白井市は、利便性の高い病院が近隣自治体に複数あり、市民は市外の病院を受診することがかなり

多い状況にあった。救急時も市内市外両方へ搬送される可能性があるが、高齢者医療においては搬送
先の選定時に役立つ情報がなかったり、受け入れ病院とかかりつけ医との連携がとれずに本人の意思
を尊重した対応ができないといった課題を抱えていた。 

特に救急現場を担当する消防側が早期の課題解決を求め、他市の事例研究、行政との協議を積極的に
進めた。そして平成 29年に、「救急時情報連携ワーキング」を設置することとなり、市内の病院や介
護施設にも参加を呼びかけ、関係者間での協議が始まった。 

まず着手したのは、救急医療情報を共有できるようにしたキットと記入シートの整備である。筒状の
キットに情報記入したシートを入れ、救急時には救急隊員が確認できることを目的に、配布を始め
た。実際初年度から、シートを活用して情報連携をとられた事案が出てきている。この救急医療情報
シートについては、市が中心となって介護施設や病院など多職種に向けて説明にまわり、周知をし
た。こうした取り組みの結果、シートの活用やそれに伴う救急現場での滞在時間短縮が進んでいる。 

さらに、平成 30年からは「在宅医療・救急連携ワーキング」へと名称を変更し、より充実した連携
と施策検討が進められた。たとえば市民への周知をはかるためのポスターや動画の作成、発信、専門
職の理解を深めるための講習会開催などが行われている。また、力を入れて取り組んだのは、介護施
設に認知して、活用してもらうことである。「介護施設用シート」を新たに作成して配布すると共
に、説明会を開催したり、市の職員が介護施設を訪れて説明することも行った。市内の二次救急病院
の協力を得て在宅医療後方支援体制も整えたことで、在宅医療・救急医療連携が定着しつつある。 
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■取組の紹介 
（1）取組の背景                        
① 高齢者の救急搬送数ならびに搬送時の現場滞在時間の増加 
市内には二次救急に対応する病院が３か所あるが、市外搬送となることも多かった。救急搬送件数は

年々増え、中でも高齢者の占める割合が大きい傾向にある。救急時の現場滞在時間を比較したところ、高
齢者救急が最も、現場滞在時間が長い状況にあった。これは、高齢者施設からの搬送増加に伴い、情報収
集と受け入れ病院の選定に苦慮し、時間がかかってしまっていることが背景にある。人生の最終段階にお
ける医療等について家族と話し合いを行っていない場合が多いのも、その傾向に拍車をかけた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 在宅医療体制ならびに患者情報の共有方法に関する課題 
往診を行う開業医の高齢化が進み、また在宅療養支援診療所の数は 2か所しかないことから、在宅

医療として 24時間十分な対応をとれる体制にはなっていなかった。そこで、在宅療養患者の救急搬送
は、市内外の二次救急病院になりがちであるが、在宅医情報や患者情報が把握できず、本人の意思を
尊重した対応ができないという課題があった。 

  

出典：白井市提供資料 
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③ 在宅医療・介護連携推進事業の流れ 
平成 26年度から医療・介護関係者に向けた多職種連携研修会を継続開催しており、認知症への理解

や地域包括ケアの取り組みなど時々に応じたテーマで実施されてきた。 

平成 27年度から介護保険の地域支援事業として取り組みを開始した。たとえば、地域の医療・介護
の資源把握としてアンケート調査を実施したり、医療・介護関係者の連携を支援する窓口を地域包括
支援センターに配置したり、同一の二次医療圏内にある市区町村と連携して広域連携の協議などを進
めてきた。 

 

（2）個別取組の概要                      
① 救急医療情報キットと救急医療情報シート 
後述する救急時情報連携ワーキングにて作成されたものである。救急医療情報キットは筒状の入れ

物で、救急医療情報シートを記入して筒内に保管し、それを冷蔵庫に入れ、救急医療情報キットの保
有を示すシールを冷蔵庫に貼ることになっている。それにより、救急隊員が来た時にその存在を確認
することができる。キットには他に、薬の情報を入れることを推奨している。 

そして、救急医療情報シートの内容を参考に搬送や救急医療活動を行い、病院から在宅医や在宅介
護関係者に連絡がいく。 

 

   （救急情報キット）             （救急医療情報シートの説明書き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：白井市提供資料 

 

出典：白井市提供資料 
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② 介護施設を対象にしたアンケート調査 
人生の最終段階の治療・療養についての本人の意思を関係機関が共有するための連携体制を構築す

るための一環で、まずは、「介護施設において、本人の最終段階の治療・療養についての意思をどの
ように把握し、対処しているのか、看取り・救急時対応の課題」についてアンケート調査を行った。
たとえば「看取りや延命治療に関する指針を策定しているか」、「入所時に延命治療について書面に
記載しているか」等の結果が集計され、ワーキングで行う課題整理や対策検討の材料として活用され
た。 

 

■連携強化の流れ 
（1）「救急時情報連携ワーキング」の設置と救急医療情報キッ 
トの運用開始 

救急搬送時の課題解決に向けて、平成 29年度に「救急時情報連携ワーキング」を設置し、市、消
防、病院、介護関係者で検討をはじめた。消防の発意によって検討がスタートしたものだが、元々救
急現場では高齢者の救急搬送が増え、現場レベルで病院選定するのに情報が乏しい現状に課題を抱え
ていた。平成 27年度に市が主催する高齢者見守りネットワーク会議で消防から現状報告・問題提起が
なされ、それを受けた市が消防と協力して取り組む方針を決めた。消防側は、先駆的な取り組みをし
ている八王子市高齢者救急医療体制広域連合会（八高連）が参考になると考えていた。そこで平成 28
年度に、草案を考えていた消防と市の担当者が八高連を視察し、モデルケースとして参考にした。 

ワーキング立ち上げには市が中心となって動いた。まず二次救急病院２か所（後日１院オープンし
て３か所）の看護部長に相談し、市から最初に救急隊と接触する看護師の参加を依頼した。また、市
内の各介護施設、ケアマネジャーの事業所それぞれに文書案内を出し、興味を持つ機関に参加を呼び
かけた。もともと各々の立場で高齢者の救急搬送に関する課題を抱えていたため、この取り組みに賛
同した機関も多く、ワーキングが立ち上がった。 

ここで「自宅用の救急医療情報シート」、「介護施設用情報連携シート」を作成し、平成 29年 12
月 1日より救急医療情報キットの運用が開始された。 

 

（2）「在宅医療・救急連携ワーキング」への名称変更と活動の 
認知拡大 

「救急時情報連携ワーキング」は平成 30年度に「在宅医療・救急連携ワーキング」と名称を変更
し、在宅医療と救急医療の関係者間で、救急時における連携体制の充実に向けた検討が深められた。ま
た、人生の最終段階の過ごし方（療養場所や延命治療に対する希望等）について、本人の意思把握の方
法や意思を尊重するための対応ルールの検討が行われた。 

ワーキングに参加したのは、介護施設の管理者、相談員、介護職員、介護支援専門員ならびに、同市の
二次救急病院である、北総白井病院、白井聖仁会病院、千葉白井病院の看護師、地域連携室と、白井消防
署の救急救命士である。事務局は、市内３地域の地域包括支援センターが担った。  
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〈ワーキングでの検討内容〉 

年度 検討内容 主な活動実績 

平成 

30年度 

 救急医療情報キットの普及状況及び課
題について 

 救急医療情報シート運用ルールの検証 

 介護施設における救急時連絡体制の現
状及び課題、対応策検討 

 人生の最終段階における医療のあり
方、本人の意思把握について 等 

 救急医療情報キット周知ポスター（市内
98箇所掲示） 

 救急医療情報キット使用方法の動画撮影
（YouTube市公式チャンネル掲載、救
命講習会等で上映） 

 介護施設における救急時および看取り対
応アンケート調査実施 

 介護施設対象の救急時・看取り対応につ
いての意見交換会  等 

令和 

元年度 

 介護施設における救急時対応と看取り
の現状把握・課題抽出 

 自宅や介護施設において人生の最終段
階の過ごし方についての意思把握方
法、意思尊重の取り組みについて 

 救急医療情報キット、介護施設用シー
トの普及 

 救急医療情報シートの情報更新、ICT
利用の検討  等 

 アンケート結果をもとにした課題と再作
案の整理 

 救急医療情報シートの情報更新 

 救急医療情報キットの普及としてフォー
ラム開催 

 介護職員向け講習会開催 等 

（キット添付用シール）          （白井市終活支援ノートの一部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：白井市提供資料 

 

出典：白井市提供資料 
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（3）組織の体制                        
前述した救急時情報連携ワーキングは、平成 29年度に、在宅医療・介護連携、認知症対策推進協議

会の設置と同時に、その下部組織として立ち上がったものである。ワーキング開始後は、定期的にそ
の取り組みを、協議会側に報告している。 

 

令和元年度 在宅医療・介護連携推進事業の体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）在宅医療後方支援体制の整備                
在宅医療不足に関しては在宅医の疲弊も懸念され、三鷹市の後方支援病床利用事業を参考に、整備

が検討された。そして、在宅療養中の高齢者に一時的な入院が必要となる場合は、入院先の確保が円
滑に行われるようにすることを目的に、市内３か所の二次救急病院を後方支援協力病院として制度整
備が進められ平成 31年度から運用が開始された。運用開始時は、市の担当者が丁寧に各病院・クリニ
ックに説明に回り、周知を図った。また、運用開始後は実際の搬送がどのように行われたか、うまく
いかなかったところは何かという検証と再周知も行われ、実用的な運用が進められている。 

なお、白井市は在宅医療を受けている市民の約 6割が、市外の在宅医に頼っている実情があった。
そこで市外の在宅医でも患者が白井市民の場合はこの制度を使えるようにしている。制度開始時に
は、該当する市外の在宅医であっても市の担当者が説明に回った。 

  

出典：白井市提供資料 
 



43 

（後方支援体制の利用方法） 

① 在宅医は、後方支援病院利用にあたり、事前患者登録を行うことの説明を患者に行う。 
その後、救急医療情報キット内に、患者情報が記載された書類を保管しておく。 

② 入院・受診の必要性が発生した場合、在宅医から後方支援協力病院へ受入要請を行う。 
受診・入院の際は、救急医療情報キットを持参する。 
（患者・家族が直接病院へ連絡することは避けるよう、説明する） 

③ 在宅医は、入院中の患者病態について病院医師と情報を共有し、容態が安定したら退院して在宅療養生
活に戻る。 

 

（5）介護施設向けの認知拡大                  
介護施設では救急医療連携の認識がないまま、慌てて 119番をしてしまうケースもよく見られたた

め、介護施設向けの説明会を開催し、介護施設用シートについての理解促進を図った。説明会に欠席
した介護施設には、市と消防の担当者が直接訪問し、周知を徹底している。 

（介護施設用シート） 

 

 

 

 

 

  

出典：白井市提供資料 
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■取組の成果 
（1）救急医療情報キットの普及と活用成果             

救急医療情報キットの配布数は令和 2年 2月末時点で累計 2,368件となり、実際の活用実績は以下
のとおりである。また、救急搬送の際の現場滞在時間（現場到着～出発までの時間）として、救急医
療情報キットがない場合は 21.8分、ある場合は 20.6分、介護施設用シートがない場合は 22.4分、
ある場合は 19.9分と短縮された。 

（救急医療情報キット活用実績） 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 
（２月末時点） 

配布数 225 1253 890 

救急医療情報シート活用数 1 86 150 

介護施設用シート活用数 7 79 93 

 

（救急搬送現場での滞在時間比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：在宅医療・救急医療連携 ヒアリング資料／全国救急隊員シンポジウム 平成 31 年 1 月
24 日開催 救急需要対策（高齢者）一般講演発表資料） 
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■今後について 
（1）今後の課題                        
① ICT活用の検討 
医療と介護の情報共有に関して ICT活用の検討が進められている。情報の適時更新も含めて自市にあ

う仕組みを今後決めていく段階にある。 

 

② ACPのさらなる推進 
本人の意思に反した救急搬送を減らし、本人の意思に沿った人生の最終段階が過ごせるよう、自宅や

介護施設における ACPを推進するための取り組みについてさらに検討していく。また、救急医療情報キ
ット（介護施設用シート含む）の普及啓発対策について継続して検討を行う。 

 

（2）現在の取組                        
① 情報シートの更新と活用促進 
運用をはじめてみると、同じ人が複数回搬送されることが多いことが見えてきた。そこで、履歴情報

を書き込めるように救急医療情報シートの更新が進められた。 

また、救急の出動現場でキットの有無を確認するため、ない場合は本人または関係者に周知用リーフ
レットを渡すことにより啓発機会となる。結果的に、後日地域包括支援センターの窓口等に問い合わせ
が来ることもあり、フォローし、活用促進につなげている。 

 

② 終末期医療の意向についての記載 
令和元年の 10月から、終活支援ノートの配布を行っている。終末期医療の意向について記載するペ

ージ部分は、ノートから切り離して救急医療情報キットに収めることを推奨している。 

あわせて、ACPの普及啓発にも取り組んでいる。市民啓発ワーキングが企画する「在宅医療フォーラ
ム」にて、ACPをテーマにした寸劇を演じることを通じて、市民に分かりやすく伝える工夫を行ってい
る。 

 

③ 入退院時連携ワーキンググループの活動 
「要介護状態の方が病気の悪化等を理由に病院へ入院することになっても安心して入院・退院がで

き、支援が着実に引き継がれる」ための取り組みは、別の入退院時連携ワーキンググループで検討が進
められてきた。そのワーキングにて、入退院時連携ルール BOOKの制作と普及が進んでいる。 
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■資料編 

工程表 

  

救
急
医
療
連
携
検
討
準
備

平
成

27
～

28
年
度

対
策
協
議
会
活
動

平
成

29
年
度

救
急
医
療
連
携
強
化

平
成

30
年
度

認
知
普
及
強
化

平
成

31
年

在
宅
医
療
・
介
護
連
携
、
認
知

症
対
策

平
成

27
年

高
齢
者
見
守
り

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
会
議

平
成

29
年

在
宅
医
療
・
介
護
連
携
、

認
知
症
対
策
推
進
協
議
会

救
急
医
療
連
携

平
成

28
年

他
市
視
察
・
ベ
ン

チ
マ
ー
ク

平
成

29
年

救
急
時
情
報
連
携
ワ
ー

キ
ン
グ

平
成

30
年

在
宅
医
療
・
救
急
医
療

連
携
ワ
ー
キ
ン
グ

平
成

31
年

在
宅
医
療
・
救
急
医
療

連
携
ワ
ー
キ
ン
グ

救
急
医
療
情
報
キ
ッ
ト

介
護
施
設
用
シ
ー
ト

介
護
施
設
に
お
け
る
救
急
時

お
よ
び
看
取
り
対
応
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査

介
護
施
設
向
け
急
変
時
対
応

講
習
会

介
護
施
設
意
見
交
換
会



47 

３．東京都葛飾区 
■地域概要 
葛飾区は東京 23区の北東端に位置し、総面積は 34.80㎢であり、23区の中では７番目の広さを有

している。日本橋の全国里程元標から区の中心地点（京成青砥駅）まで、およそ 10.1キロメートル、
東は江戸川を境に千葉県松戸市に、西は足立区・墨田区、南は江戸川区、北は大場川を境として埼玉
県八潮市・三郷市にそれぞれ接している。 

東側には、江戸川、西には荒川・綾瀬川、中央には中川・新中川が流れており、都内屈指の水郷景
観を誇る都立水元公園や花菖蒲の名所｢堀切菖蒲園｣など、水と緑が調和した美しい環境が多く見られ
る。 

また、映画『男はつらいよ』の舞台として知られ、平成 30（2018）年 2月には、東京都初の国の
重要文化的景観として選定された｢柴又｣や、漫画｢こちら葛飾区亀有公園前派出所｣の舞台となった｢亀
有｣、漫画｢キャプテン翼｣の作者にゆかりのある｢四つ木｣、昭和レトロな雰囲気が残る｢立石｣など、人
情味あふれる下町らしい暮らしや街並みも残っている。 

 

人口・面積                           
・人口： 464,487人（住民基本台帳、令和 2年 3月 1日現在） 

・面積： 34.80㎢ 

 

地域医療・救急救命関連の基礎情報                
○高齢化率の動向 
65歳以上の高齢化率 24.51%で、同時期の東京都平均 23.3％をやや上回る（平成 31年）。 
 

単位：人  

  平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 令和 2 年 

65歳以上 
人口 110,927 112,080 113,004 113,496 113,903 

全人口 453,734 457,927 461,060 463,099 464,487 

 

  

出典：葛飾区世帯と人口 4 月 1 日（令和 2 年のみ 3 月 1 日） 
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○地域医療資源（施設数） 

 医師数 884（人口 10万人あたり 100.53、全国平均 246.00） 

 一般診療所 335（人口 10万人あたり 75.64、全国平均 71.57）、うち在宅療養支援診療所 40
（人口 10万人あたり 9.03、全国平均 11.67）、一般診療所病床数 184（人口 10万人あたり
41.54、全国平均 73.45） 

 病院 21（人口 10万人あたり 4.74、全国平均 6.65）、うち在宅療養支援病院 6（人口 10万人あ
たり 1.35、全国平均 1.17）、病院病床数 2,536（人口 10万人あたり 572.57、全国平均
1,216.46） 

 歯科 276（人口 10万人あたり 62.31、全国平均 55.83）、うち訪問歯科 27（人口 10万人あた
り 6.10、全国平均 9.07） 

 薬局 241（人口 10万人あたり 54.41、全国平均 48.72）、うち訪問薬局 59（人口 10万人あた
り 13.32、全国平均 14.25） 

（出典：日本医師会「JMAP地域医療情報システム」（平成 31年 3月時点）より抜粋） 

 

○救急救命資源と現状 （注）以下は、「東京都」全体の数字である 

 消防本部、消防方面本部、消防署 81、分署 3、出張所 208（葛飾区内：消防署 2・出張所 7）、
職員 18,408人、消防車両 1,974台、救急車 251台（葛飾区内：消防署配置救急車 9台、非常用
救急車 2台） 

 東京都：平成 28年救急出動件数 777千件、搬送人員 691千人（葛飾区：25,234人）（東京
都：平成 27年の出動 759千件・搬送 673千人） 

 東京都：平成 28年搬送総数 691,423人の傷病程度別の内訳：死亡 5,339人（0.8％）、重篤
13,648人（2.0％）、重症 29,190人（4.2％）、中等症 263,854人（38.2％）、軽症
379,332人（54.9％） 

 葛飾区：平成 29年搬送総数 25,234人の傷病程度別の内訳：死亡 249人（1.0％）、重篤 504
人（2.0％）、重症 1,102人（4.4％）、中等症 10,958人（43.4％）、軽症 12,421人
（49.3％） 

（出典：「平成 30年地域医療推進委員会（一般社団法人 葛飾区医師会）資料」より抜粋）  
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■事例の概要 
葛飾区は、東京都の区東北部 2次保健医療圏に位置し、二次救急医療機関としては区内 8病院他、

隣接する足立区・荒川区と共通したエリアで救急医療体制がつくられている。同区では 40年以上続く
医療機関の連携（葛飾区病院管理協議会）があったり、医師会の新規事業として「葛病協地域医療連
携部会」という名で地域医療連携が進められたりと、地域全体の医療連携は円滑であった。 

一方、近年の高齢化社会の中で高齢者の救急搬送が増加していることは課題として挙がっていた。ま
た、高齢者搬送の場合、かかりつけ医と搬送先病医院との情報連携不足という課題もあった。そうし
た背景の中で課題解決に向け、平成 26年に東京都の「区市町村在宅療養推進事業」を活用して、「在
宅療養患者・高齢者搬送支援事業」を立ち上げた。 

特徴の１つは、区内 2病院が保有する病院救急車を活用し、一刻を争う緊急性事例ではない高齢者
搬送について、病院救急車を活用した搬送と情報連携をはかる仕組みにしたことである。かかりつけ
医があらかじめ患者の承諾を得て、患者情報を保持。搬送時にはかかりつけ医から病院救急車に連絡
し、情報を提供することで、スムーズに搬送できるようにした。これにより、患者と家族の希望に沿
った適切な医療や在宅療養を円滑に行うとともに、多少なりとも消防庁救急車の利用を抑え、地域全
体での救急搬送の円滑さに寄与することを目指した。 

かかりつけ医の認知はまだ十分ではないとの課題意識はあるものの、登録数、利用者数は年々増加し
ている。在宅医療にとっても、緊急時の搬送先が安心して確保できる体制ともいえる。なお、一人暮
らしの高齢者を中心に救急医療情報キットの配布や、在宅療養に関する区民向け情報提供なども継続
的に行われており、葛飾区の在宅看取りの率は全国に比べて高い。 

 

 

 

 

  

葛飾区医師会

KDAS推進委員会

会員（医療機関）

葛飾区

東京都

かつしか在宅医療サポート搬送入院システム
（在宅療養患者・高齢者搬送支援事業）

オブザーブ

委託事業
事業実績報告

運営

葛飾区病院管理
協議会

参画
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■取組の紹介 
（1）取組の背景                        
① 在宅医療の普及と円滑な病院・診療所・区の連携関係 
葛飾区では在宅看取り率が平成 29年度に全国トップになるなど、在宅医療の普及が進んでいる。従来

から病院と診療所の連携も密で、医師会の組織である葛飾区医師会病院委員会と、診療所全般が関わる葛
飾区病院管理協議会との会合も 3ヶ月に 1回実施され、円滑な情報連携が進む。 

なお、在宅医療推進については「葛飾区在宅療養ガイドブック」や「葛飾区在宅療養かわら版」（令
和元年より区の広報紙に統合）を発行し、区民への普及促進も進めている。 

 

② 高齢者救急で起こっていた問題点 
高齢者の場合、単身・独居で救急となると、背景となる病状把握が困難になりがちである。本人も

漠然とした訴えしかできず、病院選定や重症度の判定が難しい事情があった。また、多数の疾患が併
発している場合や、認知症などの情報が得られないのも、問題になりがちであった。 

また救急車を呼ぶと区内の病院に搬送されず、かかりつけ医との情報共有がなされない課題もあっ
た。救急搬送後は高齢者施設に入る場合もあり、かかりつけ医側から見ると、本人の状況が得られな
いままになってしまうことも起こっていた。 

 

③ 東京都の救急ルールと葛飾区の医療体制 
 高齢化社会も進む中、東京都の救急搬送人員数は年々増加していた。東京都は 2009年に、救急患

者を迅速に医療管理下におけるよう、地域の医療機関が相互連携する「救急医療の東京ルール」の運
用を開始している。葛飾区は、区東北部 2次保健医療圏に属し、重症患者は都内 26病院と区東北部の
1病院、近隣の 1医療センターへと搬送、中等症患者は東京都指定二次救急医療機関への搬送となり、
そこには葛飾区 8病院と近隣区である足立区 15病院、荒川区 5病院が含まれる体制のもと、救急搬送
が運用されている。 

 しかし在宅療養患者数が増加する中、在宅患者・高齢者搬送の出動件数増加により事故・救急疾患
の対応が遅れる事例が増加し、従来の救急搬送システム運用に支障が出る場合もあった。また、高齢
者・在宅療養患者が病状悪化した際、自身で医療機関への搬送手段が確保できず困っているケースも
あった。 
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（2）個別取組の概要                      
① かつしか在宅医療サポート搬送入院システム 
葛飾区では平成 26年度より、東京都の「区市町村在宅療養推進事業」の補助金制度を活用し、在宅

医療・高齢者搬送支援事業を始めた。医師会の事業名称としては「かつしか在宅医療サポート搬送入
院システム」として運用されている。 

これは、葛飾区内の２つの一般病院に病院救急車を置き、在宅療養患者・高齢者に特化した搬送を
する仕組みである。利用に際してはまず、かかりつけ医から患者本人にこの仕組みについて説明し、
同意書に記入する。搬送の必要があるとかかりつけ医が判断した場合に、病院救急車のコールセンタ
ーに連絡する。すると、病院救急車が患者本人の自宅へと向かい、かかりつけ医からの情報に基づき
適切な病院へと搬送する。 

なお、開始当初は事前にかかりつけ医から登録した患者のみに限定されていたが、平成 30年度よ
り、事前登録をしていなくても受け入れる仕組みに変更した。また、患者宅に訪問しているケアマネ
ジャーや訪問看護師等が本事業の利用の必要性を感じた場合、かかりつけ医が事業登録されていれば
活用することができる。患者の事前登録まで済んでいる場合は、かかりつけ医に連絡して了承を得た
上で直接介護・看護サービス事業者から搬送依頼をすることができる。利用登録が済んでいない場合
はかかりつけ医に連絡し、医師から搬送先医療機関の了承を得てから搬送依頼を行う。 

この事業は、主に２つの目的で実行されている。 
・在宅療養患者にとっての搬送先・搬送手段を確保するための安心体制をつくり、区民の治療を 
区内で完結させる。 

・東京消防庁救急車との機能分担を行うことで、従来の緊急搬送システムの継続・安定運用に 
寄与する。 

そのため、次のような場合を搬送対象としている。 
・救命救急ではなく半日程度待てるが、病院での精査加療が必要な状態。 
・病状が安定していても、民間車では搬送困難な状態。 

想定される利用状況としては、高齢者の発熱や脱水症、軽度の肺炎、骨折、歩行困難、低栄養状態
等である。 

なお、病院救急車の稼働は平日の 9時から 17時の間で、2つの医院に所属する 2台の病院救急車
が、曜日により交代して対応する。消防庁救急車とほぼ同じ装備で、救急救命士や看護師が同乗する
ため、介護タクシー等での移送に比べて安心感がある。 
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 （搬送の流れ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 救急医療情報キット 
65歳以上のひとり暮らし高齢者等に対し、かかりつけ医療機関やかかっている病気等、救急搬送時

に提供すべき必要な情報を保管するためのキットを無料配布している。かかりつけ医療機関名や病
気、アレルギー、緊急連絡先を宇土「救急連絡情報用紙」に記入してこのキット内に入れる。他に保
険証や診察券の写し等も同封する。一緒に配布しているシールを冷蔵庫の扉や玄関に貼ることで、救
急隊が来た時に、救急医療情報キット保持者だと判断できる。 

平成 28年 9月から、キットの中に入れる「救急連絡情報用紙」の様式を変更し、「かつしか在宅医
療サポート搬送入院システム」への登録の有無を記載する欄を新たに追加した。 

 

  

 

（かかりつけ医） 
①適応搬送の判断 
②収容予定医療機関に受入を依
頼、診療情報提供依頼書を送付 
③ドライバーへ搬送を依頼し、情
報を伝える 

（病院救急車保有病院） 
④ドライバーが担当医師に依頼を
報告 
⑤担当医師がドライバーに出動指
示 
⑥ドライバーが収容予定医療機関
に搬送の了解を確認 
⑦病院救急車出動 
⑧患者を収容医療機関へ搬送 

（収容医療機関） 
⑨患者を収容し加療 

出典：かつしか在宅医療サポート搬送入院システムリーフレット 
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■連携強化の流れ 
（1）在宅療養患者・高齢者搬送支援事業を開始 

平成 26年度に葛飾区医師会が、東京都の「区市町村在宅療養推進事業」の補助金制度を活用し、葛
飾区から補助金交付を受ける形で開始したのが「在宅療養患者・高齢者支援事業」である。高齢者患
者の救急搬送数増加が課題となっている中、地域での在宅医療・救急医療連携整備の優先度が高いと
判断され、病院救急車の整備をはじめとした計画がつくられた。 

この事業に関しては、平成 25年度から葛飾区医師会で検討・準備が進められていた。開始前から開
始後の流れは次の通りである。なお、医師会内での検討・整備と並行して、葛飾区とは医師会との定
例会によって情報共有、報告がなされている。 

年度 葛飾区医師会側での主な検討・実施事項 

平成 25年度 

・地域医療部運営委員会で検討 
・病院管理協議会・病委員会合同会で検討 
・保健所と打ち合わせ、都に事業計画を提出 
・葛飾区在宅療養患者・高齢者搬送支援事業連絡会開始（以後継続開催） 
 （医師会、病院、区保健所が参加） 
・会委員向け事業運用説明会、事業登録開始 

平成 26年度 

・介護事業者への説明 
・コールセンター開設 
・事業開始（6月） 
・事業検証（10月） 
・連絡会の定期開催 
・ポスター作成 

平成 27年度 
・アンケート実施（8月） 
・クリアファイル・ポケットガイド作成 
・連絡会の定期開催 

 

（2）連絡会を推進委員会へ変更し、継続運用 
平成 25年にはじまった葛飾区在宅療養患者・高齢者搬送支援事業連絡会は、継続的に 9回開催した

後、平成 29年に「KDAS（かつしか在宅医療サポート搬送入院システム）推進委員会」として新たに設
置された。ここの参加者は、医師会と医療機関で、区へは定例会を通した報告をしている。また、補助
金を活用した事業であるので、事業実績報告として毎年報告がなされている。 

また活用が拡大する中で、平成 28年 1月には、かかりつけ医、受入病院、MSW、ケアマネジャー、
訪問看護師等の多職種連携で運用する「かつしか在宅医療サポート搬送入院システム連絡会」及び
「100例突破記念懇親会」を開催。平成 29年 1月 24日には「200例特化記念懇親会」が開催されて
いる。 
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（3）組織の体制                        
「かつしか在宅医療サポート搬送入院システム」は葛飾区医師会の事業として運用されているが、定例

会等を通じ、関係機関と連携が図られている。また、各病院との連携は、医師会だけでなく、病院機関が
主体である協議会と密な連携をする形で進められてきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■取組の成果 
（1）かつしか在宅医療サポート搬送システムの活用増加             

病院救急車の利用は、平成 26年 52件、平成 27年 109件、平成 28年 99件（いずれも 6月～翌
年 5月の件数）と、利用が拡大してきた。平成 30年度の利用数ならびに登録医療機関数・患者数は次
の通りである。 

 登録医療機関数 登録患者数 病院救急車 
活用数 

平成 30 年度 登録・活用数 86 790 323 

前年からの増加件数 1 20 14 

また、平成 30年の病院救急車活用数のうち、上位の搬送内容は次の通りであった。 
・ADL低下、衰弱、貧血、意識低下、状態観察、食欲不振、歩行困難、倦怠感・・・58件 
・肺炎、誤嚥性肺炎、誤嚥性肺炎疑い・・・25件 
・脱水症・・・22件 
・精査加療、要画像診断・・・21件  等 

  

葛飾区医師会病院委員会 葛飾区病院管理協議会 

葛飾区医師会 各病院・医療機関 

葛飾区 

KDAS 推進委員会 

３ヶ月に１回の定例会議 運営 

オブザーブ 

補助金交付 

出典：平成 30 年 3 月 15 日 地域医療推進委員会資料「かつしか在宅医療サポート搬送入院システム（葛飾区医師会） 
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■今後について 
（1）今後の課題                        
① かかりつけ医への認知と利用拡大 
 参画しているかかりつけ医が、区内医療機関の 1/4程度であるため、さらなる PR活動を進める必要
性が感じられている。また既に参画しているかかりつけ医も、登録患者数、利用機会に偏重の傾向があ
るため、より気軽に活用してもらうための認知活動、患者登録のわかりやすさ、利用推進ツールの拡
充、関係各所との連携が今後進められる予定である。 

② 地域の医療・介護・福祉がすべて関わる多職種連携プラットフォームの構築 
 今後は、地域の医療・介護・福祉の協議会が連携し、搬送の仕組みがより機能し、地域のサービス
提供事業所との包括的な提携が進んでいくことを目指している。 

 

（2）現在の取組                        
① かつシカ連携医相談室を設置し、在宅医療の支援体制を強化 
「かつしか在宅医療サポート搬送入院システム」と同様に区から補助金交付を受け、平成 29年 2月

から葛飾区医師会内に「かつシカ連携医相談室」を設けることで、かかりつけ医との連携だけでは対
応しきれない事例、入退院困難事例を中心とした事例を受け付けている。主に脳卒中、摂食嚥下障
害、リハビリ困難等の症例等を対象とする。区内の病院・診療所は直接この相談室・相談員に連絡す
ることができ、ケアマネジャーは葛飾区内の高齢者総合相談センターを介して受け付けている。  
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■資料編 

工程表 
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資料① 在宅療養患者・高齢者搬送支援事業利用登録同意書 
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４．長野県松本市 

■地域概要 
松本市は、本州及び長野県のほぼ中央に位置している。標高 3.000メートル級の峰々が連なる北ア

ルプスの山岳を西に望む土地で、周辺にはリンゴ、ブドウ、スイカといった様々な農産物を有する高
原地域があり、良好な自然環境に恵まれている。 

平成 17年 4月 1日には、近隣の四賀村・安曇村・奈川村・梓川村と合併し、また平成 22年 3月
31日の波田町との合併により、新松本市としての一歩を踏み出した。平成 19年には市制施行 100周
年を迎えている。 

明治期からは製糸業を中心とした近代産業が勃興し、大正初年には日本銀行松本支店が開業される
など長野県内の経済金融の中心となった地である。近代工業化は第二次世界大戦中の工場疎開に端を
発し、さらに昭和 39年の内陸唯一の新産業都市の指定が契機となって、電気・機械・食料品等の業種
を中心に発展し、最近ではソフトウエア産業の振興が図られている。中南信の商圏の中心として大き
な商業集積を形成してきており、平成 14年 1月に竣工した土地区画整理事業、蔵のまち中町街なみ環
境整備事業、縄手通り整備など個性ある商店街が出現してきた。 

高速交通網は、平成 5年に長野自動車道が全線開通、北陸地方を結ぶ安房トンネルが平成 9年 12
月開通、平成 6年の松本空港ジェット化整備により、交流拠点都市としての機能も充実している。 

 
人口・面積                           
・人口： 238,398人（令和２年 3月 1日現在） 

・面積： 978.47㎢ 

 

地域医療・救急救命関連の基礎情報                
○高齢化率の動向 
65歳以上の高齢化率 27.9%で、同時期の長野県平均 31.8％を下回る（平成 31年 4月 1日）。 
 

単位：人  

  平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

65歳以上 
人口 64,505 65,312 65,822 66,160 66,549 

全人口 241,796 241,272 240,342 239,635 238,737 

 

 

出典：年齢別男女人口：すべて各年 1 月末の数字 
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○地域医療資源（施設数） 

 医師数 889（人口 10万人あたり 365.40、全国平均 246.00） 

 一般診療所 203（人口 10万人あたり 83.44、全国平均 71.57）、うち在宅療養支援診療所 30
（人口 10万人あたり 12.3、全国平均 11.67）、一般診療所病床数 100（人口 10万人あたり
41.10、全国平均 73.45） 

 病院 16（人口 10万人あたり 6.58、全国平均 6.65）、うち在宅療養支援病院 4（人口 10万人あ
たり 1.63、全国平均 1.17）、病院病床数 3,523（人口 10万人あたり 1,448.05、全国平均
1,216.46） 

 歯科 141（人口 10万人あたり 57.95、全国平均 55.83）、うち訪問歯科 35（人口 10万人あたり
14.39、全国平均 9.07） 

 薬局 114（人口 10万人あたり 46.86、全国平均 48.72）、うち訪問薬局 23（人口 10万人あたり
9.45、全国平均 14.25） 

出典：日本医師会「JMAP地域医療情報システム」（平成 31年 3月時点）より抜粋 

 

○救急救命資源と現状  

 消防署 10、職員定数 264人、救急車 7台 

 平成 29年救急出動件数（6,467件、搬送人員 6,071人（平成 28年の出動 6,280件・搬送
5,820人） 

 上記のうちの急病件数 4,069件、急病搬送人員 3,838人 

 平成 29年搬送人員 7,020人の傷病程度別の内訳：死亡 62人（1.9％）、重症 637人
（10.5％）、中等症 2,501人（41.2％）、軽症 2,868人（47.3％）、その他 3人（0.05％） 

出典：「松本市消防年報 平成 30年版」より抜粋 
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■事例の概要 
延命治療を望まない意思を持っていたとしても、救急搬送の現場でその把握ができなかったり、検視

にまで至ってしまったりする事案が起こっている中、松本市では平成 29年度より、県医師会のモデル
事業を活用してリビングウィルを整備する検討が始められた。平成 26年度より始まっている地域包括
ケア協議会の活動や問題意識ともあいまって、「リビングウィルを考える」事業が３か年計画で立ち
上がった。 

事業ではまず、「専門職（医療・介護等の専門職・行政職員等）」「関係機関（消防・警察・弁護
士・救急病院等）」「地域住民」とカテゴリーを 3つに分け、勉強会形式で意見や課題について議論
が深められた。そうした過程の中で、松本市版リビングウィルのあり方についての方向性が定まって
いき、医師会がリビングウィル初案をつくり、医師会員へのパブリックコメント実施、協議会への上
程・協議を重ね、最終的に「わたしのリビングウィル（事前指示書）」としてまとめられた。 

平成 31年４月に完成した後は、プレスリリース、運用のための研修会、ポスター等で周知・活用促
進がはかられた。令和元年５月１日公開・運用開始にあたり集中的な初期発信をしたことで、地元新
聞をはじめ多くのメディアに掲載され、市民の認知も高まり、配布が順調に進んでいる。今後はそれ
を活用した市民一人ひとりの行動が進んでいく段階へときている。 

 

 

 

  

  

松本市地域包括ケア協議会
医師会、歯科医師会、薬剤師会、理学療法士会、
作業療法士会、介護保険事業者連絡協議会、松本
保健福祉事務所、社会福祉士会、地域シルバー人
材センター他、市民団体、市民代表、地域病院等

松本市医師会

在宅医療・介護連携委員会
生活支援体制整備委員会

リビングウィルを考える事業
（モデル事業）

リビングウィル作成・周知啓発、人生会議ACPの周知啓発

リビングウィルを考える会

専門職対象 関係機関対象 地域住民対象



61 

■取組の紹介 
（1）取組の背景                         
① 地域包括ケア会議での多職種間連携と、医師会における医療・介護コー
ディネートの動き 
地域での医療・介護連携を進める体制として、平成 26年度より地域包括ケア協議会が設置されてい

る。松本市では、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアの仕組み
に関して、新たに仕組みをつくるのではなく、既にある地区福祉ひろばや公民館、地域づくりセンタ
ーでの地域福祉活動や地域づくりに「医療と介護の専門職が連携した在宅サービスの提供」、「向こ
う三軒両隣のような地域の支え合い」の仕組みを加えることにより、地域包括ケアシステム・松本モ
デルの構築を目指してきた。 

松本市包括ケア協議会の会長は松本市医師会の理事で、地域ケア会議の推進役に医療・介護コーデ
ィネーターが係わっている。医療・介護コーディネーターは、松本市の委託事業として医師会が推進
しているもので、主任ケアマネジャー・看護師の資格を持つコーディネーターが医師会事務局内にデ
スクをおいている。具体的な業務は以下の通りである。 

（主な業務） 

１）地域ケア会議のコーディネート、医師・歯科医師・薬剤師の出席手配 
２）「医療と介護の資源マップ」作成管理 
３）在宅医療同行研修調整 
４）地域包括ケア多職種連携研修会調整 
５）在宅医療勉強会・在宅医療ネットワーク 
６）松本市版リビングウィルの作成・普及・啓発  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：松本市医師会提供資料 
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② 看取り・救急搬送現場での課題意識 
 市内の在宅医療関係者が現場で感じている課題があり、それが医師会に挙がってくることがあっ
た。たとえば看取り間際、家族が慌てて 119番通報。少し遅れて主治医も到着したが、死亡していた
為に、警察も関与し検視することになってしまった事例があった。 

 

（2）個別取組の概要                       
① 長野県のモデル事業を活用し、「リビングウィルを考える」事業を実施 

 長野県では、リビングウィル（事前指示書）の運用に関する多職種連携による仕組みづくりを推進
するために、平成 29年度より在宅医療連携推進モデル事業を開始した。松本市医師会は長野県医師会
を通してそれを受託し、リビングウィル作成について検討を始め 3ヵ年計画で「リビングウィルを考
える」事業を平成 29～31年度で進めた。本事業は松本市版リビングウィル（事前指示書）の作成・公
開を目指していたが、むしろそれをきっかけとする「対話」を専門職（多職種）や関係機関、一般市
民と積み重ねることにより、ACP（アドバンス・ケア・プランニング）＝「人生会議」の重要性に対
する理解を深め、広めることを目的としたものである。リビングウィルを整備し、普及していくため
の活動の中で、主要な活動の 1つに「リビングウィルを考える会」がある。これは、    

  ・専門職対象（医療・介護等の専門職・行政職員等） 
・関係機関対象（消防・警察・弁護士・救急病院等） 
・地域住民対象 

の３種類にわけて開催することが企画され、まず平成 29年度は専門職を重点対象とし、正しくリビン
グウィルについて理解し、合わせて ACPの重要性を学ぶ勉強会の開催。翌 30年度からは関係機関、
地域住民向けも並行して、相当数の勉強会の場、研修等が開かれた。 

 （主な実施事項） 

 位置づけ 実施事項 

平成 29年度 

種まき：基礎固
め 周知啓発 

専門職（多職種）/行政・地域包括支援センター他関
係機関に協力依頼、啓発活動（「リビングウィルを考
える会」の開催） 
・地域包括ケア多職種連携研修会 

平成 30年度 

育てる：周知啓
発～専門職/関係
機関との合意形
成へ 

・「リビングウィルを考える会 専門職対象」の 
開催（定例と随時） 

・「リビングウィルを考える会 地域住民対象」 
を地区ごとに開催 

・「リビングウィルを考える会 関係機関対象」 
を随時開催 

・松本市版リビングウィル（事前指示書）（案）を 
作成/関係者間で検討 

・地域包括ケア多職種連携研修会 
・在宅医療シンポジウム in信州  
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平成 31年度 

（令和元年度） 

みのり：様式完
成～公開へ 

・「リビングウィルを考える会 （専門職・関係 
機関・地域住民対象）」継続 

・松本市版リビングウィル（事前指示書）運用のため 
の研修会開催～公開へ 

・在宅医療・介護連携推進セミナー 
・甲信越在宅医療推進フォーラム 
・地域包括ケア多職種連携研修会 

 

（例：平成 30年度のリビングウィルを考える会 開催件数） 

 専門職対象 関係機関対象 地域住民対象 

平成 30年度 30回 2回 39回 

1回あたり参加者（平均） 29人 22人 30人 

    

② リビングウィルの作成（資料①） 
勉強会等の場で専門職、行政、住民との議論を進めながら医師会で初案をつくり、医師会会員からパブ

リックコメントを集めた。そして地域包括ケア協議会で提示し、関係者の承認を得た。 

なお初案をつくる際、当初は国立長寿医療研究センターの「終末期医療の事前指示書」等を参考に進め
たが、地域性を加味した「松本市版」をつくるため、「リビングウィルを考える会」（専門職対象、関係
機関対象、地域住民対象）から出た意見をもとに、約 40回もの修正を経ている。「松本市版」作成に当
たっては、書面にこだわりすぎず考える過程を大切にすること（「人生会議」の重要性を強調）、何度で
も書き直せるものにすること、かかりつけ医の記入欄を設け、医療者（かかりつけ医）が係わり事前指示
書のコピーをカルテと共に保管すること、といった点が特徴。最終的には、令和元年 5月 1日に、松本
市医師会・松本市地域包括ケア協議会共同の制作物として、以下の４枚を１セットとして配布する形で公
開された。 

・説明書：「リビングウィル『事前指示書』をご存じですか？」 
・説明書：「わたしのリビングウィル（事前指示書）作成の手引き」 
・記入書：「わたしのリビングウィル（事前指示書）」 
・記入書：「わたしのリビングウィル（事前指示書）」（携帯用） 
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■連携強化の流れ 
（1）「リビングウィルを考える会」への消防局の参加                 

 前述の「リビングウィルを考える会」の中で「関係機関対象」としておこなった会合は、消防・警
察・弁護士・救急病院等を参加者としたものであり、３年間で計５回開催された。 

 

第１回 
平成 29 年12 月 21 日 
20 名参加 

開催までの経過報告 
県リビングウィルを考える会事業の工程説明 協力依頼 
課題の確認 情報共有 

第２回 
平成 30 年 3 月 15 日 
21 名参加 

入院患者さんの意思表明の対応 
警察としての考え方 
法的視点でリビングウィルを考える 

第３回 
平成 30 年10 月 11 日 
18 名参加 

進捗状況報告 
事前指示書（案）検討 
ホームロイヤー制度紹介  MC 協議会との関係報告など 

第４回 
平成 31 年３月 14 日 
19 名参加 

進捗状況報告 
事前指示書（案）ポスター（案）ACP 愛称 人生会議について 
事前指示書運用開始について 

第５回 
令和 2 年 2 月 20 日 
20 名参加 

公開・運用開始後の経過説明 医療機関アンケート結果報告 
老健施設、病院の取組み報告 
救急現場における心肺蘇生を望まない傷病者の現状報告など 

※参加職種は救急病院医師・松本警察署・弁護士・救急救命士・医師会役員・訪問看護師・居宅 
ケアマネ・介護福祉士、特養相談員、保健福祉事務所、病院看護師等、各回のテーマに沿って招聘。 

 

（2）消防局との連携による統計データ検討                        
松本広域消防局から「蘇生を望まない救急事案」に関する統計データが医師会に提供される中で、

「心肺蘇生を望まない場合は 119番をしない選択」の周知を、もっと市民に周知していくことが課題
となっている。 

なお平成 31年 4月 1０日～令和元年 12月 31日までの期間、蘇生を望まない救急事案は 19件あ
り、うち、「主治医に引継不搬送とした事案」2件、「主治医に連絡し、特定行為をせずに心肺蘇生を
実施し搬送した事案」9件、「主治医に連絡せず指示医の指示の下、特定行為をせずに心肺蘇生を実施
し搬送した事案」8件となっている。今後の数値変化についての把握は、これから数年かけておこなう
ことになる。 
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（3）組織の体制                                               
松本市地域包括ケア協議会は、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、理学療法士会、作業療

法士会、介護保険事業者連絡協議会、松本保健福祉事務所、社会福祉士会、地域シルバー人材センタ
ーに加え、市民団体、市民代表、地域病院等で組織され、在宅医療・介護連携委員会と生活支援体制
整備委員会に分かれ年１～２回ずつ開催し、全体会を１～２回開催している。 

 「リビングウィルを考える」事業は、松本市医師会が地域包括ケア協議会等と連携して進められたもの
で、地域包括支援センターが企画する地域ケア会議、地域ごとの多職種連携研修会のテーマとして数多く
取り上げられた。 

 
■取組の成果 
（1）市民、専門職、消防警察等の協議を経たリビングウィルの 
完成・配布 
 令和元年５月１日の「松本市版リビングウィル」公開・運用開始前後には、集中的に市民向けに発
信を行った。結果的に、新聞や機関誌などで多く取り上げられ、市役所や保健センターの窓口に「新
聞で見たリビングウィルの書類がほしい」という問い合わせも多く来たという。窓口に置かれた書類
を持ち帰る人も多く、合計 14,000枚以上が配布されている。 

（主な実施事項） 

 位置づけ 実施事項 

平成 31年 4月 
松本市版リビングウィ
ル（事前指示書）公開
前の最終段階 

・市役所内の最終手続き（４月 16日） 
 ⇒ プレス・リリース 
・運用のための研修会（４月 22日） 

令和元年 5月 

松本市版リビングウィ
ル（事前指示書）公
開・運用開始 

・松本市医師会ホームページに掲載 
・市内医療機関/地域包括ケア協議会関係 
機関等へポスター貼付 

・ケアマネジャー勉強会等様々な機会を 
用いた周知啓発活動継続 
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■今後について 
（1）今後の課題                                               
●リビングウィルのさらなる普及・活用と、不要な救急搬送の低減 
松本市版リビングウィル活用の効果については、今後の数値変化を含めた効果確認が待たれる。その

ために、消防局からも「主治医（在宅医）の臨場があれば不搬送とすることができること」「リビング
ウィル（事前指示書）に主治医の連絡を取りやすい電話番号を記載してほしい」などの希望が出てお
り、連携強化、運用の周知も求められる。 

また、「心肺蘇生を望まない意思表示を知っていた家族から、心肺蘇生をしてくださいとの申し入れ
があった」という話もあり、「人生会議」実施への働きかけも一層必要となると考えられる。 

 

 

 

 

 

  



67 

■資料編 
工程表 

  

平
成

26
年
度

・
・
・

・
・
・

・
・
・

平
成

29
年
度

平
成

30
年
度

平
成

31
年
度

(令
和
元
年
度
）

地
域
包
括
ケ
ア

地
域
包
括
ケ
ア
協
議
会

の
発
足

地
域
包
括
ケ
ア
協
議
会
で
の
検
討

地
域
ケ
ア
会
議
の
開
催

多
職
種
連
携
研
修
会
の
開
催

市
民
啓
発
講
演
会
の
開
催

地
域
包
括
ケ
ア
協
議
会
で
の
検
討

地
域
ケ
ア
会
議
の
開
催

多
職
種
連
携
研
修
会
の
開
催

市
民
公
開
講
座
の
開
催

リ
ビ
ン
グ
ウ
ィ
ル
を
考
え
る
会

・
県
モ
デ
ル
事
業
の
活
用

・
専
門
職
対
象
に
「
リ
ビ
ン
グ

ウ
ィ
ル
を
考
え
る
会
」
を
開
催

・
専
門
職
／
関
係
機
関
／
市
民
そ
れ
ぞ

れ
を
対
象
に
「
リ
ビ
ン
グ
ウ
ィ
ル
を
考

え
る
会
」
を
開
催

・
運
用
の
た
め
の
研
修
会

リ
ビ
ン
グ
ウ
ィ
ル
作
成

・
医
師
会
に
て
初
案
作
成
～
協
議
を
経

て
最
終
確
定

・
公
開

/運
用
開
始

(プ
レ
ス
リ
リ
ー
ス

)
・
市
民
へ
告
知
・
配
布



68 

資料① リビングウィル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：松本市医師会提供資料 
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出典：松本市医師会提供資料 
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５．長野県駒ケ根市 
■地域概要 
長野県南部、伊那谷のほぼ中央に位置する駒ヶ根市は、東に南アルプス（赤石山脈）、西に中央アル
プス（木曾山脈）の 3千メートル級の山々を望むことができる場所にある。「駒ヶ根」という名前
は、駒ヶ岳の麓のまちという意味で、昭和 29年の市政施行時に命名されたものである。 

伊那谷エリアの一番の観光スポットとして名高いのは「千畳敷カール」で、駒ヶ根高原から登山バス
とロープウエイを乗り継ぐことで向かうことができる。 

標高が高い土地で、内陸性の特性を帯びています。気温の日変化や年変化の格差が著しい反面、降雪
は少なく比較的温和で晴天の日が多い。農業が盛んな土地で、米をはじめ、麦、そば、果樹、野菜、
きのこ、畜産と様々な農業経営が行われている。 

産業面では、戦時中に疎開した企業が戦後もこの地域にとどまり、あるいは、それらが引き揚げても
疎開時に残した技術が集積したことが、部品を中心とした加工・供給拠点として発展してきた背景に
ある。昭和 50 年代の中央自動車道の延伸が、物流を中心にこの地の利便性を向上させ、地域のもの
づくりの発展を支えてきた。今後はアクセス三遠南信自動車道やリニア中央新幹線の開通などに伴う
環境変化も見込まれている。 

 

人口・面積                           
・人口： 32,145人（駒ヶ根市毎月人口異動調査、2020年 1月 1日） 

・面積： 165.86㎢ 

地域医療・救急救命関連の基礎情報                
○高齢化率の動向 
65歳以上の高齢化率 31.0%で、同時期の長野県平均 31.9％とほぼ同等である（2019年 10月）。 
 

単位：人  

  平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 

65歳以上 
人口 9,194 9,405 9,570 9,731 9,849 

全人口 32,832 32,638 32,434 32,615 32,500 

 

 

  

出典：駒ヶ根市の統計（平成 29 年版） 
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○地域医療資源（施設数） 

 医師数 80（人口 10万人あたり 244.21、全国平均 246.00） 

 一般診療所 26（人口 10万人あたり 79.37、全国平均 71.57）、うち在宅療養支援診療所 9（人口
10万人あたり 27.47、全国平均 11.67）、一般診療所病床数 19（人口 10万人あたり 58.00、全
国平均 73.45） 

 病院 3（人口 10万人あたり 9.16、全国平均 6.65）、うち在宅療養支援病院 1（人口 10万人あた
り 3.05、全国平均 1.17）、病院病床数 475（人口 10万人あたり 1,449.98、全国平均
1,216.46） 

 歯科 13（人口 10万人あたり 39.68、全国平均 55.83）、うち訪問歯科 8（人口 10万人あたり
24.42、全国平均 9.07） 

 薬局 25（人口 10万人あたり 45.79、全国平均 48.72）、うち訪問薬局 4（人口 10万人あたり
12.21、全国平均 14.25） 

（出典：日本医師会「JMAP地域医療情報システム」（平成 31年 3月時点）より抜粋） 

 

○救急救命資源と現状 （注）以下は、「上伊那広域消防本部」全体の数字である 

 消防署数 7、職員定数 205人、救急車 12台 

 平成 29年救急出動件数 6,945件、搬送人員 6,534人（平成 28年の出動 6,600件・搬送 6,236
人） 

 上記のうちの急病件数 4,282件、急病搬送人員 3,988人 

 平成 29年搬送人員 6,534人の傷病程度別の内訳：死亡 133人（2.0％）、重症 664人
（10.2％）、中等症 3,627人（55.5％）、軽症 2,110人（32.3％） 

 平成 29年搬送人員 6,6534人の年齢別の内訳：新生児 5人（0.1％）、乳幼児 204人（3.1％）、
少年 208（3.2％）、成人 1,763人（27.0％）、高齢者 4,354人（66.6％） 

（出典：「上伊那広域消防本部 消防年報平成 29年版」より抜粋）  
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■事例の概要 
駒ヶ根市は上伊那医師会の二次医療圏に属している。これは近隣８市町村で構成されており、地域

４ブロックにわかれている。その中で駒ヶ根市は南部４市町村で構成される伊南ブロックに属し、昭
和伊南総合病院が中核となっている。 

在宅医と病院医、ならびに在宅医同士での協力体制、脳卒中後の退院者に向けたセルフマネジメン
ト支援策や、一人暮らし高齢者の情報を把握するための救急医療情報キットなど、同市では積極的に
在宅医療を支援する取り組みを進めてきた。しかし、在宅から救急搬送時の情報共有の課題は抱えた
ままであった。 

そのような折に、上伊那在宅医療介護連携推進事業研究会では、入退院時の連携ルールを定め、在
宅療養へのスムーズな移行を支援する手引き書を作成した。駒ヶ根市でもそれを展開することとなっ
たが、同市で進展している在宅医・かかりつけ医と病院医との連携面に課題が残ると考えられ、駒ヶ
根市在宅医療介護連携推進協議会にて、より実践的な方法が検討された。そこで具体化したのが、独
自の試行事業を経てつくられた入退院支援ルールと、在宅医療介護連携連絡票の活用である。在宅療
養にはかかりつけ医を推奨していたため、緊急時の情報提供が、かかりつけ医・在宅医と病院医の間
でおこなえるような仕組みがつくられた。 

また、平成 31年には在宅医療・救急医療連携事業を立ち上げ、仕組みの整備と市民向け発信を強化
することにもなった。特に、救急搬送時の意思表明は、ACPの取り組みと切り離せない面がある。そ
こで、市民への ACP認知拡大に向けたフォーラム開催や、考えるためのツール作成が進められた。ま
た、専門職への研修会も行われ、今後は情報共有の仕組み等も検討されている。 

 

 

  

高齢者支援
・救急医療情報キット、緊急情報シート

在宅医療支援
・検診保健指導・かかりつけ医奨励
・脳卒中再発予防事業（セルフマネジメント支援）

在宅医療・救急医療連携事業
・医療機関の垂直・水平両方向の連携体制

在宅医療介護連携推進協議会

救急・終末期医療部会

医師会・市・消防・警察・訪問看護ス
テーション・社会福祉事務所・弁護士他

・入退院支援ルール整備
・在宅医療介護連携連絡票整備
・市民向け啓発活動
（フォーラム開催、記事発信等）

・市民向けツール配布（旅立ちノー
ト、旅立ちガイドブック等）

・介護・医療専門職への理解促進（多職種事例検討会開催等）
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課題 個別取組フェーズ 全体連携フェーズ 

一人暮らし高齢者の支援 
救急医療情報キットと緊急情報シートを一人
暮らし高齢者に展開 

医療連携用には別ツールが検討される（旅立
ちノート他） 

在宅医療の支援 

健診保険指導とかかりつけ医の奨励 健診保健指導は平成 29 年頃まで 

脳卒中再発予防事業としてセルフマネジメント
支援システムを構築 

継続 

在宅医療・病院医療・救
急医療連携 

行政･病院協働の垂直・水平連携の整備 
入退院ルール整備、在宅医療介護連携連絡
票作成他 

― 市民の ACP 理解促進、意思表明ツール展開 

― 専門職の理解促進：多職種事例検討会他 

 

■取組の紹介 
（1）取組の背景                        
① 在宅医と救急搬送病院との情報共有課題 
在宅医療を推進していく上では、必ず入院医療機関との連携が必要になる。そこで、在宅医療介護連

携推進事業の一環で、広域連合と保健所が核となって入退院支援ルールの整備が進められた。しかしそ
のルールは、主に入院医療機関とケアマネジャー間でのやり取りを定めたもので、かかりつけ医、在宅
医との連携を組み込んだものではなかった。そこで、伊南地域独自でより良い医療介護連携を検討して
いくことを目的に、駒ヶ根市在宅医療介護連携推進協議会が設けられた。 

 
② 介護施設等からの救急搬送時の、情報共有の不十分さ 
在宅医療の現場において、穏やかな最期を迎えることを希望する在宅医療患者等の容態が急変した際
に、当該患者の情報共有が不十分であったり、伝達方法が未整備であることで、救急現場での柔軟な
対応ができないという課題があった。こうした問題意識と、平成 30年度に厚生労働省医政局主催の
「在宅医療・救急医療連携セミナー」参加をきっかけに、採択医療・救急連携事業を令和元年から３
カ年で取り組むことが決まった。 
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③ 一人暮らし高齢者に向けた救急医療情報キットの展開 
駒ヶ根市ではかねてから、自宅で救急車を呼ぶなど緊急時に、医療情報などを正確に伝えるための

情報記入ができるキットを設けていた。一人暮らしの高齢者に対しては、民生委員を通じて台帳登録
をお願いしているが、その時の複写用紙の３枚目が緊急情報シートとなる。その用紙を筒の中に入れ
て保管しておく。ただしこれは、一人暮らしの高齢者を把握する目的が強く、医療に活用していくス
タンスではなかった。救急医療とも連携できるよう、作り替えていく必要があるのではないかと協議
会で問題提起がなされ、伊南地域で統一的につくっていく方向が検討された。 

 

④ セルフマネジメント支援システム構築を通じた予防事業 
駒ヶ根市で救急搬送となると、多くは昭和伊南総合病院に運ばれる。同病院で疾病による救急搬送を
集計したところ、脳疾患が第１位であった。脳卒中入院患者の場合、２割が１年以内に再発入院し、
要介護度が重くなってしまう傾向が見られたため、同市では平成 27年度からモデル事業に参加し、再
発防止のためのセルフマネジメント支援に力を入れている。 

 
（2）個別取組の概要                      
① 入退院支援ルール 
 入退院支援ルールとしてはまず、上伊那地域全体の「入退院時連携ルール」が整備された。これは
協議会でも共有された。そのうえで駒ヶ根市では、「紹介入院ではない場合のかかりつけ医の連絡に
ついて」、あるいは「退院先が在宅の場合に病院とかかりつけ医はどのタイミングで情報共有を図る
と良いか」等について、検証をおこなった。 

そのうえで、入退院支援における病診連携の強化を目的に、次の手順を整備し、試行事業を経て運
用を進めている。従来は、患者家族から情報提供を求める姿勢であったが、病院の地域連携室が機能
し、情報収集を進めていくという体制に転換したのである。 

・対象病院：昭和伊南総合病院 
・対象者：かかりつけ医から病院に情報提供のあった駒ヶ根市民 
・内容：・入院時、（紹介入院ではない場合）かかりつけ医に情報依頼をする 
    ・入院中、かかりつけ医との情報共有ツール「在宅医療介護連携連絡票」を作成し、 
     情報提供をする。 
    ・かかりつけ医からの回答（文書・口頭）をもとに、居宅ケアマネジャー等と退院準備を 
     進めていく。 
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② 在宅医療介護連携連絡票 
 かかりつけ医と入院病院との間で情報共有をするためのツール。試行事業をおこなった際の結果は
次のようになり、一部の共有手段として使われた。なお、これはまず、地域連携室を有する昭和伊南
総合病院でおこなわれたが、近隣の他病院に展開していくかは協議中である。 

なおこの連絡票には、「かかりつけ医を変えてほしい」という情報も書き込めるようになってお
り、患者、かかりつけ医双方にとって、情報透明性のある運用がしやすくなっている。 

 試行事業時の活用結果： 

 紹介状なし入院数 入院時情報依頼数 退院時連絡票送付数 

11月 162 8 9 

12月 277 23 12 

 

③ ACP普及啓発とエンディングノート普及 
ACP自体を市民に一層普及していくことと、救急医療との連携時に、患者本人が ACPをやっている

かどうか把握できるようにすることが求められたため、普及啓発活動と教材作成が第一段階として進
められた。 

教材作成に際しては、訪問看護ステーションや社会福祉士、地域包括センターなども協力して原稿
を作成していった。 

またフォーラムについては、もともと信濃毎日新聞が年４回開催している中の１つを、市役所から
の企画持ち込みの形で実現にこぎつけた。企画案を新聞社側と調整し、それを医師会に相談する形で
依頼を進め、関係機関での調整と協議会内での共有を経て、当日を迎えている。 

市民に対する理解促進： 

・健康なうちに最期の迎え方を考える ACPの認知拡大 
 ・家族の理解を深める「旅立ちガイドブック」の作成・配布 
 ・本人の意思を記入する「旅立ちノート」の作成・配布 
 ・意識向上に向けたフォーラム（信毎健康フォーラム in駒ヶ根「どうする最期の時」開催 

介護・医療専門職への理解促進： 

・多職種事例検討会開催 
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■連携強化の流れ 
（1）従来から続く在宅医療介護連携体制             

駒ヶ根市は数代前から開業している医療機関同士が、地域の医療をお互いに考え、支えてきた背景
を持つ。特に在宅療養支援については、一つの医療機関内のチームではなく、複数の医療機関と多職
種が連携したチームがつくられてきた。また、水平連携体制の構築に向けた、積極的な顔の見える関
係づくりとして、研修会や勉強会への積極的な参加も推進されてきた。 

 地域の中核病院としては、４市町村の組合立で運営している昭和伊南総合病院があり、市内の急性
期医療を担っている。医師会は 8市町村の広域をカバーしているが、駒ヶ根市に支部があるわけでは
ないため、在宅医療・介護連携支援センターのような業務を担うのは難しい。そのため、昭和伊南総
合病院と連携して、病院内に医療介護連携室を開設し、市のコーディネーター（看護師の資格を持っ
た介護支援専門員）を派遣して、病院の地域連携室とともに在宅医療介護連携の相談支援にあたって
きた。 

在宅医療介護の「垂直方向」連携： 

＜医療介護連携室、在宅医療・介護連携支援センター＞ 
・市の介護支援専門員が病院に出向き、介護・福祉サービスの相談・手続きに対応 
・病院の地域連携室と連携して、市の介護支援専門員が退院支援に関わる 
・市は事務的な連携を支援 

水平方向の連携： 

＜6医療機関によるチーム医療体制＞ 
・市内 6か所の医療機関が連携した在宅療養支援における多職種連携チーム 
・在宅担当医が不在の際にフォローしあう、看取りに関する診診連携を構築 

＜顔の見える関係づくり＞ 
・研修会や勉強会における積極的な関係構築 
・他業種・多職種との連携に向けたコミュニケーションの機会としての懇親会等の開催 

 

（2）在宅医療と救急医療連携の強化               
「在宅医療・救急医療連携事業」については、既存組織である駒ヶ根市在宅医療介護連携推進協議

会にて協議され、令和元年から３年間の事業として取り組むことが決まった。同協議会の下に「救
急・終末期医療部会」を設置し、そこで検討・実行が進められている。 

在宅医療患者の容態が急変し、救急医療を必要としたときに、患者の病状及び希望する療養場所、
延命治療に対する希望等、「患者の意思」を共有するための連携ルール等について整備する必要性等
が協議された。また、今後の連携を進めるに当り、消防機関の継続参加を希望する旨も合意された。 
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（3）組織の体制                        
駒ヶ根市在宅医療介護連携協議会は、平成 30年 6月に発足し、主に駒ヶ根市の医師会員と駒ヶ根

市、また、消防、警察、弁護士も参加して形成されている。協議会の事務局は駒ヶ根市が担う。伊南
地域に含まれる飯島町、宮田村、中川村はオブザーバーとして参加しているが、必要な検討点があれ
ば持ち帰って協議し、伊南４市町村の共有の場にもなっている。なお、駒ヶ根市の中では、地域保健
課（地域ケア係、介護予防係）と福祉課（高齢福祉係）が参画している。 

在宅医療・救急医療連携に関して設けられた作業部会は、この協議会の下に位置づけられ、平成 31
年 1月に初回を開催した（救急・終末期医療部会）。ただしメンバーは結果的に協議会と同じであ
り、基本的には協議会の中で議論する流れとなっている。 

 

 

 

 

 

 

■取組の成果 
（1）ACPへの理解浸透                      

「旅立ちノート」（エンディングノート）は、最初に 1,000部作成したところ、フォーラムでの配
布や市民からの問い合わせで数が不足し、追加作成して合計約 1,400部が市民の手元にわたってい
る。また、家族向けのガイドは訪問看護ステーションを通じた普及もはかり、訪問看護師が家族に説
明するときに活用してもらったり、ステーションに在庫を置いてもらったりした。そこからケアマネ
ジャーにも認知が広まっている。 

また、信毎健康フォーラム in駒ヶ根には、約 700人が参加した。通常同種のフォーラムでは 400～
500人規模の規模の開催が多いため、かなり多くの注目を集めたといえる。 

 
（2）専門職への理解浸透                     

令和元年開催の多職種事例検討会には、専門職が約 120人参加した。救急医療や ACPについての理
解が専門職でも及んでいない面があるため、今後も研修等が検討されている。 

 

  

在宅医療介護連携協議会 

救急・終末期医療部会 

･･･医師会・市・消防・警察・看護ステーション・ 
社会福祉事務所・弁護士他 
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■今後について 
（1）今後の課題                        
① 医療従事者を通じた ACPの促進 
今後は、かかりつけ医を通じた ACPの促進も具体的な進展が検討されている。特に延命処置に関して
は、医療従事者から適切な情報提供がなされたうえで検討されるべきものである。専門職の研修や、
記録の取り方・残し方等を整備していくことが、協議会でも継続的に話し合われている。 

 

② ICTの充実と情報整備 
現在は、介護保険情報を中心に地域包括支援センターによる相談記録が個人別に登録されるシステ

ムが活用されている。今後は、居宅ケアマネジャーによる居宅サービス計画書も取り込み、ACPに関
する情報も蓄積・共有されていく仕組みが検討されている。 

 

 

（2）現在の取組                        
① 在宅医療・救急医療連携事業の継続活動 
「旅立ちノート」は第２版の作成が企画されており、より多くの人に普及していくことが予定され

ている。また、昭和伊南総合病院にて仕組み化された入退院時のルールや連絡票の共有について、伊
南地域他３町村や近隣他病院でも展開していくことについて、協議が進められている。 
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６．静岡県磐田市 
■地域概要 
静岡県西部に位置する市で南北に長く、海や山、温暖な気候など豊かな自然に恵まれている。農・

水産物として温室メロンや茶、白ねぎ、海老芋、中国野菜、シラスなどが有名である。平成 17年に磐
田市、福田町、竜洋町、豊田町、豊岡村が合併し、今の磐田市となった。 

江戸時代には、東海道 53次見付宿として繁栄するなど、東西交通の要所として発展してきた。現在
でも日本経済の大動脈である東名高速道路、東海道新幹線、東海道本線、国道 1号線及び国道 150号
線が市の東西を横断し、富士山静岡空港の開港、さらには新東名高速道路への（仮称）新磐田スマー
トインターチェンジの建設により交通利便性はますます向上している。こうした流通条件を活かし
て、産業は特に、輸送用機械器具、楽器、光技術関連産業などの製造業が盛んである。蓄積された技
術資源を活用し、新たな産業拠点の形成もしやすい静岡産業大学をはじめ県内外の大学などとのネッ
トワークを強化した産学連携も進められる環境にある。 

また、サッカーチーム「ジュビロ磐田」のホームタウンであり、ラグビーの企業チームも市内に置
かれているなど、各種スポーツが盛んである。 

 

人口・面積                           
・人口： 169,818人（磐田市の人口、2019年 12月） 

・面積：163.45㎢ 

 

地域医療・救急救命関連の基礎情報                
○高齢化率の動向 
65歳以上の高齢化率 27.8%で、同時期の静岡県平均 29.1％よりやや低い（平成 31年 4月）。 
 

単位：人  

  平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

65歳以上 
人口 44,236 45,344 46,352 47,057 46,628 

全人口 170,515 170,437 170,276 170,015 169,827 

 

 

  

出典：磐田市の人口：すべて各年 1 月末の数字 
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○地域医療資源（施設数） 

 医師数 301（人口 10万人あたり 180.01、全国平均 246.00） 

 一般診療所 99（人口 10万人あたり 59.21、全国平均 71.57）、うち在宅療養支援診療所 13（人
口 10万人あたり 7.77、全国平均 11.67）、一般診療所病床数 93（人口 10万人あたり 55.62、
全国平均 73.45） 

 病院 9（人口 10万人あたり 1.79、全国平均 6.65）、うち在宅療養支援病院 1（人口 10万人あた
り 0.60、全国平均 1.17）、病院病床数 1,522（人口 10万人あたり 910.23、全国平均
1,216.46） 

 歯科 69（人口 10万人あたり 41.27、全国平均 55.83）、うち訪問歯科 7（人口 10万人あたり
4.19、全国平均 9.07） 

 薬局 70（人口 10万人あたり 41.86、全国平均 48.72）、うち訪問薬局 7（人口 10万人あたり
4.19、全国平均 14.25） 

（出典：日本医師会「JMAP地域医療情報システム」（平成 31年 3月時点）より抜粋） 

 

○救急救命資源と現状  

 消防本部 1・消防署 1・分遣所 5、職員定数 201人、救急車 8台 

 平成 30年救急出動件数 6,426件、搬送人員 5,901人（平成 29年の出動 6,162件・搬送 5,653
人） 

 上記のうちの急病件数 4,119件、急病搬送人員 3,758人 

（出典：「磐田市年消防年報 平成 30年版」より抜粋） 
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■事例の概要 
磐田市では、介護・医療連携に取り組んだ際、地域の医療・介護資源がどの程度あるかについてまず

調べ、それを市民に周知するところから取り組みを始めた。また、多職種間での情報連携が重要だ
と、早くから交流や連携推進の場づくりをはじめ、現場レベルでの情報交換が進んでいた。 

一方、救急現場での消防と看護師・介護施設が必ずしもスムーズに進んでいなかったことの問題が表
出化してきたため、平成 29年度には各介護施設での看取り現状を把握するために「看取りに関する調
査」が行われた。そうした背景から在宅医療介護連携推進協議会の下に、医療・介護連携に係る課題
抽出及び解決策検討部会を立ち上げた。 

そこで検討されたのは、現場で感じている問題の整理である。従来から行われている多職種グループ
ワークの場を使い、現場で起こっている課題を自由に出してもらった後、検討部会でその課題をグル
ーピングした。そして優先順位を絞り込み、まずは「救急搬送時の情報ツール」と「意思決定支援」
から着手することとなった。実は「救急情報医療キット」や「救急搬送患者連絡票」など、従来から
あった仕組みはあるが、機能しきれていなかった点もある。そこで、使いやすく改定したり普及方策
を検討したりする取り組みが始まっている。 

具体的な成果物として表出していくのはこれからだが、多職種間の情報共有と連携体制が整ってきた
ことは実感されており、これから具体策を展開していく予定となっている。 
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■取組の紹介 
（1）取組の背景                         
① 在宅医療連携ワーキンググループと、各機関の対応状況一覧表作成 
磐田市は介護施設が一定数あり、希望すれば施設で暮らせる状況であった。他方、人口あたりの医

師や看護師の数は少ない状況にあり、訪問看護ステーションも小規模な事業所が多く、疲弊してきて
いる状況もあった。そうしたことから、医療・介護連携体制の強化は早くから必要性が検討されてい
た。 

平成 23年より在宅医療連携ワーキンググループが立ち上がり、連携した取り組みがはじまった。そ
の時は医師会、歯科医師会、薬剤師会、訪問看護、包括、ケアマネ、障害者相談支援事業所、市立総
合病院、健康福祉部（健康増進課・高齢者福祉課）が集まり、年数回の会議を行っていた。その協議
を進めるなかで、お互いの業務役割が見えにくいことが挙げられ、市内の医療・介護関係機関に調査
をかけ、対応時間や連絡方法・時間帯、対応可能な医療処置等の情報を一覧にし、関係者で共有し
た。 

このワーキング活動は、平成 27年より磐田市在宅医療介護連携推進協議会となり、現在まで継続し
ている。平成 27年度～29年度：年 3回、平成 30年度～：年 2回開催。 

 

② 救急搬送現場での意思疎通不足への課題認識と、医療・介護資源の把握 
平成 27年頃より、訪問看護師から救急隊と連携したいという要望があがっていた。訪問看護師が

救急医療の要請をした際、来訪した救急隊が訪問看護師の役割認識がなく、持っている情報を伝えら
れなかったり使われなかったことが相次いだことによる。その時には、消防本部との連携がなかなか
進まず、患者の搬送をスムーズにするための協議までには至らなかった。 

他方、その頃と並行して、看取りの状態になって救急車を呼び、死亡確認のためだけに搬送する状
況への問題提起が医療介護連携推進協議会で出されてきた。本人の意思表示があってもそれが反映さ
れないことや、搬送時間帯の都合でかかりつけ医の確認が取れず、本人が望んでいない搬送が多く起
こっていた背景がある。そこで平成 29年に市内の施設の対応現状を調査することにし、介護保険施
設、グループホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者住宅、ケアハウス等すべてに調査票を配
り、市職員が個別訪問して情報収集をおこなった。 

なお、救急現場においては、救急出場件数が年々増える状況にあり、高齢者が半数近くを占めてい
た。また軽症患者が多く、救急搬送の必要性が低い人にも時間が割かれてしまう現実もあった。 

 

③ 多職種連携の推進 
 平成 26年度から、顔の見える関係づくりを進めるため、事業所間交流研修プロジェクトを開始。他
にも、多職種グループワークの実施、職能団体同士の連携推進のための調整、地域での専門職の集ま
りの立ち上げ支援、よい取り組みを広げるための活動報告会の開催等を進めた。 

 

（近年の主要なもの） 
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 ・多職種連携のための事業所間交流研修（平成 26年度～） 
･･･市内に勤務する医療・介護の専門職が、他の事業所を 1日以内の時間で見学実習するもの。関
係者の「顔の見える関係づくり」を進める目的で実施している。 

 ・多職種グループワーク研修（平成 28年度～） 
･･･医療や介護の様々な専門職が、一堂に会し事例検討をすることで、他職種の専門性や役割の理
解、自職種の役割の再認識を目的としている。年 2回開催。 
平成 29年度の実績･･･第 1回「心不全憎悪を繰り返す高齢者」の事例／第 2回「磐田市で幸せな
最期を迎えるために日頃感じている磐田市の課題」（医療・介護の専門職計 207人参加） 

 ・磐田市の医療・介護関係者の事例検討会（平成 29年度～） 
･･･市内の医療・介護関係者のさらなる連携をすすめるため、関係機関の情報共有の内容やタイミ
ングについて事例を振り返りながら検証するもの。年 3回開催。 

 

④ 情報共有システムの利用促進 
 静岡県医師会が運用している ICTシステム「シズケア＊かけはし」があり、地域包括ケア推進に向
けて、活用が進められてきた。平成 28年度より県医師会の協力を得て説明会を複数回開催、また「磐
田市在宅医療介護連携情報システム登録事業費補助金」を創設し、システム登録料のうち、1/2 を補助
することにしたことで、平成 30年度は 35件の登録があった。令和元年度も継続している。 

  

（2）個別取組の概要                      
① 救急医療情報キット 
平成 23年より「かかりつけ医」「お薬手帳（写）」「持病」などの医療情報を専用の容器に入れ、

自宅の冷蔵庫などに保管しておくことで万一の救急時に備える救急医療情報キットを配布し、活用の
普及拡大も進めていた。 

 

② いわた医療・介護ガイドブック 

 医療・介護資源の把握によって平成 28年につく
られたのが、「いわた医療・介護ガイドブック」
である。全戸に配布された。 

 またその後、市ホームページで情報検索できる
ように整備された。また、「ドクターガイドマッ
プいわた」サイトも磐田市医師会により運営され
ている。 

  
出典：磐田市提供資料 
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■連携強化の流れ 
（1）調査での抽出課題を元に、在宅医療・救急医療連携の 
検討部会を設置 
平成 29年度に行った「看取りに関する調査」で抽出された課題をもとに、在宅医療介護連携推進協
議会に対し、看取り期の高齢者搬送に関する問題提起がなされた。そして、医療・介護関係者に加え
て消防関係者とも一緒に取り組みを進めていくことが確認され、協議会の下に「医療・介護連携に係
る課題抽出及び解決策検討部会」設置が決定した。それが、平成 30年に設置された「みんなでつな
がるしっぺいプロジェクト」である。 

その時に、千葉県松戸市で行われていた「ふくろうプロジェクト」の手法を学び、課題抽出に向けた
取り組みの参考にした。 

 

（2）多職種グループワークを活用し、課題抽出から解決策整理 
まで進める 

課題の抽出は、従来から行っていた多職種グループワークの場を活用して進められた。地域全体で取り
組んでいくため、最初から現場の人々が参加したプロジェクト進行にしたいという意思で、この形態がと
られた。 

1回目は「在宅医療と救急医療の有機的な連携の課題」をテーマに、現場レベル 145名が集まる場で
平成 30年に実施された。医療職、介護職、消防隊員等が参加し、現場で日頃、救急医療との連携で課題
に思っていることを出してもらっている。それを、検討部会で 21項目にまず区分し、さらに大項目 7つ
に集約させた。 

そのうち 5項目の解決策についての協議を、現場管理者レベルに集まってもらうグループワークの場で
進めた。この時は「在宅医療と救急医療の有機的な連携の課題についての解決策の検討」をテーマに 100
名の参加者で進められた。 

またこれらのグループワークの場に参加した人以外にも周知したいと、介護サービス事業者連絡会や地
域での専門職の集まりなど、機会があるごとに検討部会の存在と、今後の取り組みへの協力を発信した。 

 

 

 

 

 

 

  

平成 30 年 7 月開催 

現場レベル 145 名 
グループワーク 

平成 30 年 11 月開催 

現場管理者レベル 100 名 
グループワーク 

 

検討部会において整理し、
21 項目に区分したうえで、
大項目７つに整理した 
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（3）優先順位を検討し、「救急搬送時の情報ツール」と 
「意思決定支援」を計画 
 まず着手するものは２つの大項目に絞り、それに対して実現可能性と重要度を検討し、具体的な取
り組みを定めた。それが以下の２つである。 

  １．意思決定支援 

  認知症・がん・看取り等の事例を通して、市民がイメージができるような媒体を作成し、多
職種チームで啓発していく。また、ケアマネジャーが話を引き出しづらいという状況に対
し、考える、話をするためのきっかけづくりとして思いを聞くアンケートを作成することに
した。 

２．救急搬送時の情報ツールが整っていない点に対する取り組み 
従来から「救急医療情報キット」は活用されていたが、情報更新がされていなくて使える情
報ではない場合、キットはあるけれども用紙が入っていない場合など、不十分な状況にあっ
た。その見直しを行うこと、また、同じく医師会と協議してつくられていた「救急搬送患者
情報提供書」についても、見直しをかけて関係者がつかえる状態にしていくことが決められ
た。 

  なお、救急搬送患者情報提供書は検討部会に先行して病院で検討が進められていた。緊急連
絡先や既往歴などと、DNARについては「あり・なし・不明」の３択となっている。救急現
場では、救急車がなかなか発車できない問題があった。救急科の医師が知りたいのは、連絡
票の下のキーパーソンと本人の意思の２点である。そこで、１枚の紙で、医療関係者、介護
施設、訪問看護師が確認できるものとし、とにかく救急車が早く出発できるようにしていく
ための整備を目指した。 
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（救急搬送患者連絡票） 

 

  
出典：磐田市立総合病院ホームページ 



88 

（4）組織の体制                       
組織としては、在宅医療介護連携推進協議会の下に、検討部会が１つ設置されている形態である。

協議会には各団体から委員参加してもらっているが、専門職だけでなく市民団体も参加しており、市
民の立場からの意見も含めた協議が行われている。 

一方検討部会は、直接関係する機関に絞っているが、メンバー選定にあたっては医師会会長をはじ
め様々な人と相談し、在宅医や療養型医療を専門にしている医師に入ってもらっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■取組の成果 
（1）現場レベルで在宅医療・救急医療連携に関する取り組みを 
進める共通認識が拡大 

これから進んでいく取り組みも多いが、第一段階として、関係者の認識が共通化されてきたことが
挙げられる。1つ目には救急隊員と医療・介護関係者の相互理解、２つ目には、地域の在宅医療・救急
連携課題を現場参画型で共有し、地域一体となって課題解決に向かう意識が少しずつ高まっているこ
と、また３つ目に、かかりつけ医が普段の外来診療で患者の緊急連絡先の聞き取りを進めるなど、実
際に行動が起こっていることが挙げられる。 

 また、在宅医療・救急医療連携セミナーにより、医師会・病院・行政で方向性の確認がとれ、スケ
ジュール感や方法についての共通認識をもって工程表がつくられたことも成果の 1つと言える。  

出典：令和元年度 在宅医療・救急医療連携セミナー 磐田市発表資料 
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■今後について 
（1）今後の課題                        
① ACPの普及啓発 

ACPの普及啓発を、まだ元気なうちから認識してもらうことも含めて力を入れていくことが検討され
ている。また、救急搬送に係る情報共有の仕組みづくりを通じて、平常時から連携体制構築を進める必
要性も検討されている。 

 

② 他の課題の検討推進 
 多職種グループワークで挙げられた課題は全部で 21項目あったため、今回絞った課題はごく一部で
ある。たとえば「平時からの情報共有」「救急要請の判断の難しさ」等、挙がっていた課題は優先順位
の高いものから整備が進むことも期待される。 

 

（2）現在の取組                        
① 意思決定支援  
 令和元年度中にパンフレット作成を終え、市民向けの啓発活動を行うこと、また思いを聞くアンケー
トをつくって活用していく予定である。 

 

② 救急搬送時の情報ツール整備 
救急医療情報キットの検証を始め、令和 2年度から運用できるようにしていく予定である。また、救

急搬送患者情報提供書の運用状況についても、検証を進めている。 
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■資料編 
工程表 
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７．愛知県岡崎市 
■地域概要 
愛知県の西三河に位置する岡崎市は、江戸時代、東海道の主要な宿場として栄えた岡崎宿や藤川宿

の風情を残す。徳川家康公の生誕地であり、矢作川と市内を流れる乙川（菅生川）が交わったところ
に位置する岡崎城の城下町として発展してきた。 

近年は、鉄道・道路面でのアクセスのよさと、緑豊かな自然やレクリエーションエリアが多い中規
模都市として発展してきた。桜まつり、藤まつり、花火大会と四季折々のイベントも多く開催されて
いる。 

全国的に有名な「八丁味噌」、墓石・灯籠などの石工業、花火産業など伝統的な産業が息づく一
方、自動車産業や、ハイテク産業も進み、多くの企業が操業している。また世界中からエキスパート
が集まって研究をしている「自然科学研究機構」など、学術・文化施設も数多く有する自治体であ
る。 

 

人口・面積                          
・人口： 387,835人（住民基本台帳、2019年 12月） 

・面積： 387.20㎢ 

地域医療・救急救命関連の基礎情報               
医療圏としては岡崎市とその隣に位置する幸田町とで西三河南部東医療圏を形成している。地域包括
支援センターは市内に 20箇所あり、３次救急の病院は市内に１カ所、岡崎市の運営する岡崎市民病院
である。 

○高齢化率の動向 

65歳以上の高齢化率は 23.0%で、同時期の愛知県平均 25.0％をやや下回っている（2019年 10月）。 

単位：人  

  平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 令和 2 年 

65歳以上 
人口 82,897 85,061 87,024 88,558 89,933 

全人口 383,493 384,950 386,943 387,887 387,601 

 

 

 

  

出典：岡崎市の人口 4 月 1 日、令和 2 年のみ 3 月 1 日（令和元年版） 
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○地域医療資源（施設数） 

 医師数 521（人口 10万人あたり 136.73、全国平均 246.00） 

 一般診療所 198（人口 10万人あたり 51.96、全国平均 71.57）、うち在宅療養支援診療所 26
（人口 10万人あたり 6.82、全国平均 11.67）、一般診療所病床数 116（人口 10万人あたり
30.44、全国平均 73.45） 

 病院 14（人口 10万人あたり 3.67、全国平均 6.65）、うち在宅療養支援病院 1（人口 10万人あ
たり 0.26、全国平均 1.17）、病院病床数 2,502（人口 10万人あたり 656.61、全国平均
1,216.46） 

 歯科 162（人口 10万人あたり 42.51、全国平均 55.83）、うち訪問歯科 23（人口 10万人あたり
6.04、全国平均 9.07） 

 薬局 143（人口 10万人あたり 37.53、全国平均 48.72）、うち訪問薬局 42（人口 10万人あたり
11.02、全国平均 14.25） 

（出典：日本医師会「JMAP地域医療情報システム」（平成 31年 3月時点）より抜粋） 

 

○救急救命資源と現状 

 消防署数３（他に分署 2、出張所 5）、職員定数 386人、救急車 14台 

 平成 30年救急出動件数 17,054件、搬送人員 15,558人（平成 29年の出動 16,002件・搬送
14,893人） 

 上記のうちの急病件数 11,540件、急病搬送人員 10,621人 

 平成 30年搬送人員の傷病程度別の内訳：死亡 240人（1.5％）、重症 862人（5.5％）、中等症
4,839人（31.1％）、軽症 9,617人（61.8％） 

 平成 30年搬送人員の年齢別の内訳：新生児 38人（0.2％）、乳幼児 792人（5.1％）、少年 601
人（3.9％）、成人 5,293人（34.0％）、高齢者 8,834人（56.8％） 

（出典「岡崎市消防年報平成 30年版」より抜粋） 
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■事例の概要 
西三河南部東医療圏である岡崎市と幸田町では、高齢者をはじめとする救急外来の安易な活用増加

に課題を抱えていた。限られた医療機関しかない中で軽症患者が救急車を使い、三次救急医療機関へ
搬送されることは、重症者の治療にも影響が出る事態として懸念されていた。 

特に、高齢者の救急外来利用率も増えていた点については、介護施設や在宅医療現場で救急医療に
適切な理解を持つこと、救急隊員が到着した際の、意思の齟齬を低減することなどが求められてい
た。 

こうした課題に対応するため、「岡崎幸田救急医療対策協議会」や「在宅医療・介護連携協議会」
が設置され、対策が検討された。また、既存の仕組みであった「岡崎市災害時要配慮者支援会議」と
の連携、岡崎市幸田町保健・医療・福祉ネットワーク協議会にて進められた「電子＠連絡帳」との連
携、さらに必要性が先行して進んだ消防と市の「119医療情報伝達カード」作成の取り組みなどが並行
して進むことで、課題への包括的な対策が進められた。 

さらに、平成 30年に行われた多職種間の「救急医療・在宅医療連携セミナー」を機に、実態として
進んでいない連携課題が話し合われた。翌年にはそれが作業部会となり、全体の連携促進の核となっ
た。まずは市民への ACP理解促進を目的に、講演会を実施したり、医療・介護専門職に対する救急医
療の理解促進セミナーを実施したりするところから始まり、今後さらなる発展が検討されている。 

 

岡崎市災害時避難行動要支援者支援会議
・災害時支援者登録
・あんしん見守りキーホルダー

岡崎幸田救急医療対策協議会
・救急医療利用ガイドブック

在宅利用・介護連携協議会
・パンフレット・終活ノート

岡崎市幸田町保健・医療・福祉
ネットワーク協議会
・電子＠連絡帳導入

消防・行政連携
・119医療情報伝達カード

救
急
医
療
・
在
宅
医
療
連
携
セ
ミ
ナ
ー

作
業
部
会

いえやすネットワーク（電子＠連絡帳）による、
多職種間・異業種間の情報連携と共有
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課題 個別取組フェーズ 全体連携フェーズ 

救急医療の適切な利用
促進 

岡崎幸田救急医療対策協議会による「救急医療利用
ガイドブック」作成 継続 

岡崎市消防、岡崎市福祉部介護保険課・保健部保健
企画課による「119医療情報伝達カード」作成 継続 

医療・介護の連携促進 

在宅医療・介護連携協議会による課題協議 継続 

在宅医療・介護連携協議会によるパンフレット作
成、終活ノート作成 継続 

岡崎市幸田町保健・医療・福祉ネットワーク協議会
による「電子＠連絡帳」の導入 継続 

介護・消防連携による
高齢者見守り促進 

岡崎市災害時要配慮者支援会議による、災害時支援
者登録と消防への情報提示 継続 

市民の ACP理解促進 ― 作業部会による講
演会企画他 

介護・医療スタッフの
救急医療理解促進 ― 作業部会によるセ

ミナー企画他 
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■取組の紹介 
（1）取組の背景                        
① 救急医療不足の解消に向けて、救急医療の適正利用促進の必要性 
平成 26年頃の岡崎市では、岡崎市民病院に軽症患者も多く詰

めかけ、救急外来がパンクするような状態が続いていた。右図の
ピラミッドを成り立たせていくための改善が求められていた。 

そこで、岡崎市医師会、岡崎歯科医師会、岡崎薬剤師会、２次
救急医療機関、３次救急医療機関、岡崎市（消防含む）、幸田町
（消防含む）の代表者が参加する「岡崎幸田救急医療対策協議
会」において、救急車による搬送状況や、患者の情報を集計し、
実態を把握した。そして、救急医療の適切な利用促進が必要だと
方向性がまとまり、「岡崎幸田救急医療対策協議会」で検討が進
められ、「救急医療利用ガイドブック」（資料①）を作成し、配
布した。 

 

② 介護施設等からの救急搬送時の、スムーズな情報伝達の必要性 
特に介護施設からの救急搬送の場合、同乗者がいない場合も多く救急隊が情報不足で困る場面も生

じていた。医療、介護、消防、それぞれの持つ課題が共有され、つくられたのが、「119医療情報伝達
カード」（資料②）である。これは消防と岡崎市の介護保険課等が連携してつくったもので、名前や
住所、既往歴等が書きこめるものとなっている。 

 

③ 医療と介護の連携強化に向けて導入された、電子連絡帳 
名古屋大学医学部附属病院先端医療・臨床研究支援センターによって開発され、株式会社 IIJの提供

する電子@連絡帳（資料③）は、愛知県各地域で広く使われている。岡崎市では「岡崎市幸田町保健・
医療・福祉ネットワーク協議会（岡崎幸田いえやすネットワーク）」を通じて平成 27年に導入した。
このネットワークは、豊田市を始めとした西三河９市町のネットワークとも協定を結び、情報の共有
化を図っている。 

 

④ 制度を活用して進められていた在宅高齢者の見守りサポート 
平成 18年より設置されている「岡崎市災害時要配慮者支援会議」では、災害時の避難行動要支援者

を登録・支援する取り組みを行っていた。そこに登録した人に、「あんしん見守りキーホルダー」も
配布し、在宅高齢者をサポートできるような環境整備も進んでいた。 

  

出典：救急医療利用ガイドブック（岡崎市・幸田町） 
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（2）個別取組の概要                     
① 救急医療利用ガイドブック（資料①） 
救急医療機関の現状の紹介や救急医療の適正な利用を呼び掛けるためのガイドブック。岡崎市保健

所及び各支所等で配布している。平成 30年の救急車の出動件数は 17,000件を超えていたが、利用者
の 60％が軽症患者であった。また、65歳以上の高齢者利用が増える傾向も見られた。本ガイドブック
は、平成 25年に発行して以後も改定を重ねており、市民のさらなる認知拡大を目指している。 

 

② 119医療情報伝達カード（資料②） 
119医療情報伝達カードには、氏名や緊急連絡先他、疾患やアレルギーの状況、ならびに DNARに

ついての記載欄も設けられている。 

介護施設への普及がはかられ、岡崎市内の全ての指定介護保険事業者を対象とした「介護保険指定
事業者講習会」において、カードの記入方法及び保管方法を岡崎市消防より説明している。救急車で
到着した時に、消防から施設側へ「カードの有無」を尋ねるようになったため、施設側の活用度合い
も上がっている。施設のうち 35％程度は、事前に救急隊へカードを提出している。 

 

③ 電子＠連絡帳 
電子連絡帳では患者の登録を行い、在宅医、訪問看護師、ケアマネジャー等の専門職からなるグル

ープで活用している。現在、登録患者数は約 1,200名、利用事業所は約 450件、活用している多職種
（医師、ケアマネジャー、訪問看護ステーション等）は、約 1,000名である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：Internet Initiative Japan Inc.／令和元年度「在宅医療・救急医療連携セミナー」岡崎市発表資料 
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④ 岡崎市災害時避難行動要支援者支援制度・あんしん見守りキーホルダー 
高齢者、障がいを持っているなど自力の避難が難しい人が登録を行い、その名簿を地域の支援者に

提供することで災害時の支援を行うという制度が、平成 19年度より運用されている。この登録情報は
月に 1回の頻度で消防隊に提供され、通報があった場合は司令台の地図画面に登録情報が表示される
ようになっている。また救急車等の車両の中に設置してある端末にも、登録者であることが表示され
る。 

 なお、この登録者に対しては、「あんしん見守りキーホルダー」を配布している。キーホルダーに
は個別番号（見守りナンバー）と、消防本部・警察署の連絡先が記載してあり、身に着けて外出して
いれば、外出先で意識を失った場合、認知症の人が徘徊などで保護されたときに、見守りナンバーを
もとに 24時間 365日体制で身元の確認・緊急連絡を行う仕組みとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

    

出典：令和元年度「在宅医療・救急医療連携セミナー」岡崎市発表資料 

出典：岡崎市ホームページ 
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■連携強化の流れ 
（1）各協議会の連携経緯                   

在宅医療・救急医療連携の取組は、各々の目的や設立経緯により、５つの協議体が連携する形で進
んでいたが、2019年の「救急医療・在宅医療連携セミナー」受講をきっかけとして、その連携に関す
る話し合いが設置された。そのセミナーに参加していた岡崎市福祉部長寿課、保健部保健企画課、岡
崎市医師会在宅医療サポートセンターに、岡崎市消防本部と社会福祉協議会地域包括支援センターが
加わった会合であった。 

その場では、各協議会から出された次のような課題が共有された。 

・救急車の不適切な利用が社会問題化 
・介護施設からの救急搬送の際に適切な情報が示されない 
・介護と医療の連携の強化の必要性 
・災害時避難行動要援護者情報の活用 
・ＡＣＰの理解、普及啓発 
・救急搬送時の実情の普及啓発 

たとえば、全国で統一的な心肺蘇生の中断手順は定められておらず、愛知県においても同様なた
め、救急車を呼んだ時点で心肺蘇生の中断は難しいという現状が把握された。こうした課題に対して
は継続的な検討の場が必要であると認識され、岡崎市在宅医療介護連携協議会の下部に位置する作業
部会が設けられた。 

作業部会では、まず市民への ACP浸透をはかるため、ACPをテーマとする講演会を令和元年度に実
施した。また、多職種研修も実施された。 

 

（2）組織の体制                      
各協議会と、新たに設置された作業部会は、次のように併存する形で活動している。参加機関は下

記のとおりである。 

 

 

 

 

 

  

出典：令和元年度「在宅医療・救急医療連携セミナー」岡崎市発表資料 
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名称 設置年度 主な参加機関 

在宅医療・介護連
携協議会 

平成 26年 岡崎市医師会、岡崎歯科医師会、岡崎薬剤師会、岡崎
市介護サービス事業者連絡協議会、民生委員・児童委
員、岡崎市民病院、岡崎市、幸田町 

岡崎市幸田町保
健・医療・福祉ネ
ットワーク協議会 

平成 27年 岡崎市医師会、岡崎歯科医師会、岡崎薬剤師会、岡崎
市介護サービス事業者連絡協議会、幸田町介護サービ
ス事業者連絡協議会、地域包括支援センター、岡崎
市、幸田町 

岡崎幸田救急医療
対策協議会 

平成 26年 西三河南部東医療圏（岡崎市・幸田町）における救急
医療対策の協議及び地域関係者の連携推進を図る。参
加機関は岡崎市医師会、岡崎歯科医師会、岡崎薬剤師
会、２次救急医療機関、３次救急医療機関、岡崎市
（消防含む）、幸田町（消防含む） 

岡崎市災害時要配
慮者支援会議 

平成 18年 岡崎市（地域福祉課・介護保険課・障がい福祉課・長
寿課・健康増進課等） 

（119医療情報伝達
カード運用） 

平成 28年 岡崎市（消防・介護保険課・保健企画課） 

 

（3）作業部会の活動                      
令和元年度はＡＣＰに関する市民向け周知が優先と考えられ、一

般市民向け講演会を実施した。そこでは、基調講演、看取り事例紹
介、救急搬送の現状紹介を順に行い、心肺蘇生を望まない場合は救
急車を呼ばないことが一番望ましいというメッセージを伝える場に
もなった。 

 

 

 

 

  

出典：令和元年度「在宅医療・救急医療連携 
セミナー」岡崎市発表資料 
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■取組の成果 
（1）ACPならびに救急搬送に関する現状の理解浸透         

作業部会にて企画した令和元年の講演会は、参加者が 118名で、うち一般 78名、介護職関係 28
名、医療職関係 12名であった。 

講演会の参加理由ならびに、救急現場における現状認識についてのアンケート結果は以下であり、
特に救急搬送への認知を高める機会になったことがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

他にも、岡崎市内においてＡＣＰをテーマとした介護・医療の専門職向けの研修会を開催し、岡崎
市消防の救急担当から岡崎市の救急搬送の状況について周知を図る機会も設けられている。 

 

（2）連携・情報共有の強化                    
いえやすネットワーク（電子＠連絡帳）のユーザー数は、平成 30年５月末から令和元年 12月末ま

でで、100名以上の増加となり、着実に活用が広がっている。また、近隣市町村との電子＠連絡帳を使
用した情報共有ができるようにもなってきた。 

救急医療との連携については、「119医療情報伝達カード」の介護施設現場での認知が高まり、実際
に 35％程度の施設が事前提示するなど、協力体制は進む。 

要支援レベルの高齢者については、岡崎市災害時避難行動要支援者支援制度の活用により、火災現
場の近隣にいた場合などの把握がしやすくなった。 

 

 

  

出典：岡崎市提供資料 
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■今後について 
（1）今後の課題                        
① ACPへの理解拡大 
今後は、市民向け講演会だけではなく、様々なアプローチでＡＣＰに関する周知を図っていきたい

と考えられているが、具体的な手段についてはまだ検討段階である。 

また、高齢者向け介護施設の職員に向けてもＡＣＰや救急搬送の現状についての周知を図っていく
こと、データ収集及び分析についても、今後取組みを進めていくことが検討されている。 

 

② 医療体制のさらなる整備 
岡崎市は人口当たりの診療所数が多くないため、患者が病院診療に集中する傾向がある。そのた

め、各医師が在宅医療に赴ける時間があまりないのが現状である。現在、在宅医療専門の医師もいる
が、自身の担当エリアで手一杯で、追加を受けることが難しい。近隣市町村の医師も含め、地域連携
室が探している状況である。 

 

（2）現在の取組                        
① 二次医療体制の拡充 
岡崎・幸田地域では、二次救急医療体制も少なく、中等症の患者を毎日診られる体制が整っていな

かった状況もあった。それについては医師会の協力を得て二次救急の病院誘致が進められ、令和２年
に開業が決まっている。この体制整備により、第３次医療機関である岡崎市民病院に患者が集中しす
ぎず、適切な病院選択が進むことが期待される。 
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資料① 救急医療利用ガイドブック 

 

 

  

  
出典：岡崎市提供資料 



104 

資料② 119医療情報伝達カード 

 

 

 

 
  

 出典：岡崎市提供資料 
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８．山口県下関市 
■地域概要 
本州の最西端に位置する下関市は、山口県の最西端に位置し、三方を海に囲まれて豊かな自然環境

に恵まれている。また、多くの歴史遺産を有し、源平壇ノ浦の合戦、宮本武蔵と佐々木小次郎の巌流
島の決闘、高杉晋作による奇兵隊の結成など、歴史の舞台ともなってきた。 

年間を通して気温差の少ない温暖な気候、そして山口県は地震発生頻度が相対的に少ないなど、安
定した自然環境が整っている。広島県・岡山県をはじめとする中国地方と関門海峡を挟んで接する九
州の中心に位置しているため、車、JRを利用した抜群のアクセス環境もある。また、国際フェリー基
地下関港を利用しての韓国・中国への物流ルートも整備されている。古くより本州と九州の結節点と
して北九州市をはじめとする九州地域との交流が深く、経済面や文化面において非常に深いつながり
を持っている。 

河豚の取扱量全国一の下関では、幸福にあやかって河豚のことを「フク」と呼んでいる。フクを始
め、ウニ、クジラ、アンコウ、イカなどの水産業が盛んである。 

中国地方では広島市・岡山市・倉敷市・福山市に次ぐ 5番目の規模を誇っており、産業面では日本
銀行が下関支店を置くほか、三菱重工業、神戸製鋼所、ブリヂストン、シマノなどの製造拠点もおか
れている。 

 

人口・面積                           
・人口： 260,221人（住民基本台帳、2020年 2月末） 

・面積：716.10㎢ 

 

地域医療・救急救命関連の基礎情報                
○高齢化率の動向 
65歳以上の高齢化率 35.5%で、同時期の山口県平均 34.3％をやや上回る（令和元年 10月）。 
 

単位：人  

  平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 令和 2 年 

65歳以上 
人口 89,463 90,422 91,212 91,643 91,593 

全人口 272,067 269,198 266,148 263,324 260,614 

 

  

出典：住民基本台帳に基づく市総務課集計数： 1 月末の数字 
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○地域医療資源（施設数） 

 医師数 636（人口 10万人あたり 236.86、全国平均 246.00） 

 一般診療所 231（人口 10万人あたり 86.03、全国平均 71.57）、うち在宅療養支援診療所 34
（人口 10万人あたり 12.66、全国平均 11.67）、一般診療所病床数 524（人口 10万人あたり
195.15、全国平均 73.45） 

 病院 26（人口 10万人あたり 9.68、全国平均 6.65）、うち在宅療養支援病院 1（人口 10万人あ
たり 0.37、全国平均 1.17）、病院病床数 5,383（人口 10万人あたり 2,004.71、全国平均
1,216.46） 

 歯科 137（人口 10万人あたり 51.02、全国平均 55.83）、うち訪問歯科 23（人口 10万人あたり
8.57、全国平均 9.07） 

 薬局 157（人口 10万人あたり 58.47、全国平均 48.72）、うち訪問薬局 43（人口 10万人あたり
16.01、全国平均 14.25） 

出典：日本医師会「JMAP地域医療情報システム」（平成 31年 3月時点）より抜粋 

 

○救急救命資源と現状 

 消防局 1・消防署 6・出張所 5、職員定数 327人、救急車 13台 

 平成 30年救急出動件数 15,107件、搬送人員 13,819人（平成 29年度出動件数：15,107件、
搬送人員 13,819人） 

 上記のうちの急病件数 9,362件 

 平成 30年搬送人員 13,819人の傷病程度別の内訳：死亡 17人（0.1％）、重症 452人
（3.3％）、中等症 7,295人（52.8％）、軽症 6,055人（43.8％） 

出典：「下関市消防年報 平成 30年版」より抜粋 
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■事例の概要 
下関市は、全国平均よりも高い高齢化率となっている地域で、高齢者の救急搬送も年々増えている

状況にあった。そうした中、類似テーマの会合が統合される形で「下関医療圏救急医療対策協議会」
が立ち上がり、適正な救急医療の活用と現場での円滑な実施が進むような取り組みがはじめられた。 

連携が進んだ背景にはいくつかの要因があるが、まず、同市では市消防局から救急救命士が、市保健
部に出向して業務を担う形が何年も前から続けられていた。救急搬送の「たらい回し」のようなこと
が相次いだことを問題視し、仕組みの改善に取り組んだ一環である。そのため、消防と保健部の連携
はもともと円滑に行われていた。また、医師会と保健部の連携も良好であった。 

他方、保健部と福祉部の救急医療分野での連携はあまり行われていなかったが、平成 29年の「在宅
医療・救急医療連携セミナー」（厚生労働省）参加後に、より広範囲な連携・協力体制をつくること
が必要だという認識に至った。また、在宅医療救急医療連携の実情をまず把握する必要があるという
協議もあった。 

そこで同年に保健部が中心となり、消防、医師会、市福祉部他関連部門の協力を得て、「在宅医療救
急医療連携に関するアンケート調査」がおこなわれた。また同時期に、保健部、消防、医師会、メデ
ィカルコントロール協議会が協力して「高齢者福祉施設救急搬送ガイドライン」「転院搬送ガイドラ
イン」が整備された。 

これらは翌平成 30年にアンケート集計やガイドライン実績検証が進められ、アンケートで得られた
結果をもとにガイドラインの更新を検討したり、高齢者の救急搬送のルール化についても継続して検
討が進められている。 

 

 

 

  

下関・長門地域メディカルコン
トロール協議会

下関医療圏救急医療対策協議会

下関市医師会
下関市消防局
公的６病院（輪番４病院含む）
救急担当医
下関市保健部 等

下関市福祉部他下関市医師会

下関市医療・介護
連携推進協議会

下関市消防局

傷病者の意思に沿った救急現場
における心肺蘇生法の実施に関
する懇話会

下関市保健部

テーマ別検討部会
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■取組の紹介 
（1）取組の背景                        
① 高齢者福祉施設向けに救急搬送に関するフローチャートを作成 
下関市は年々高齢化率が高まり、高齢者の救急搬送数もそれに比例して増加傾向にあった。そこで

まず、高齢者福祉施設向けに、緊急時に適切に事態を察知でき、しかるべきタイミングで応急措置を
始め、119番通報をおこなえるためのフローチャートがつくられた。 

 もともと救急と医療の現場の連携が密だったわけではないが、市消防局から市保健部に出向した担
当者がいたことも相まって、情報連携が進んだ。中でも、救急搬送関連のデータ分析は平成 23年頃か
ら続いており、市消防局と市保健部の間で共有されていた。 

 なお下関市では、市保健部との連携をはかることを目的に、市消防局から市保健部への出向を何人
か継続しておこなっている。以前、「たらい回し」になってしまうような問題があり、その際に課題
抽出・対応策検討として両者の連携が進められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 高齢者救急搬送の適正化と DNARについての研究に参加 
平成 28年の消防庁消防防災科学技術推進制度の研究で、「地域包括ケアシステムにおける高齢者救

急搬送の適正化及び DNAR対応に関する研究」があったが、そこに下関市も参加した。この時に参加
したのは、市消防局、市保健部、市医師会、輪番病院救急担当医である。研究の一環では医療介護関
係者を対象に、DNARに関するセミナーも開催した。 

  

出典：下関市提供資料 
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（2）個別取組の概要                      
① 在宅医療救急医療連携に関するアンケート調査 
在宅医療救急医療連携を進めるにあたり、平成 29年度にアンケート調査が行われ、平成 30年にと

りまとめられた。主なアンケート項目と対象者は以下の通りである。アンケート作成は各関係者、関
連機関で連携して進められたが、主導は市保健部で、最終的に保健所長名で発信された。 

 

（主なアンケート項目） 

 ・転院搬送ガイドラインの理解度及び充実度について 
・高齢者福祉施設からの救急要請ガイドラインの理解度及び充実度について 
・高齢者救急搬送の現状及び課題について 
・在宅医療と救急医療連携の課題について 
・入退院時の医療と介護の連携について 

 

（アンケート対象者と実施集計者） 

アンケート対象者 実施集計担当 

輪番病院 救急担当医、看護部長、事務部長、

在宅医療連携窓口担当者 

保健医療課 
（平成30年4月1日から
保健医療政策課） 

病院（輪番病院除く） 救急担当医、看護部長、事務部長、

在宅医療連携窓口担当者 

在宅療養支援診療所及び在宅診療実施診療所の在宅医 

高齢者福祉施設 施設長、施設職員（１施設 3名程度

に回答依頼） 

居宅介護支援事業所（全ケアマネジャー） 長寿支援課 

地域包括支援センター（全ケアマネジャー） 

消防局救急救命士 消防局警防課 
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② 高齢者福祉施設からの救急搬送ガイドライン 
高齢者福祉施設からの救急搬送における課題のなかで、入所者の情報を何度も聞かれたり、救急

車同乗ができずに救急現場で困るようなことが起こっていた。そこで、あらかじめ適切な救急医療
利用を周知するとともに、早期搬送のために「患者情報提供シート」を提出して共有活用できるよ
う、ガイドラインが整備された。これは、下関・長門地域メディカルコントロール協議会の承認の
もと、下関市医師会、下関市保健部、下関市消防局が共同で平成 29年 3月に発信している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：下関市提供資料 
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■連携強化の流れ 
（1）救急医療対策協議会発足とガイドラインの作成        

平成 28年度に、下関医療圏における適正な救急医療を確保するために下関医療圏救急医療対策協議
会が発足した。３つあった類似会議を統合し、年 2回の全体会議と必要に応じた専門部会を設置する
形で進められている。ここには市医師会、市保健部、市消防局、公的 6病院（輪番 4病院含む）の救
急担当医等が参画している。 

その活動の中で、平成 28年度の日本救急医療財団の研究費を使い、高齢者福祉施設からの救急搬
送、転院搬送（病院間搬送）について研究した。その成果を活用しながら、市消防局と市保健部で連
携し、救急医の協力を得て、「高齢者福祉施設等における救急要請」および「転院搬送における救急
要請」が平成 29年にまとめられた。作成の債には、下関医療圏救急医療対策相互協議会より、下関・
長門地域メディカルコントロール協議会に対して提言・報告・協議をする形で、最終的にメディカル
コントロール協議会の承認によって確定された。 

 

（下関医療圏救急医療対策協議会） 

○ 協議内容 

  ・救急医療体制の整備について 
・病院前救護体制の構築について 
・メディカルコントロール協議会に提案すべき事項について 
・その他、救急医療体制の円滑な推進を図るための方策について 

○ 構成メンバー 

  ・下関市医師会（担当理事、小児科医会、精神科医会） 
・輪番病院（旧市内４病院）、公的急性期病院（旧郡部２病院） 
 救急担当医、看護部長、事務部長 
・下関市消防局 
・事務局：下関市立下関保健所（下関市保健部） 

 
（2）在宅医療・救急医療連携とアンケート調査の実施       

一方、平成 28年度に行った活動の中で、市民向けの意思決定支援の必要性について問題提起が出さ
れていた。そこで、平成 29年度は、在宅医療・救急医療連携セミナーに市医師会、市消防局、市保健
部の三者で、全国 16モデルの 1地域として参加した。市医師会と市保健部では、意思決定支援の広げ
方についての検討も始められ、「患者の意向を尊重した意志決定のための研修会」（厚生労働省事
業）を下関に誘致して研修会も行った。 

同市では、市消防局と市保健部の連携はそれまでも取れてきていたが、セミナーに参加して、介護
関連や福祉関連の担当部局との情報連携に乏しいことや、医師会と市側で連携の齟齬が生じる場面が
あるといった実情が認識されてきた。救急医療関連の会議や専門部会等、関係者が集まる会議でも話
題に出るようになり、特に、患者情報の連携方法についての意見相違もあったため、現状把握のた
め、平成 29年に、在宅医療救急医療連携の実態について、アンケート調査を実施した。 
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アンケートの作成は市医師会と市消防局に意見を聞きながら、市保健部がおこなった。実施に際し
ては、市医師会や輪番病院等へ事前共有し、また市役所内で保健部と福祉部が庁内連絡会議を通じて
共有と方策協議を行った。最終的には保健所長名で発出し、輪番病院の救急担当医・看護部長、高齢
者福祉施設の施設長・職員など、関係する多職種に対して網羅的に調査が実施された。 

実施方法は主に電子メールを使い、他に医師会の逓送便、訪問持参と郵送返送、持参して回収も行
う等で進めた。たとえば高齢者福祉施設に対しては市消防局が消防車で持参したり、居宅介護支援事
業所や地域包括センターに対しては市の担当課が持参したりと、関係者が手分けして協力している。
集計も市消防局、市福祉部、市保健部等が、対象ごとに手分けしてまとめられた。 

 
（3）調査結果とガイドライン運用実績を検証           

アンケート結果は関係部門や医師会関係者、メディカルコントロール協議会等に共有されるとともに、
下関医療圏救急医療対策協議会で報告された。アンケートから見えてきた課題として、 

・在宅医療と救急医療の連携がイメージしにくい 
・多職種で協議をする場がない 
・かかりつけ医と救急医療機関の医師の見解相違 
・多職種で患者情報を共有することができていない 
・在宅医療について市民に浸透していない 

といったテーマが挙げられた。そこで、課題については介護と救急で横断的に検討するとともに、市民へ
の ACPの普及についても重点を置いていくこととなった。 

患者情報提供シートの内容及び運用方法については今後の下関医療圏救急医療対策協議会で見直しの検
討が予定されている。また、施設の対応能力向上に向けた取り組みが重要で、市医師会と連携して、施設
関係者向けのＡＣＰ研修も開催している。 

 
（4）高齢者の救急搬送ルール化について検討開始         
 消防庁では「救急業務のあり方に関する検討会」の中で「傷病者の意思に沿った救急現場における
心肺蘇生の実施に関する検討部会」なども進められていた。そして、下関市消防局では、消防庁の動
向に沿って、平成 31年 1月より DNAR事案を集約し始めた。実際に 

 ・傷病者の家族等から本人の心肺蘇生の中止の意思を示される事案 
 ・救急現場における心肺蘇生を望まない傷病者への対応の現状 
 ・救急現場における心肺蘇生を望まない傷病者への対応に関する最近の動向 

等から中、消防と救急医療のさらなる連携に向けて、令和元年 7月に「傷病者の意思に沿った救急現
場における心肺蘇生法の実施に関する懇話会」を開き、検討をおこなった。この会議には市医師会、
輪番病院の救急担当医、市消防局、市保健部（保健所）が参加しており、収集した事案に対して事故
検証表と救急活動記録を分析して一覧表にし、救急医等が１件ずつ検証する形で協議した。 

地域包括ケアシステムと一体となった、高齢者救急搬送のルール（共通認識）については、輪番病院、
市医師会及び市消防局と緊密に連携して、引き続き協議検討が進められている。 
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（4）組織の体制                        
平成 28年 11月から開始した下関医療圏救急医療対策協議会が、下関・長門地域メディカルコント

ロール協議会と連携して施策等の検討を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他に、取り組みテーマに応じて、各種会議が催されている。たとえばアンケート実施時には、庁内関
係者（消防局、福祉部、保健部）による 4回の協議を経て、実施の方策が固まった。また、別途催され
ていた「外傷系当番検証会議」等であらかじめ実施について説明をしている。さらに、「傷病者の意思
に沿った救急現場における心肺蘇生の実施に関する懇話会」の開催もなされている。なお、下関市の医
療・介護連携推進については、下関市医師会に「下関市医療・介護連携推進協議会」が設けられてい
る。 

 

 

 

 

  

出典：下関市提供資料 
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■取組の成果 
（1）救急搬送の適正利用化                    
 平成 29年６月１日から開始したガイドラインの運用効果だという因果性は検証されていないが、平
成 28年から平成 29年にかけて、救急搬送人員数が約 1割減少した（平成 28年：14,092件→平成 29
年 13,447件）。ただし、高齢者福祉施設からの搬送は、平成 28年：1,093人（7.2％）、平成 29年：
1,113人（7.5％）と、変化は起こっていない。 

元々ガイドラインは、救急出動件数の抑制が目的ではなく、救急車の適正利用及び出動時の円滑化
を目的としたものであるため、効果については数値のみならず、定性的な視点も含めて今後も検証さ
れていく予定である。 

 
（2）高齢者福祉施設からの「患者情報提供シート」提出率      

高齢者福祉施設にガイドラインの認知拡大と、介護医療救急医療連携への理解促進に伴い、ガイド
ラインに含まれている「患者情報提供シート」の提出が進んだ。特別養護老人ホーム、老人保健施設
では、５割以上提出されている。有料老人ホームも４割の提出がある。 

 

（患者情報提供シート提出件数及び提出割合）         （単位：件） n=518 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：下関市提供資料 
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■今後について 
（1）今後の課題                        
① ICT活用の検討 
 患者の終末期における意思決定を含む、患者情報の共有については、多くの関係者が課題と認識して
おり、多職種で共有できるツールとシステムの構築により、在宅から救急医療までスムーズな連携がで
きるものと考えられている。下関市では「あんしん情報セット」、下関市医師会は「奇兵隊ネット」を
構築しているが、相互の連携が今のところないため、既存のシステムを活用しつつ、新たな体制の構築
についても検討されている。 

 

② 在宅医療ならびに ACPについての市民の理解拡大 
市民に向けて、救急医療ならびに在宅医療や介護に関して丁寧に説明し、最期について家族で話し

合ってもらうことを促進していく必要性が考えられている。 

 

（2）現在の取組                        
① 地域包括ケアシステムと一体化した高齢者救急搬送ルールの整備検討 
一連の取り組みで、高齢者福祉施設からの救急搬送ガイドラインの運用を通じて、関係者間で共通認

識を持つことができ、救急出動時の情報共有等の円滑化が図られてきた。 

行政（保健所）が中心となって、高齢者救急搬送について検討を実施することで、庁内関係課、医師
会、消防局、メディカルコントロール協議会と連携して地域医療における高齢者救急搬送のルール（共
通認識）を作成することが可能となった。医師会と連携して ACPの普及を行うとともに、地域包括ケア
システムと一体化した高齢者救急搬送のルールについてさらに議論を深め検討を続けている。 
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資料① アンケート結果（一部） 

（在宅医療と救急医療の連携がとれていると思うか） 

 

 

 

 

 

 

 

（在宅医療と救急医療の連携に必要だと思うこと） 

 

 

 

 

 

 

出典：下関市提供資料 
 

出典：下関市提供資料 
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９．福岡県福岡市南区 
■地域概要 
福岡市は、北は玄界灘に臨み、海の中道と糸島半島によって仕切られた博多湾を擁し、南は脊振山

地、東は三郡山地に囲まれた半月型の福岡平野に位置している。国内外から多くの人々が訪れ、西日
本の政治・経済・文化の中心として、またアジアの交流拠点都市として発展を続けている。 

福岡市は、明治 22 年４月の市制施行以来 30 の隣接市町村が合併し、昭和 47 年４月には政令指
定都市（５区制）となった。その後さらなる市民サービスの充実のため、行政区の再編成を行い、昭
和 57 年５月から７区制（東区・博多区・中央区・南区・城南区・早良区・西区）となっている。現
在では市制施行当時の約 66 倍の市域である。南区はその７区政の１つで、住宅地が多くを占める。 

 

人口・面積                           
・人口：263,650人（市民局総務部区政課、2020年 2月末） 

・面積：30.98㎢ 

 

地域医療・救急救命関連の基礎情報                
○高齢化率の動向 
65歳以上の高齢化率 22.6%で、同時期の福岡市平均 21.6％とほぼ同じである（平成 31年 3月末）。 
 

単位：人  

  平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 令和 2 年 

65歳以上 
人口 54,770 56,364 57,613 58,892 59,734 

全人口 256,119 257,545 259,493 261,689 263,650 

 

 

 

  

出典：住民基本台帳登録人口（福岡市民局総務部区政課）：各年 1 月末の数字 
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○地域医療資源（施設数） 

 医師数 767（人口 10万人あたり 299.85、全国平均 246.00） 

 一般診療所 209（人口 10万人あたり 81.71、全国平均 71.57）、うち在宅療養支援診療所 39
（人口 10万人あたり 15.25、全国平均 11.67）、一般診療所病床数 214（人口 10万人あたり
83.66、全国平均 73.45） 

 病院 18（人口 10万人あたり 7.04、全国平均 6.65）、うち在宅療養支援病院 5（人口 10万人あ
たり 1.95、全国平均 1.17）、病院病床数 3,965（人口 10万人あたり 1,550.06、全国平均
1,216.46） 

 歯科 156（人口 10万人あたり 60.99、全国平均 55.83）、うち訪問歯科 25（人口 10万人あたり
9.77、全国平均 9.07） 

 薬局 148（人口 10万人あたり 57.86、全国平均 48.72）、うち訪問薬局 43（人口 10万人あたり
20.72、全国平均 14.25） 

（出典：日本医師会「JMAP地域医療情報システム」（平成 31年 3月時点）より抜粋） 

 

○救急救命資源と現状 ※以下は福岡市全体の数字である。 

 消防本部 1、消防署 7、職員定数 1,086人、救急車 36台 

 平成 30年救急出動件数 80,828件、搬送人員 70,775（平成 29年度出動件数：67,747件） 

 上記のうちの急病件数 47,644件 

 平成 30年搬送人員 70,775人の傷病程度別の内訳：死亡 27人（0.04％）、重症 3,001人
（4.2％）、中等症 37,354人（52.8％）、軽症 30,393人（42/9％） 

（出典：「福岡市消防年報 平成 30年版」より抜粋） 

  



120 

■事例の概要 
福岡市南区では南区医師会を軸に、近年の高齢化が進む中、現在のみならず将来にわたり、持続的に

高齢者医療を支える仕組みを検討してきた。特に、救急医療を担う基幹病院の疲弊緩和、在宅医療を
バックアップしていくという２つの観点から、私設病院による「ブロック支援病院」という構想が進
められ、「あんしん救急医療連携」「あんしん在宅医療連携」というシステムを構築している。 

こうした流れと並行するように、地域包括ケアシステムを支える多職種間の連携体制も早期から整備
されている。医師会、歯科医師会、薬剤師会の三師会をはじめ、訪問看護、医療ソーシャルワーカ
ー、ケアマネジャーなども、区内における事業所間の連絡会を発足させて、行政と多職種による協議
体を形成し（南区地域包括ケアシステム推進会議 在宅医療・介護部会）,地域課題の解決にあたってい
る。 

その取組みの一つが「救急搬送医療情報シート」である。南区においても高齢者の独居や老老世帯
は増加の一途をたどるなかで、救急搬送時における本人の「医療情報の不足」を補うため、従来から
設置が進められている同市の社会福祉協議会の「安心情報キット」に基本的な医療情報を記したシー
トの付加を多職種が連携して進めている。 

 

■取組の紹介 
（1）取組の背景                        
① 高齢化進展の課題から「ブロック支援病院」構想を具体化 
南区医師会は、地域包括ケアシステムを今後考えていく上で、病院としてどのように対応していく

かを話し合うために、平成 28年 2月に病院部会を設置した。まず着手したのが「ブロック支援病院」
構想の整備だった。 

もともと南区医師会は、平成 11年から「在宅医療ネットワーク」をつくり、「在宅医療」を軸とし
た民間病院・診療所同士の連携体制があり、「何かあったときには受け入れ合う」という仕組みが整
っていた背景もある。 

挙げられたのは「救急医療」と「在宅医療」の２つのテーマである。１つめの「救急医療」につい
ては南区では従来、２つの公的基幹病院が中心的に担っており、高齢者の増加に伴う現場の疲弊が懸
念されていた。救急搬送後に、軽症者や高度な治療を要さない患者の早期の受け入れを「ブロック支
援病院」ができないかという問題提起がなされた。 

２つめの「在宅医療」に関しては、国の方針として在宅医療が進められる中、在宅医療に取り組む
医師を増やすためには、医師が担うにあたっての「安心感」を醸成する必要がある。その一つが、在
宅医療の継続が困難になった場合、速やかに患者を受け入れる「バックベット」の存在であり、ブロ
ック支援病院の機能として位置づけられた。 
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（ブロック支援病院構想） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：南区医師会 ブロック支援病院構想資料       

 

② 長年培われてきた医師会と区民・行政との関係性 
南区の地域包括ケアシステムの特色として挙げられるのが「医師会と行政との敷居の低さ」であ

る。この土台は、昭和 51年の南区医師会の発足以来続けている「区民と医師との会」という活動によ
って培われている。 

これは、医師会の会員がボランティアで、医療・健康に関する話を公民館などに出向いて行う。テー
マは地域住民の要望に沿って設定され、地域の自治組織、南区役所と三者で連携しながら、25校区の
すべてで毎年開催されており、延べ開催数はゆうに 1000回を越える。 

南区医師会では行政との意見交換も重視しており、区の担当とはもちろん、近年は福岡市の行政幹
部職員とも現状や課題・要望を共有する会を継続的におこなうなど、医師会と行政とのパートナーシ
ップが確立されている。 
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③ 各職種の連絡協議会設立と連携 
南区では、多職種による活動も活発である。例えば、医療ソーシャルワーカー（MSW）の場合は、
平成 27年度に「福岡県医療ソーシャルワーカー協会」より会議委員の推薦打診を受けたことを機に、
地域包括ケア推進会議内でソーシャルワーカーの活躍・連携が検討された。 

そして平成 27年度に設立準備委員会を設け、平成 28年度に「福岡市南区ソーシャルワーカー連絡協
議会」を設立した。ここには南区の全 17医療機関が入会している。活動としては地域包括ケアのため
の情報連携や、医療資源の整理等を進めている。医師会のバックアップを受けて区として立ち上げた
団体であるため、「ブロック支援病院」の機能の実施においても、橋渡し役として機能する存在とな
っている。 

南区での多職種連携を現在、公的に機能させているのが「在宅医療・介護部会」である。南区保健福
祉センターを事務局として、医師会、歯科医師会、薬剤師会、訪問看護、ケアマネジャー、MSW、地
域包括支援センター、管理栄養士、作業療法士の代表が会して、地域課題の共有や解決を図ってい
る。南区では介護保険の地域支援事業に位置づけられる以前から、部会を多職種で構成しており、研
修会などを開催してきた経緯がある。 

 

（2）個別取組の概要                      
① 「ブロック支援病院」の実働 
ブロック支援病院は、①救急医療連携「南区あんしん救急医療連携」と②在宅医療のバックアップ

を担う「南区あんしん在宅医療連携」の２つの機能を担う。救急医療連携は 9つの病院で南区全域を
担い、在宅医療連携は 5つの病院で担うという形が現在までに整理がされている。 

まず平成 28年 9月に救急医療連携が開始となり、次いで在宅医療連携が平成 29年 4月に開始され
た。こうした整備は、南区医師会の病院部会が中心となって進められ、関連する医師会内の在宅医療
部会や、区内の公的病院幹部との摺合せも同時進行的に進められた。 

「南区あんしん救急医療連携」により、高度医療まで至らない患者は救急搬送時、基幹救急病院で
トリアージされ、ブロック支援病院でも受けられるようになった。 

（南区あんしん救急医療連携） 

 

 

 

 

 

 

 

出典：福岡市南区医師会提供資料 
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「南区あんしん在宅医療連携」は、在宅患者の症状増悪、レスパイト入院や看取りなど、バックベッ
ドを保障する仕組みである。しかし受け入れ側のブロック支援病院としても、見ず知らずの患者・家
族の受け入れには現場に負担がかかるため、連携にあたっては「かかりつけ医による事前患者登録制
度」が設けられている。主に次のような方針で運用されている。 

・急変時に本人や家族が積極的な検査、治療を希望されない場合（基幹病院での積極的な医療行
為を望まない人）が、あらかじめかかりつけ医と相談して「ブロック支援病院」に事前登録して
おける制度である。 

・当該患者が急変し、在宅・施設でのケアが困難になったときに、かかりつけ医の指示に従い 24
時間 365日、登録病院での入院を受け入れる。（ただし満床時には受け入れできない場合もあ
る） 

・本人・家族が治療方針の変更を希望すれば随時変更可能。 

登録する際には病院側から、ブロック支援病院の説明、患者・家族の意向確認、在宅療養状況の確
認、治療方針の確認等を行う。それが将来に備えた話し合いのきっかけ（ACP）となり、患者・家族
が望む在宅医療、在宅生活の実現につながっていく。 

なおこうした連携機能は福岡市でも採用され、平成 30年より福岡市全区で取り組みが始まってい
る。 

（南区あんしん在宅医療連携） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：福岡市南区医師会提供資料 
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② 救急搬送医療情報シートの整備 
従来から福岡市社会福祉協議会により、「安心情報キット」がひとり暮らし高齢者や障害者など、

地域で見守りが必要な人に配布されていた。もしもの時に備えるために「緊急時の連絡先」や「かか
りつけの病院」などの情報を記載したカードを筒状の専用容器（キット）に入れて冷蔵庫に保管して
おくものである。 

南区ではそのキットの中に平成 28年から、医師会が整備した「救急搬送医療情報シート」を付加し
て、ケアマネジャー、訪問看護師、地域包括センターを通じて高齢者世帯に配布をしている。 
取り組みのきっかけは、「高齢者

の救急医療」をテーマにして平成
28年に南区で行った多職種連携研
修会の際に、ケアマネジャーから
「独居や老老介護世帯では、救急隊
から本人の医療情報を聴取されるこ
とが少なくなく困惑している」とい
う課題が出された。ICTなどによる
医療情報の共有は当地でも進められ
てはいるが、当面の間、すぐに取り
組める解決策としてあがったのが
「キット」の存在だった。 

従来のものは、福祉的な立場で発
想されているため、救急搬送時の医
療的情報が不足していた。そこで、
救急外来で何が必要かという救急医
の見解をもとに、新たなシート作成
が検討された。シートの作成は、医
師会の在宅医療部会でおこない、理
事会の承認を経て基本が確定した。
その後、多職種が集まる区の在宅医
療・介護部会で提案し、参加者の意
見を踏まえて調整し、最終確定して
いる。 

配布方法としては、社会福祉協議
会が既におこなっているキットに、
シートを付加していく形で、ケアマ
ネジャー、訪問看護師、地域包括支
援センターの協力を得て行われてい
る。 

 

  

出典：福岡市南区医師会提供資料 
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■取組の成果 
（1）事前患者登録制度の活用                    
 準備ができたブロック支援病院から順次登録受け付けを開始したが、令和 1年 12月 1日現在、以下
のように登録が進み、実際に活用している患者がでている。 

 全登録患者数 稼働中患者数 登録医療機関 
（かかりつけ医）数 

合計 
（稼働病院数３） 76 46 23（重複あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）救急搬送医療情報シートの活用 
平成 29年 11月 1日から配布をはじめ、令和元年 5月までの間にシートは累積 256件配布、救急

搬送時にシートが活用された数は、13件となっている。 

 

  

出典：南第２圏域連携会議 2020.1.21 資料 

出典：福岡市南区医師会提供資料 
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■今後について 
（1）今後の課題                        
① あんしん在宅医療連携の定着 

 あんしん在宅医療連携を一層浸透・定着していくことが、当面の課題となっている。今後さらに高
齢者医療が増えることを想定したうえで、地域の患者を地域で診ていけるような基盤を整備すること
が必要である。そこで救急患者すべてを救急病院だけで対応するのではなく、ブロック支援病院での
受け入れが検討されている。 

 

② 情報シートの活用と有効性検証 
情報シートの活用による効果を現在も集計しているが、より数が集まってくるなかで、有効性の検証

は継続的に進める予定である。多職種、私設病院、救急病院が三位一体で動いていく形を効果的に進め
るための１つの取り組みである。 
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資料① 「事前患者登録制度」にかかる資料 

  

出典：福岡市南区医師会提供資料 
 



129 

10．熊本県荒尾市 
■地域概要 
荒尾市は、熊本県の西北端に位置し、北は福岡県大牟田市、東は小岱山頂を境として玉名郡南関

町、玉名市、南は玉名市・長洲町に接し、西は有明海を隔てて長崎県・佐賀県に面している。東部に
は小岱山を擁し、西の有明海へとなだらかな丘陵が起伏。 河川は、関川、浦川、菜切川、行末川が主
要なもので、小岱山から西流あるいは南流し、いずれも有明海に注いでいる。 

風向きは北風が最も多く、降雨少なく、季節風もあまり強くない、温暖で四季の変化に富んだ自然
災害の少ない住み良い地域である。 

これらの自然条件を生かして、河川流域の平坦地では水稲栽培、丘陵地では特産の「荒尾梨」やみ
かん、スイカ栽培、海岸部では遠浅を生かした海苔養殖やアサリ採貝が行われている。 

また、産業面では、明治時代以降、北に隣接する福岡県大牟田市とともに三池炭鉱と関連産業によ
る日本有数の石炭のまちとして発展してきた。しかし、1997年の三池炭鉱の閉山で関連産業は衰退
し、人口の流出や地場企業の停滞などで地域経済は厳しい状況を迎えた。その後、産業団地の造成、
ショッピングモールの建設などを進め、さらに地域活性化と雇用拡大を図る地域再生プロジェクトな
どで活性化を目指してきた。 

 

人口・面積                           
・人口：52,191人（住民基本台帳、2020年 1月 31日） 

・面積：57.37㎢ 

 

地域医療・救急救命関連の基礎情報                
○高齢化率の動向 
65歳以上の高齢化率 34.4%で、同時期の熊本県平均 30.0％を上回る（2019年 10月）。 
 

単位：人  

  平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 令和 2 年 

65歳以上 
人口 17,502 17,768 18,033 18,223 18,261 

全人口 54,401 53,904 53,367 52,792 52,191 

各年度末人口 
出典：荒尾市ホームページ https://www.city.arao.lg.jp/q/aview/290/2676.html 
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○地域医療資源（施設数） 

 医師数 148（人口 10万人あたり 277.12、全国平均 246.00） 

 一般診療所 41（人口 10万人あたり 76.77、全国平均 71.57）、うち在宅療養支援診療所 12（人
口 10万人あたり 22.47、全国平均 11.67）、一般診療所病床数 281（人口 10万人あたり
526.15、全国平均 73.45） 

 病院 5（人口 10万人あたり 9.36、全国平均 6.65）、うち在宅療養支援病院 0（人口 10万人あた
り 0.00、全国平均 1.17）、病院病床数 1,218（人口 10万人あたり 2,280.60、全国平均
1,216.46） 

 歯科 23（人口 10万人あたり 43.07、全国平均 55.83）、うち訪問歯科 7（人口 10万人あたり
13.11、全国平均 9.07） 

 薬局 22（人口 10万人あたり 41.19、全国平均 48.72）、うち訪問薬局 6（人口 10万人あたり
11.23、全国平均 14.25） 

（出典：日本医師会「JMAP地域医療情報システム」（平成 31年 3月時点）より抜粋） 

 

○救急救命資源と現状 （注）以下は、「有明広域消防本部」全体の数字である 

 消防本部・庁舎・消防署・分署計 10、職員定数 207人、救急車 12台 

 平成 30年救急出動件数 7,911件、搬送人員 6,984人（平成 29年の出動 7,622件・搬送 6,726
人） 

 上記のうちの急病件数 5,035件、急病搬送人員 4,427人 

 平成 30年搬送人員 7,020人の傷病程度別の内訳：死亡 145人（2.1％）、重症 1,022人
（14.6％）、中等症 2,980人（42.5％）、軽症 2,873人（40.9％） 

（出典：「有明広域行政事務組合消防本部 令和元年消防年報」より抜粋）  
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■事例の概要 
荒尾市は、コンパクトな面積の中に地域医療に必要な、拠点病院、医師会、行政機関などが、一つ

ずつ揃っており、77年間の市政で合併もなかった。そうした中、2009年の有明緩和ネットワークには
じまる緩和医療における地域連携、2011年のモデル事業にはじまる認知症の地域連携、2013年の検討
会議にはじまる在宅医療の流れ、そして総合防災訓練等での接点と救急医療連携のハブとなる医師着
任という 4つの流れが重なっていく形で、One Team Araoが形成されていった。 

2018年の在宅医療・救急医療連携セミナーが 1つのきっかけとなり、現在は「地域在宅医療サポー
トセンター」において在宅医療連携のサポート体制が形成されている。ここには市内 45の医療機関の
うち 39が参加しており、特に救急との連携においては、従来、救急隊からの患者情報を確認し、一次
救急はかかりつけ医に、二次救急は市民病院に搬送するという運用体制があり、二次医療を担ってい
る市民病院に過度な救急搬送が集中する状況には至っていない。この背景には、在宅医療介護連携推
進事業で進められた、荒尾市在宅医療連携室「在宅ネットあらお」という地域連携のスキームがあっ
た。2013年より医師会を中核とする多職種の職能団体が参加する検討会議で整備が進められ、2015年
に開所しているが、2018年には、熊本県の事業である「地域在宅サポートセンター」の指定も受ける
ことになった。 

また、患者の疾患情報や介護情報、あるいは ACPや救急医療時に対する意思について、すべて記録
しておくことができる「あらお健康手帳」の運用が始まっている。これが、在宅医療と救急医療の情
報共有にも役立っている。この背景には、同市で活用が浸透していた各種手帳の存在がある。認知症
の地域連携事業で開発され、コホート研究で活用されていた「火の国あんしん受診手帳」をはじめ、
疾患別に計 5つの手帳が使われていた。2016年の熊本地震の際に、デジタルツールが使えなくなり、
市民個人が有するおくすり手帳が役に立ったという経験をしたことと、当時市内で運用されていた複
数の連携手帳を統合しようという動きから、「あらお健康手帳」が開発された。現在は、基本情報・
医療情報・介護情報・お薬手帳を中心とした共通情報の冊子と、疾患別情報を載せる追加冊子とで構
成されており、基本情報の中に、「救急医療シート」や「人生会議シート」が含まれており、本人の
意思を書き込んで運用できるようになっている。 

荒尾スマートシティ構想も進む今後は、地域医療構想、在宅医療連携、そして認知症コホート研究
と荒尾市民病院の役割強化といった流れを連動させながら、One Team Araoとして複数事業に取組み
地域包括ケアシステムを確立することが目指されている。 
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■取組の紹介 
（1）取組の背景                        
① 認知症に対する地域包括ケアの取り組み進展 
認知症については 2011年頃より、モデル事業として取り組みが始まった。その一環でつくられたの

が、認知症に関する受診状況や病状を多職種で共有し、本人や家族への支援を円滑に行う目的で熊本大学
を中心に「火の国あんしん受診手帳」が開発された。 

（経緯） 
2011 認知症疾患医療センター （2012～火の国あんしん受診手帳） 
2016 健康長寿社会の実現を目指した大規模認知症コホート研究 
2018 循環型認知症医療のための認知症連携体制基盤強化事業 

 
② 在宅医療連携室「在宅ネットあらお」の設置 

2013年に在宅療養推進事業として「在宅医療連携体制整備検討会議」が立ち上がり、で 2013、
2014年と検討が進められた。そして 2015年に在宅医療連携室「在宅ネットあらお」が設置された。
以降は「在宅ネットあらお運営委員会」のもと継続的に在宅医療の推進・検討が進められるととも
に、「在宅医療多職種事例検討会」や「多職種のつながりを深める研修会」等が実施された。さら
に、2018年には熊本県の地域在宅医療サポートセンターの指定を受けている。 

（経緯） 
2013 在宅医療推進事業：在宅医療連携体制整備検討会議 
2015 在宅医療介護連携推進事業：在宅ネットあらお 
2016 生活支援ボランティア養成講座 
2018 在宅医療関連講師人材養成セミナー 
2018 在宅医療サポートセンター 

 

③ 荒尾市医師会の円滑な連携と急変時対応のスムーズな仕組み 
荒尾市は、荒尾市民病院が基幹病院である。もともとは必要に応じて担当医がかかりつけ医と個々

に情報共有を行ってはいたが、2009年頃から、総合防災訓練を契機に救急の連携体制がつくられてい
った。特に 2013年以降は、在宅医療推進事業と連動して、荒尾市医師会による意見交換会や地域会
議も積極的に実施されるようになった。 

現在は、原則的に一次救急は医師会が対応し、二次救急は市民病院が対応する体制が確立してい
る。特に高齢者については、医療法人が運営している介護施設が多いこともあり、まず所属看護師も
しくは訪問看護師が対応し、その後主治医に連絡する流れが原則となっている。そのため、二次救急
病院に救急患者が集中する事態は起こっていない。従来、主治医不在時の対応についても、いくつか
のグループごとに在宅医同士が相互にカバーする背景もあり、機能強化型在宅療養支援診療所の制度
が導入され、在宅医療サポートセンター事業が始まったおかげで連携体制の整備が進み、夜間を含め
た不在時対応に関しては基本的にはカバーされている。 
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④ 救急・災害医療に関する連携・協議の流れ 
2007年に行われた総合防災訓練は、市や医師会、市民病院も参加して実施された。そうした接点

が、連携協議を進める土台の 1つとなっている。また、2016年になって、救急搬送に関する協議が実
施された。その背景には、在宅療養で DNRの意思表示をされていた人が主治医と連絡がとれずに救急
搬送されたようなケースが起こり、ルール整備が必要となったことがある。ここには消防隊、救急
隊、医師会が参加して協議された。この時にはまだ、後に整備する在宅医療サポートセンターのよう
な問い合わせ窓口が設けられていなかったため、「5分間は主治医、かかりつけ医に連絡をとる努力を
し、連絡がつかなければ救急搬送する。連絡がついた時点で、本人や家族の意思確認がとれた場合
は、その意思に従う」といった取り決めが設けられた。 

 

（取り組みの経緯について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：令和元年度 在宅医療・救急医療連携セミナー「One Team Arao で取り組む 
地域包括ケアシステム構築における在宅医療・救急医療連携」資料 
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＜取り組みの概要について＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜荒尾市における医療連携体制＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：令和元年度 在宅医療・救急医療連携セミナー「One Team Arao で取り組む 
地域包括ケアシステム構築における在宅医療・救急医療連携」資料 

 

出典：令和元年度 在宅医療・救急医療連携セミナー「One Team Arao で取り組む 
地域包括ケアシステム構築における在宅医療・救急医療連携」資料 
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（2）個別取組の概要                      
① 疾患別手帳の統合と荒尾市包括的地域連携手帳の開発 

2016年に、「健康長寿社会の実現を目指した大規模認知症コホート研究」が開始されたが、その時
に荒尾市は対象自治体の１つとなった。この研究において、その後 5~10年間にわたり、1500人のコ
ホートをフォローアップしていくツールとして「火の国あんしん受診手帳」が活用されることとなっ
た。 

2016年当時、荒尾市では以下５つの手帳が運用されていたが、複数の手帳を所持する患者も記入す
る医療者も少なからず負担を感じていた。 

・認知症：「火の国あんしん受信手帳」 
・がん：私ノート・私のカルテ 
・糖尿病：糖尿病連携手帳 
・脳卒中：くまもん脳卒中ノート 
・心不全：ありあけ心不全手帳 

これらを統合していくために、「新たな地域連携手帳」の開発協議会が同年に立ち上がった。その協
議会には、医師会、市民病院の各診療科医師、認知症疾患医療センター、熊本大学、行政が加わっ
た。そして、A5判・バインダー形式の冊子型手帳が 2017年に開発された。 

 

② 在宅ネットあらお 
「在宅ネットあらお」は、医療機関、かかりつけ医、訪問看護、ケアマネジャー、介護事業所、行

政など、約 220の施設が参画するネットワークである。運営委員会の下で、研修部会、相談対応部
会、情報収集部会、普及啓発部会と４つの部会が活動しており、荒尾市医師会が事務局を担ってい
る。各部会長で構成される執行部会で課題抽出を行い、専門部会で対応し、再度執行部会で評価・修
正を行う仕組みであり、顔の見える多職種協働体制が実現されている。 

（「在宅ネットあらお」の主な業務） 
１．相談窓口…退院支援、在宅療養支援、急変時対応、その他各種相談 
２．在宅医療の推進と支援…研究会、学習会開催、関連サービスの把握と活用等 
３．医療・介護・福祉の連携…病診連携の推進、多職種協働を実現させるシステムづくり等 
４．普及啓発活動…市民向け広報、普及啓発、在宅医療資源マップ配布等 
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  出典：令和元年度 在宅医療・救急医療連携セミナー「One Team Arao で取り組む 
地域包括ケアシステム構築における在宅医療・救急医療連携」資料 
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■連携強化の流れ 
（1）在宅医療サポートセンターにおける連携システムの整備 

2018年度に、熊本県医師会より「在宅医療・救急医療連携セミナー」への参加要請があった。そこ
で、在宅医療については、国や県の事業として多職種協働体制は構築できていたが、住民や関連機関
への普及啓発が不十分であることが見えてきた。他方救急医療については、従来の緩和ケアネットワ
ークをはじめ、市民病院や医師会で連携体制が構築できていたものの、本人意思の共有や在宅復帰体
制の整備等、課題が残っていた。 

そこで、2018年熊本県の事業として始まった「地域在宅医療サポートセンター」の取組みとして、
急変時の連携対応等、在宅と救急の協力体制が具体的に進むようになった。ここには、荒尾市医師会
に所属する 45医療機関のうち、精神科を含む 39の医療機関が参加している。 

この在宅医療サポートセンターは、急変時対応、入退院支援、増加する在宅医療への対応、在宅医
療センター事業連絡会の開催を必須事業、日常の療養支援、看取り、普及啓発等を選択事業とするも
のである。在宅医療介護連携推進事業として先行していた「在宅ネットあらお」がサポートセンター
として指定を受けることができたため、その機能を活用する形で在宅を中心とした医療連携の仕組み
が強化された。 

（経緯） 
・2018 地域在宅医療サポートセンター 運営会議の設置 
    在宅医療・救急医療連携セミナー 
・2019 地域在宅医療サポートセンター 急変時対応体制、看取り体制 
    あらお健康手帳配布（含救急医療シート、人生会議シート） 

 

（在宅療養患者の急変時対応の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
出典：令和元年度 在宅医療・救急医療連携セミナー「One Team Arao で取り組む 

地域包括ケアシステム構築における在宅医療・救急医療連携」資料 
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（主治医不在時の代診医体制の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（2）「あらお健康手帳」の作成     

2016年の熊本地震の際に、医療機関の電子カルテな
どのデジタルツールがシステムダウンし、患者や家族
の持つお薬手帳が貴重な情報源になったという経験か
ら、アナログツールの重要性が確認され、手帳の有効
的な活用が検討されるようになった。 

2017年から開発が始まった「あらお健康手帳」は、
基本情報・医療情報・介護情報・お薬手帳を中心とし
た共通情報の冊子と、疾患別情報を載せる追加冊子と
で構成されている。緩和ケアの医師が中心となり、人
生会議（ACP）シートも整備された。また、同意書を
もらい、在宅ネットあらおで管理して急変時対応や代
診医対応などで、情報提供ができるようにした。 

さらに、2019年 4月からかかりつけ医を中心に一般配布が開始され、8月には「あらお健康手帳意見
交換会」が、医師会、行政、認知症疾患医療センター、在宅ネットあらおに加え、消防署と警察署も参加
して開催された。そこでの意見交換を元に、救急隊員が自宅に到着した時に、「あらお健康手帳」を持っ
ていることがわかるようにする等の目的で、ステッカーを所持者の家の冷蔵庫に貼ってもらう体制が進ん
でいる。手帳を持っていることがわかると、救急時に在宅ネットあらおで情報照会ができるようにした。 

  

出典：令和元年度 在宅医療・救急医療連携セミナー「One Team Arao で取り組む 
地域包括ケアシステム構築における在宅医療・救急医療連携」資料 

 

出典：荒尾市医師会提供資料 
 



139 

（基本冊子の構成） 

冊子項目 記入者 
① 表紙・同意書 医療機関 

② 手帳の利用に際して 
   ・救急医療シート 
   ・人生会議シート 

医療機関 
本人（家族）・関連機関 
本人（家族）・関連機関 

③ 基本情報 本人（家族）・関連機関 
④ 医療連携ノート 医療機関 
⑤ 医療情報 本人（家族）・医療機関 
⑥ 歯科口腔シート 歯科医院 
⑦ 介護情報 本人（家族）・関連機関 
⑧ おくすり手帳 薬局・薬剤師 
⑨ 関連機関情報 関連機関・本人（家族） 
⑩ フリーノート 本人（家族） 

 

（3）組織の体制                        
手帳の統合を検討した開発協議会や、在宅ネットあらお等で関係者の連携が進む中、在宅医療、救

急医療、緩和医療、認知症関連の意思・関係機関全体が「One Team Arao」として連携する体制がつ
くられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：令和元年度 在宅医療・救急医療連携セミナー「One Team Arao で取り組む 
地域包括ケアシステム構築における在宅医療・救急医療連携」資料 
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■取組の成果 

（1）「あらお健康手帳」の普及                  
「あらお健康手帳」は、かかりつけ医、荒尾市民病院、歯科医院・薬局、一般市民と、段階的に配

布を拡大し、年間 500部の配布を予定している。2019年時点で 340冊を配布しているが、そのうち
104人から同意を得て運用を始めている。 

また、「あらお健康手帳」に掲載した「人生会議（ACP）シート」と「救急医療シート」について
は、専門職向けの研修やセミナーでも活用している。 

 
（2）地域在宅医療サポートセンターの運用             

当初から、在宅医療については一次救急、二次救急のすみわけがある程度できていたが、地域在宅医
療サポートセンターができたことで暗黙的だった体制が、明確に分掌しやすくなった。サポートセン
ターは 24時間体制で運用されており、急変時の情報提供については、現時点では年間数件であるもの
の、救急時の支援対応が行われている。 

 
■今後について 
（1）今後の課題                        
① 市民への普及活動の拡充 
 「あらお健康手帳」の継続的な普及と、同意書の提出数拡充が意識されている。中でも、「救急医療
シート」についてはステッカーの浸透と合わせて運用面も期待される。また「人生会議シート」に関し
ては、市民向けの ACP理解のための講演会なども開かれているが、継続的な理解浸透が期待される。 

 

② デジタルツールとアナログツールの補完体制づくり 
 society5.0 社会を迎えるにあたり、地震や台風などの災害による停電が課題となってくることも想
定し、デジタルとアナログの両方のシステムで補完体制をつくることで、より災害に強いまちづくり
に寄与していくことが意識されている。 

 電子カルテなどの電子媒体についてはくまもとメディカルネットワークが、スマートフォンなどの
個人端末から自らの情報を管理する PLR（Personal Life Repository）については荒尾スマートシティ
構想が今後の進展と連携する。そこに、あらお健康手帳という紙媒体を連携させていく取り組みが検
討されている。 
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（2）現在の取組                        
① 地域包括ケアシステムの確立にむけた取り組み 
令和元年度に国土交通省によって荒尾スマートシティ構想の推進自治体として指定されており、あ

らたな町づくりが進められている。ここまでの経緯を経て One Teamが形成されてきているが、荒尾
スマートシティ構想のなかでも、地域医療構想、在宅医療連携、認知症コホート研究ならびに荒尾市
民病院の建替えなど、それぞれの取組みが進展し、One Teamとして複数事業に取り組みつつ一層連
携を深め地域包括ケアシステムを確立していくことが期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：令和元年度 在宅医療・救急医療連携セミナー「One Team Arao で取り組む 
地域包括ケアシステム構築における在宅医療・救急医療連携」資料 
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■資料編 
工程表 
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資料① あらお健康手帳（一部ページ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：荒尾市医師会提供資料 
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Ⅳ．在宅医療・救急医療連携セミナーの実施 
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市町村

医師会

病院（救急医療関連）

病院（在宅医療関連）

診療所

保健所

都道府県

その他

無回答

43.8 

28.1 

18.8 

6.3 

3.1 

0.0 

0.0 

3.1 

3.1 

40.0 

24.0 

24.0 

8.0 

4.0 

0.0 

0.0 

4.0 

4.0 

57.1 

42.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体(n=32)

参加者(n=25)

傍聴者(n=7)

市町村

病院（救急医療関連）

病院（在宅医療関連）

消防

診療所

保健所

都道府県

その他

無回答

45.8 

16.7 

16.7 

12.5 

8.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

45.5 

18.2 

18.2 

9.1 

9.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体(n=24)

参加者(n=22)

傍聴者(n=2)

１．セミナーの参加者について 

（１）セミナーの参加者数・参加者属性 

 

① 第１部セミナーの参加者について 

第１部セミナー 
参加者数 

参加者属性 

30 名 

 市町村・保健所の事務方 10 名 

在宅医療関係者（医師会等） 10 名 

救急医療関係者 10 名 

その他 0 名 
※傍聴者数：17 名 

 

② 第２部セミナーの参加者について 
第２部セミナー 
参加者数 

参加者属性 

26 名 

 市町村・保健所の事務方 10 名 

在宅医療関係者（医師会等） 8 名 

救急医療関係者 8 名 

その他 0 名 
※傍聴者数：8 名 

 

（２）アンケート回答者の属性 

 
 
 
 
 
 
 

 
  

図表 第１部セミナー参加者・傍聴者属性（n=71） 図表 第２部セミナー参加者・傍聴者属性（n=59） 
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２．セミナーアンケート結果について 

（１）第１部セミナー アンケート結果 

第１部セミナーのアンケート結果については、以下の通りである。 
 
 

 
 

 
 

 
  

全体(n=32)

参加者(n=25)

傍聴者(n=7)

参考になった

93.8 

96.0 

85.7 

参考にならなかった

0.0 

0.0 

0.0 

どちらともいえない

3.1 

4.0 

0.0 

無回答

3.1 

0.0 

14.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=32)

参加者(n=25)

傍聴者(n=7)

参考になった

96.9 

96.0 

100.0 

参考にならなかった

0.0 

0.0 

0.0 

どちらともいえない

3.1 

4.0 

0.0 

無回答

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=32)

参加者(n=25)

傍聴者(n=7)

参考になった

87.5 

88.0 

85.7 

参考にならなかった

3.1 

4.0 

0.0 

どちらともいえない

9.4 

8.0 

14.3 

無回答

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図表 第１部セミナープログラム全体についての感想（1つ選択） 

図表 「事例発表①」（熊本県 荒尾市医師会）についての感想（1 つ選択） 

図表 「事例発表②」（静岡県 磐田市）についての感想（1 つ選択） 
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【第２回セミナー（令和元年 2 月 23 日開催）が開催されるまでに実際に取組を進めるうえでの不安な点

や知りたい点】 

 

＜不安な点（意見を一部抜粋）＞ 

所属 意見 

自治体 

 市の関係部署（救急医療所管課、地域包括ケア所管課、消防、市立病院）、
医師会、保健医療福祉関係者で構成する既存組織と多数ある中で、どこがイニ
シアチブをとって進めていくべきか不安である 
 地区医師会、救急医療機関、消防署等、連携機関が複数存在するコアメンバー

をどのように決定したら良いか不安である 
 地域によって医療資源の差が大きく、そのような地域は救急隊の負担が大きくなっ

てしまう。この落差をどのように解決するべきか、不安である 
在宅医療関係者
（医師会等） 

 自由回答に回答無し 

救急医療関係者
（病院等） 

 自由回答に回答無し 

 
  

全体(n=32)

参加者(n=25)

傍聴者(n=7)

参考になった

87.5 

84.0 

100.0 

参考にならなかった

6.3 

8.0 

0.0 

どちらともいえない

6.3 

8.0 

0.0 

無回答

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=25)

参加者(n=25)

傍聴者(n=-)

参考になった

100.0 

100.0 

0.0 

参考にならなかった

0.0 

0.0 

0.0 

どちらともいえない

0.0 

0.0 

0.0 

無回答

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図表 「事例発表③」（岩手県 久慈市）についての感想（1 つ選択） 

図表 グループワークについての感想（1 つ選択）（n=38） 

※グループワークについて、傍聴者は不参加であるため、参加者の結果のみを参考にする必要あり 
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＜知りたい点（意見を一部抜粋）＞ 
所属 意見 

自治体  看取り時の救急搬送に係る問題点、課題（現場でのケース事例と対処方法） 
  

在宅医療関係者
（医師会等） 

 実際の取り組みの詳細な工程、手法 
 全国の ACP の取り組みー先行事例の取組内容 
 救急現場における DNAR の取扱いの具体例 

救急医療関係者
（病院等）  自由回答に回答無し 

 

【セミナーの内容についてご意見・ご要望等】 

＜意見・要望（意見を一部抜粋）＞ 
所属 意見 

自治体 

 消防を含めた４者で参加したい 
 東京以外でも開催してほしい 
 職種ごとの情報共有の時間をもう少し取ってほしい 
 発表者の時間が足りない 
 GW の時間が足りなかった 
 会資源や人口規模が異なる他市町の状況を伺えて、ヒントになった 
 救急について考える良い機会となった 
 講義、グループワークなど地域に戻っても参考となる内容であった 

在宅医療関係者
（医師会等） 

 同じような問題で悩んでいる事を理解できた 
 他地域の実状を知ることができ、今後自地域での取組を考える参考になった 

救急医療関係者
（病院等） 

 全国で成功している例や国が決めたフォーマットなどあれば、資料につけてほしい
（DNR、ACP など） 
 テーマが広く、議論を絞り切れない可能性もあったので、テーマを絞り込んでも良い

かと思った 
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（２）第２部セミナー アンケート結果 

第２部セミナーのアンケート結果については、以下の通りである。 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

全体(n=24)

参加者(n=22)

傍聴者(n=2)

参考になった

87.5 

86.4 

100.0 

参考にならなかった

0.0 

0.0 

0.0 

どちらともいえない

4.2 

4.5 

0.0 

無回答

8.3 

9.1 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=24)

参加者(n=22)

傍聴者(n=2)

参考になった

95.8 

95.5 

100.0 

参考にならなかった

0.0 

0.0 

0.0 

どちらともいえない

4.2 

4.5 

0.0 

無回答

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=24)

参加者(n=22)

傍聴者(n=2)

参考になった

95.8 

95.5 

100.0 

参考にならなかった

0.0 

0.0 

0.0 

どちらともいえない

4.2 

4.5 

0.0 

無回答

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=24)

参加者(n=22)

傍聴者(n=2)

参考になった

87.5 

86.4 

100.0 

参考にならなかった

4.2 

4.5 

0.0 

どちらともいえない

8.3 

9.1 

0.0 

無回答

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図表 第２部セミナープログラム全体についての感想（1つ選択） 

図表 「事例発表②」（岡崎市）についての感想（1 つ選択） 

図表 「講義」（慶応義塾大学）についての感想（1 つ選択） 

図表 「事例発表①」（佐渡総合病院）についての感想（1つ選択） 
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【セミナーの内容についてご意見・ご要望等】 

＜事例発表について（意見を一部抜粋）＞ 

所属 意見 

自治体  先進地の事例を聞けて、勉強になった 
 事例発表の時間が短く、より長く聞きたかった 

在宅医療関係者
（医師会等） 

 学ぶところが多かった 
 ACP について、法律家への相談が大事なことであると学ぶことができた 

救急医療関係者
（病院等） 

 とても勉強になった 

 
＜グループワークについて（意見を一部抜粋）＞ 

所属 意見 

自治体  課題の共有や解決策について多くの意見を聞けてよかった 
 都市、田舎と住む場所に異なっても悩みは同じであることが分かった 

在宅医療関係者
（医師会等） 

 課題の抽出や議論の進め方について参考になった 
 職種毎のグループで、同様の立場から話ができるため、課題共有が進んだ 

救急医療関係者
（病院等） 

 各地区で課題が異なるので、地区毎での開催でもよいかと思う 
 グループはもう少し少ないメンバーでもよいかと思った 

  

全体(n=24)

参加者(n=22)

傍聴者(n=2)

参考になった

87.5 

86.4 

100.0 

参考にならなかった

4.2 

4.5 

0.0 

どちらともいえない

8.3 

9.1 

0.0 

無回答

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=24)

参加者(n=22)

傍聴者(n=2)

参考になった

87.5 

86.4 

100.0 

参考にならなかった

0.0 

0.0 

0.0 

どちらともいえない

0.0 

0.0 

0.0 

無回答

12.5 

13.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図表 グループワークについての感想（1 つ選択） 

図表 「事例発表③」（松本市医師会）についての感想（1つ選択） 

※グループワークについて、傍聴者は不参加であるため、参加者の結果のみを参考にする必要あり 



 
 

  



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅴ．フォローアップ調査結果 
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＜アンケート調査結果＞ 

（１）セミナーでの取組を含む、今年度の取組について 

① 「工程表の“作成”」を行うにあたって困難だった事柄 

工程表の作成について困難だった事柄は、「データ分析」（50.0%）が最も多かった。 

 

 

② 「工程表を“履行”」するにあたって困難だった事柄 

工程表を履行するにあたって困難だった事柄は、「目標設定」（26.7%）、「課題抽出」

（26.7%）、「データ分析」（26.7%）、「関係者の認識のすり合わせ」（26.7%）、の 4 つが最

も高い結果となった。 
 

  

関係者の認識のすり合わせ

データ分析

他団体への説明

協議会の設置

協議会の運営

課題抽出

目標設定

その他

無回答

20.0 

50.0 

20.0 

20.0 

10.0 

10.0 

30.0 

30.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体(n=10)

関係者の認識のすり合わせ

データ分析

他団体への説明

協議会の設置

協議会の運営

課題抽出

目標設定

その他

無回答

30.0 

10.0 

20.0 

0.0 

30.0 

20.0 

10.0 

20.0 

10.0 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

全体(n=10)

図表 事前課題「工程表の“作成”」を行うにあたって困難だった事柄（複数選択）（n=10） 

図表 事前課題で作成した工程表を“履行”するにあたって困難だった事柄（複数選択）（n=10）
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＜「工程表の“作成”および“履行”」において困難だった事柄（意見を一部抜粋）＞ 

所属 詳細意見 

データ分析 

 関係機関ごと様々なデータが集積されており、分析まで十分にできなかった 
 データが他部局にあり、収集に手間を要したり、把握できていないデータもあった 
 救急医療に関するデータはが消防のデータであるため、収集・分析ともに困難だった 
 どこにどのような情報があるか知る必要があり、上手くデータ集めができなかった 

他団体への説明  市役所などの主導する者がセミナーを受講しておらず、連携が困難だった 

協議会の設置  消防の立ち位置が不明確であった 
 今ある協議会を活用するか、新しく作るのかを検討し調整する必要性があった 

協議会の運営  資料作成や説明等の事務的負担がある 
課題抽出  課題を明確にすることが難しかった 

目標設定 
 現在共有されている目標以上に設定することが困難だった 
 「顔の見える関係」を構築することが先決であり、連携ルール作りを目標に据えたいが、

現時点で実現が難しそうである 
 

③ 「工程表を“履行”」するにあたって工夫した点 
工程表を履行するにあたって工夫した点としては、既存の協議体を活用する、並行事業と

共同で進める等、今ある仕組みを効果的に使用し、取組を進めたという意見が見られた。

また、関係者で密にコミュニケーションを取ることで、自治体・医師会・病院等の立場が

異なる場合であっても共通の課題を見つけ、取組を進捗できたとの点があがった。 
 

＜「工程表を“履行”」するにあたって工夫した点（意見を一部抜粋）＞ 

工夫した点 

 関係者の実務者レベルでの打合せを密に行い、協議会内での認識を少しずつ広めて
いった 
 会議（意見交換会）前に事前アンケートを実施することで、会議目的の明確化と合

理化を図った 
 具体的に困ったケース（事例）について説明し、誰がどのようなことで対応に苦慮した

のかということを伝えた。（特に医師に対して） 
 既にある在宅医療介護連携拠点の専門性を活かすことで、センター長である医師の

ネットワークにより医師会の救急担当理事の医師や消防本部とのつながりを構築した
り、救急救命士を交えた専門職向けのセミナーを企画したりした。 
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④ 「工程表を“履行”」するにあたって最も上手くいった点 

工程表を履行するにあたって最も上手くいった点は、「その他」（40.0%）と最も高く、次

いで、「課題抽出」（20.0%）、「他団体への説明」（20.0%）が同率で続く。「その他」につい

ては、担当者間での課題の共有等の意見があった。 
 

 

＜「工程表を“履行”」するにあたって最も上手くいった点（意見を一部抜粋）＞ 

所属 詳細意見 

データ分析 
 地域の消防本部のデータが 2005 年から経年で収集でき、時系列で変化を確認する

のに役立った 
 消防本部から過去の延命処置拒否の事例を容易に入手できた 

他団体への説明 
 はじめに関係機関と課題の共有を行うことが出来たため、その後の連携が容易だった 
 救急医療関係者と在宅医療・介護関係者間の考え方の隔たりはあるが、「顔の見え

る関係の構築」という共通課題を互いに見出すことができたことは大きな成果であった 

課題抽出 
 もともと、地域での課題としての共通認識があったため、それをメンバーで再確認できた 
 会議の構成員を現場目線の構成員で集めるなど工夫したことにより、当初の予想以

上に様々な課題の抽出ができた 
  

データ分析

10.0%

他団体

への説

明

20.0%
協議会の設置

0.0%

協議会の運営

0.0%

課題抽出

20.0%

目標設定

0.0%

その他

40.0%

無回答

10.0%

図表 工程表を“履行”するに当たって最も上手くいった点（1 つ選択） （n=10）  
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（２）これから在宅医療・救急医療の連携を進めていく上の方向性 

① 「在宅からの搬送の連携強化」についてこれからどのように取り組むか 

在宅からの搬送の連携強化については、「既に取り組んでいる」（60.0%）が最も高く、次

いで「令和２年度に取組を開始する」（30.0%）となった。 
 

 
 

 「高齢者施設からの搬送の連携強化」についてこれからどのように取り組むか 
高齢者施設からの搬送の連携強化については、「令和２年度に取組を開始する」（40.0%）

が最も多く、次いで「未定」（30.0%）となった。「未定」とした理由としては、施設から

の搬送について、現状の支援から広げていくか、別途支援を行うのか決定できていないた

め、等の意見が挙がった。 
 

 
  

既に取り組ん

でいる

60.0%

令和2 年度

に取組を開

始する

30.0%

令和3 年度以

降に取組を開

始する

0.0%

今後取り組む

予定はない

0.0%

未定

10.0%

無回答

0.0%

既に取り組

んでいる

20.0%

令和2 年度に

取組を開始す

る

40.0%

令和3 年度以

降に取組を開

始する

0.0%

今後取り組む

予定はない

10.0%

未定

30.0%

無回答

0.0%

図表 「在宅からの搬送の連携強化」について今後の取組（1 つ選択） （n=10）  

図表 「高齢者施設からの搬送の連携強化」について今後の取組（1 つ選択） （n=15）  
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 「患者本人の意思を事前に汲み取る取組の連携強化」についてこれからどのように取り組むか 
患者本人の意思を事前に汲み取る取組の連携強化については、「既に取り組んでいる」

（60.0%）、「令和２年度に取組を開始する」（40.0%）となり、未定とした地域は見られな

かった。各地域において積極的に検討がされている。 
 
 

 

（３）国への要望について 

国への要望については、より多くの本セミナー等への参加機会の提供、先進事例の更なる

提供、国民への普及啓発、自治体が行う在宅医療・救急医療連携に対する法整備化等の意

見への要望、等の意見が挙がった。 
 

＜国への要望（意見を一部抜粋）＞ 

国への要望 

 先進的な取組について、引き続き情報発信してほしい 
 本セミナー開催の継続を期待したい 
 自治体に向けた評価指標分析の指導・講習会等を開催してほしい 
 救急医療分野においては、心肺蘇生を希望しない場合の対応事例について、情報を

集約し、情報発信をしてほしい（法的な部分で、どこまでの運用が可能なのか等を示
してほしい） 
 蘇生を望まない場合は、救急車を呼ばないということを国民に理解できるように伝えて

もらいたい 
 夜中等に救急搬送された入院適応外事例、特に一人暮らし高齢者等の帰宅困難

者への対応等に救急担当病院は苦慮している。今後、一人暮らし高齢者の増加が
見込まれる中、何か対応策を例示いただきたい 
 高齢者の救急搬送について、地域ルールではなく、一定の取り扱い等を基本方針とし

て示してほしい 
 組織の問題として、消防が受け身の対応になりがちなことが残念である。消防庁からの

何らかの通知をいただけないか 
 救急医療関係者は、本人の意思に沿った救急搬送に関して、法令上の裏付けを求

めていると思われるので、一律のルールではなく、地域の実情に沿ったルール整備を求
めて実施させるような法整備ができればよい 

 

既に取り組ん

でいる

60.0%

令和2 年度に

取組を開始す

る

40.0%

令和3 年度以

降に取組を開

始する

0.0%

今後取り組む

予定はない

0.0%

未定

0.0%

無回答

0.0%

図表 「患者本人の意思を事前に汲み取る取組の連携強化」について 

今後の取組（1 つ選択） （n=15）  



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅵ．在宅医療・救急医療連携における都道府県の 

市町村支援等実施状況調査 
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１．アンケート調査結果 まとめ 

（１）都道府県における在宅医療・救急医療連携にかかる担当部署の種類 

① 市町村における在宅医療・救急医療連携状況 
各都道府県における在宅医療・救急医療の連携を担当するのは「衛生主管部（局）」が最も多

く、全体の 72.3%を占める。その他に介護保険主管部（局）等が担当する都道府県もある。こ

うした部署が在宅医療・救急医療連携体制整備のための各協議会を執り行い、地域に適した体

制づくりに取り組んでいる。 

（２）都道府県が行う在宅医療・救急医療連携にかかる市町村支援の具体的内容 

① 市町村等への情報提供 

都道府県が把握する在宅医療・救急医療連携に関するデータの管下市町村等への提供につい

て、市町村およびそれ以外の単位で提供、もしくは提供を検討しているところは全体の 49.0％
で、半数以上の 51.0％が提供しておらず、今後も未定と回答している。提供されている情報は、

在宅医療に関するものが最も多く、内容は在宅・介護資源情報冊子の作成等である。 

また、患者本人の診療情報・社会的情報・DNAR 等の情報を関係職種で共有するツール等の

管下市町村等への提供について、半数以上の 55.3％が提供しておらず、今後も未定と回答して

おり、ツールの普及や標準化が進まず、十分活用されていない現状を示している。 

② 在宅医療・救急医療連携体制の整備 

後方支援病床の確保の体制構築については、46.8％が実施しており、在宅医療推進協議会等

で検討され、支援が推進されている。 

在宅医療・救急医療連携にかかる広域的な相談窓口の整備については、23.4％が実施してお

り、二次医療圏単位や医師会単位で窓口整備が行われている。 

市町村の区域をまたぐ在宅医療・救急医療連携の促進については、48.9％が実施しており、

都道府県医師会の取組への補助等が行われている。 

在宅医療・救急医療連携にかかる専門職の育成については、40.4％が実施しており、ACP の

普及・啓発、意思決定支援等に関する研修会が行われている。 

市町村職員への研修については、27.7％が実施しており、在宅医療・介護連携に関する研修

会やセミナー等が行われている。 

地域住民への普及啓発（普及啓発を行う市町村の支援も含む）については、46.8％が実施し

ており、ACP、在宅医療等についての住民フォーラムやセミナーの実施や、市町村の実施の補

助を行っている。 
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③ 在宅医療・救急医療連携おける都道府県の市町村支援（まとめ） 

最も行われている市町村支援は、「市町村の区域をまたぐ在宅医療・救急医療連携を促進し

ている」（48.9％）となったが、47 都道府県のうち、対応できている都道府県は半数にも満た

ない。どの項目も全体的に対応できている都道府県は少なく、特に「在宅医療・救急医療連携

にかかる広域的な相談窓口の整備」については、23.4％の都道府県しか実施していない状況で

ある。 

④ 市町村支援の実施の課題 

在宅医療・救急医療連携に関する市町村支援を実施するにあたって、「市町村を支援するため

のノウハウの不足」（89.4％）が最も課題であるとされ、次いで「連携に関する地域診断のノウ

ハウの不足」（85.1％）、「指標設定との事業評価のしにくさ」（83.0％）と続き、都道府県による

各市町村の現状の分析が十分でなく、支援のための課題の把握そのものが課題である様子がう

かがえる。これら課題解決のための取組として、都道府県による郡市医師会や市町村の担当者と

の合同意見交換会の実施、ヒアリング・調査による課題の共有を進める等の対応が行われている。 

⑤ 在宅医療・救急医療連携協議について 
各都道府県は、在宅医療・救急医療連携について話し合うことのできる様々な協議の場の運

営、および運営の補助等に携わっている。各協議体は施策検討・策定・協議・評価、在宅医療

や救急医療体制の整備を設置目的とし、参加者は、県市町村会・行政機関をはじめ、医師・看

護師・歯科医師・薬剤師・その他医療職等にかかわる団体・施設に所属するものが半数以上を

占める。このような協議の場は、上記の設置目的の他、各職種間の情報・課題の共有、ACP・
人生の最終段階における医療･ケア等を主な議題とし、年１～２回ほど開催されている。 
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２．アンケート調査結果 

（１）在宅医療・救急医療連携にかかる担当部署の種類 

① 担当部署の種類 

○ 在宅医療・救急医療連携の担当部署は、「衛生主管部（局）」72.3%）が最も多い。 

問 2：在宅医療・救急医療連携を主として担当している部署の種類について、最も近いものをお知ら

せください。 

 

＜その他の回答＞ 

※自由回答を分類してグラフ化 

○ その他の回答では、医療主管・医療関連部署が最も多く、健康医療福祉部、地域包括ケ

ア主管課等が該当する。 

 
 

  

衛生主管部

（局）

72.3%

介護保険主管

部（局）

4.3%

消防防災

主管部

（局）

0.0%

その他

23.4%

無回答

0.0%

6

2

2

2

2

2

0 2 4 6 8

医療主管・医療関連部署

保健・福祉・健康

介護保険

衛生

地域包括

決まっていない・その他

（件数）

質問 NO 項目 主な内容 件数
1 医療主管・医療関連部署 健康医療福祉部、地域包括ケア主管課、医療連携体制整備、家等主

管部、衛生主管部、医療政策課、在宅医療・認知症対策・地域ケア推
進課

6

2 保健・福祉・健康 保健福祉部健康・地域ケア推進課、健康福祉医務課 2
3 介護保険 在宅医療は介護保険主管部 2
4 衛生 救急医療は衛生主管部 2
5 地域包括 地域包括ケア主管、地域ケア推進課 2
6 決まっていない・その他 決まっていない、衛生・消防・介護保険の部署で連携して対応 2

14

問2 選択肢 「4.その他」
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（２）都道府県が行う在宅医療・救急医療連携にかかる市町村支援の具体的内容 

① 市町村等への情報提供 

Ａ）情報提供状況 

◇ 情報情報提供の単位 

○ 「提供しておらず、今後は未定」（51.0%）が最も多い。 

問 3：都道府県が在宅医療・救急医療連携について把握しているデータを、管下市町村等へ情報提

供していますか。 

 
＜「市町村単位ではないが、提供している」場合の具体的内容＞ 

※自由回答を分類してグラフ化 

○ 市町村単位でない場合は、二次医療圏単位、保健所単位、県単位等の単位で提供されて

いる。 

 

 
  

市町村単位で

提供している

27.7%

市町村単位で

はないが、提

供している

17.0%
提供していな

いが、すること

を検討中

4.3%

提供してお

らず、今後

は未定

51.0%

無回答

0.0%

4

3

1

0 1 2 3 4 5

二次医療圏単位

保健所

県単位

  

（件数）

1 二次医療圏単位 二次医療圏単位で提供 4
2 保健所 保健所単位、一部の保健所に提供 3
3 県単位 県単位で提供 1

8

問3 選択肢 「2. 市町村単位ではな
いが、提供している」
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◇ 情報情報提供の内容 

※自由回答を分類してグラフ化 

○ 管下市町村等へ提供している情報は、在宅医療に関するデータが最も多く、在宅医療機

関の情報等が提供されている。 
問 3-1：下記に提供している内容を記載してください。（検討中の場合は検討している内容を記載し

てください）※自由回答から分類してグラフ化 

 

 
 

  

18

4

2

1

0 5 10 15 20

在宅医療に関するデータ

救急搬送先・
取り組み・システム

介護関連指標

ACP普及啓発・調査

（件数）

1 在宅医療に関するデータ ・二次医療圏ごとに整理し保健所に情報提供　・在宅医療機関の情報
公開　・在宅、介護資源情報冊子の作成　・県支援のショートステイの空
き情報　・在宅医療のアンケート結果の情報提供　・訪問診療医の紹介
・在宅療養診療所　・在宅療養支援病院　・在宅療養校本支援病院
・在宅療養歯科診療所　・在宅患者訪問薬剤管理指導料・在宅医療
に関する実態調査の分析結果　・医療計画で用いる関連指標を公表
・訪問診療実施施設数や看取り件数のデータ提供　・在宅医療・介護
関連指標の一覧化で公表

18

2 救急搬送先・取り組み・システム ・消防本部の医療圏別、病院別搬送データ　・高齢者の救急搬送につ
いての取組の共有　・医療機関別の救急搬送件数データ等　・救急患
者の疾病、傷病など搬送データを救急医療情報システムで情報を共有

4

3 介護関連指標 ・ショートステイの空き情報　・介護関連指標の一覧化 2
4 ACP普及啓発・調査 ・ACP普及啓発の取組調査、まとめの提供 1

25

問3-1 問3 都道府県が在宅医療・
救急医療連携について把握している
データの管下市町村等へ情報提供し
ている内容
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13

12

10

10

3

2

0 5 10 15

診療情報・薬剤・DNAR

ツールとしてICTを活用、整
備、支援

生活状況・本人の意向・
家庭状況・社会的情報・ACP

介護サービス状況

入退院時の情報

在宅医療・訪看

（件数）

1 診療情報・薬剤・DNAR ・診療情報　・患者の病態、診療　・掛かり付け医　・ACP情報　・救急
搬送患者の薬剤、DNAR情報等　・担当医師

13

2 ツールとしてICTを活用、整備、支援 ・ICTを活用　・ICT導入、整備をの支援　・ICTを整備 12
3 生活状況・本人の意向・家庭状況・社会的情

報・ACP
・家族支援者情報　・生活状況　・社会的情報 10

4 介護サービス状況 ・介護サービス利用状況　・担当ケアマネ　・要介護度　・担当介護支援
専門員

10

5 入退院時の情報 ・入退院時の情報連携シート　・病院とケアマネ間情報共有シート　・入
退院時の介護支援サービス、家族支援の情報共有シート

3

6 在宅医療・訪看 ・在宅医療機関の訪問診療病態、DNARの情報　・訪問看護ステーショ
ンの情報　・在宅医療診療情報

2

50

問4-1 提供している、または検討して
いる内容及びツールによる共有内容

B）患者情報共有ツール等の市町村への提供／提示 

◇ 提供／提示の状況 

○ 「しておらず、今後は未定」（55.3%）が最も多い。 

問 4：患者本人の診療情報・社会的情報・DNAR 等の情報を関係職種で共有するツール等について、

管下市町村等へ提供／提示していますか。  

 

 

◇ 提供／提示している（提供／提示を検討しているも含む）ツールの内容 

※自由回答を分類してグラフ化 

○ 提供／提示しているもの、または提供／提示を検討しているものは、診療情報・薬剤・

DNAR に関するものが最も多いが、そもそものツールとして ICT を活用して情報提供

整備を試みる都道府県も多い。 
問 4-1：下記に提供している内容及びツールによる共有内容を記載してください。（検討中であれば

検討している内容を記載してください） 

 

 

 

  

している

40.4%

していない

が、することを

検討中

4.3%

しておらず、

今後は未定

55.3%

無回答

0.0%
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◇ 提供／提示している（提供／提示を検討しているも含む）ツールについての課題 

※自由回答を分類してグラフ化 

○ ツールについての課題は、活用、使用状況、普及に関するものが最も多く、普及や標準

化が進まず、十分活用されていない現状を示している。 
問 4-2：ツールについて、何か課題があれば記載してください。 

 

 

② 在宅医療・救急医療連携体制の整備 

A）後方支援病床の確保の体制整備 

○ 「行っておらず、今後は未定」（51.1%）が最も多い。 

問 5：後方支援病床の確保の体制構築を行っていますか。 

  

12

2

2

1

0 5 10 15

活用、使用状況、
普及について

標準化、効果検証について

費用負担について

個人情報管理について

（件数）

1 活用、使用状況、普及について ・使用状況にばらつきがある　・普及が進まない　・標準化が進んでいない　・活用が
不充分　・加入が伸び悩んでいる

12

2 標準化、効果検証について ・使用状況にばらつきがあり効果検証が難しい　・地域の実情にあったツールを使用し
おり広域的統一が難しい

2

3 費用負担について ・ランニングコストに係る費用負担軽減が必要　・ランニングコスト負担により小規模市
町村は財源確保が困難で普及していない

2

4 個人情報管理について ・個人情報管理が厳格すぎて使い勝手が良くない 1
17

問4-2 ツールについて、何か課題があれ
ば入力してください。

行っている

46.8%

行っていない

が、行うことを

検討中

2.1%

行っておら

ず、今後は

未定

51.1%

無回答

0.0%
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＜具体的実施内容＞ 

※自由回答を分類してグラフ化 

○ 「在宅医療推進協議会で検討、支援を推進」が最も多く、複数医療機関グループ化や、

在宅医療の協力体制のための協議会等への助成等の支援を行っている。 
問 5-1：下記に実施している内容を記載してください。（検討中であれば検討している内容を記載し

てください） 

 

 

 

  

9

7

7

4

2

0 2 4 6 8 10

在宅医療推進協議会で
検討、支援を推進

二次医療圏で確保

医師会単位で確保

後方支援ネットワーク、サ
ポートセンターなど、後方支援

病床確保体制整備

地域包括ケアシステム推進協
議会で検討

（件数）

1 在宅医療推進協議会で検討、支援を推進 ・在宅医療のグループ診療の補助メニューとして支援　・複数医療機関グループ化し
後方支援の推進を図る　・在宅医療の協力体制のための連絡会等への助成　・診
療時間外の在宅療養患者受け入れへの支援　・訪問診療機関への機器整備補助　
・在宅医療移行体制確保事業で看護師配置への支援　・強化型在宅療養支援医
療機関への移行費用の支援（在宅医療体制強化事業）　・在宅療養患者の急
変受け入れ地域型密着協力病院を独自に指定　など。

9

2 二次医療圏で確保 ・二次医療圏域単位で後方支援病床を確保　・二次医療圏単位での在宅、後方
支援病院との連携確保に取組んでいる

7

3 医師会単位で確保 ・医師会単位で後方支援病床を確保　・市町村と医師会が協力し確保できるよう支
援　・医師会と協力し在宅と後方支援との連携に取組んでいる　・医師会における後
方支援確保の体制構築に取り組む　・医師会への補助事業として実施

7

4 後方支援ネットワーク、サポートセンターなど、後方
支援病床確保体制整備

・県内2か所で後方支援ネットワークの構築　・医師会で在宅医療の基盤整備のた
めの先進事例・モデル事業選定を補助　・医療的ケア児の家族支援として短期入所
促進事業　・地域在宅医療サポートセンターを指定急変時対応への取組を推進

4

5 地域包括ケアシステム推進協議会で検討 ・地域包括ケアシステム推進協議会において確保について検討進めている　・地域包
括ケアシステム推進センターの設置し後方支援病院の位置付け、在宅医療推進を
図っている

2

23

問5-1 問5 後方支援病床の確保の体
制構築の内容
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B）在宅医療・救急医療連携にかかる広域的な相談窓口の整備 

○ 「しておらず、今後は未定」（74.5%）が最も多い。 

問 6：在宅医療・救急医療連携にかかる広域的な相談窓口の整備をしていますか（市町村が行う相

談窓口の整備の支援も含む）。 

 
＜具体的実施内容＞ 

※自由回答を分類してグラフ化 

○ 広域的な相談窓口を整備している場合は、在宅医療・介護連携、サポートの支援に関す

るものが最も多く、二次医療圏域の多職種連携協議会で協議し、必要に応じて市町村に

窓口を整備する等が行われている。 
問 6-1：下記に実施している内容を記載してください。（検討中であれば検討している内容を記載し

てください） 

 

 
  

している

23.4%
していない

が、することを

検討中

2.1%しておらず、

今後は未定

74.5%

無回答

0.0%

7

6

2

0 2 4 6 8

在宅医療・介護連携、
サポートの支援

連携体制構築、設置、検討、
支援

救急搬送、受け入れ病院と消
防署の連携構築

（件数）

1 在宅医療・介護連携、サポートの支援 ・二次医療圏域の多職種連携協議会で協議し必要に応じて市町村に窓口を整備
する支援　・各市町村の相談間口設置を支援　・従事者育成による在宅療養環境
を整備　・二次医療圏に在宅医療総合窓口を設置　・各福祉保健所を在宅医療に
必要な連携を担う　など

7

2 連携体制構築、設置、検討、支援 ・医師会単位で在宅医療連携体制構築を検討中　・医師会と歯科医師会に委託
し相談窓口を整備　・医師会と協力し相談窓口を設置し、環境整備、心材育成を
図っている　・県医師会に支援センターを設置、医師会在宅医療センターの情報共
有を行っている

6

3 救急搬送、受け入れ病院と消防署の連携構築 ・在宅医療支援センターで救急搬送時の組成措置等の関する指示書作成、救急
搬送との連携体制を構築　・在宅医療と救急医療との連携体制構築を検討中

2

15

問6-1 問6 在宅医療・救急医療連携
にかかる広域的な相談窓口
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9

8

3

3

1

1

1

0 2 4 6 8 10

県医師会取組みの補助

入退院支援ルール

急変時の対応、救急連携
ルール

ACPの取組

訪看との連携強化

保健所の取組

複数医療機関のグループ化

（件数）

C）市町村の区域をまたぐ在宅医療・救急医療連携の促進 

○ 市町村の区域をまたぐ在宅医療・救急医療連携の促進については、「している」

（48.9%）が最も多い。 
問 7：市町村の区域をまたぐ在宅医療・救急医療連携を促進していますか。 

 
＜具体的実施内容＞ 

※自由回答を分類してグラフ化 

○ 市町村の区域をまたぐ在宅医療・救急医療連携の促進については、都道府県医師会の取

組の補助、入退院支援ルールに関することが多かった。都道府県医師会の取組の補助に

ついては、研修会等への支援や、医師会コーディネーターへの総括アドバイザー配置等

を行っている。 
問 7-1：下記に実施している内容を記載してください。（検討中であれば検討している内容を記載し

てください） 

 

 

 

 

 

  

している

48.9%

していない

が、することを

検討中

4.3%

しておらず、

今後は未定

46.8%

無回答

0.0%

1 県医師会取組みの補助 ・医師会の取組を補助　・医師会の研修会等への支援　・市町村間連携事業実施
の支援　・連携協議会の経費補助　・二次医療圏単位の在宅医療拡大、連携の
強化　・医師会コーディネータへの総括アドバイザー配置、各種の相談に応じている

9

2 入退院支援ルール ・病院と介護支援専門員を結ぶ入退院時の情報提供のルール化・入退院時の情報
提供、カンファレンスの協議　・入退院調整に係る検討、意見交換　・県統一の入退
院時情報提供ルール、連携シート作成　・保健所単位での入退院調整ルールを広
域化を協議

8

3 急変時の対応、救急連携ルール ・在宅季語連携ルール～急変時連携編を参考に急変時の対応を整理　・二次圏
医療単位で在宅医療と救急連携ルールを策定

3

4 ACPの取組 ・ACPの対応について協議　・ACPに関する市町の取組状況の共有　　・総括アドバ
イザーが看取りの相談に応じる

3

5 訪看との連携強化 ・病院と訪看ステーション間の連携強化への支援 1
6 保健所の取組 ・県内各保健所ごとに連携会議を開催 1
7 複数医療機関のグループ化 ・包括ケアシステム推進センターを設置し、複数医療機関をグループ化 1

26

問7-1 問7 市町村の区域をまたぐ在宅
医療・救急医療連携促進内容
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9

5

5

2

1

1

1

0 2 4 6 8 10

ACPの普及、啓発、患者意思
決定相談員の育成

在宅医療・介護に関する研
修、育成

多職種研修会

入退院に関する研修

掛かり付け医

救急医療、総合診療

介護支援専門員の育成

（件数）

D）在宅医療・救急医療連携にかかる専門職の育成 

○ 「しておらず、今後は未定」（53.2%）が最も多い。 

問 8：在宅医療・救急医療連携にかかる専門職の育成（研修等）を行っていますか（育成を行う市町 

村の支援も含む）。 

 

＜具体的実施内容＞ 

※自由回答を分類してグラフ化 

○ ACP の普及、啓発、患者意思決定相談員の育成が最も行われており、人生の最終段階

における医療機関職員向け研修や、訪看対象の看取りの研修等を行っている。 
問 8-1：下記に実施している内容を記載してください。（検討中であれば検討している内容を記載し

てください） 

 

 

 

 

 

 

   

している

40.4%

していない

が、することを

検討中

6.4%

しておらず、

今後は未定

53.2%

無回答

0.0%

1 ACPの普及、啓発、患者意思決定相談員の育
成

・ACPの普及等に関する研修会　・ACP,看取り検案監修　・人生の最終檀家におけ
る医療機関職員向け研修　・ACPの取組普及計h津する推進委員を養成　・国の
「患者の意向をを尊重した意思決定のための相談員研修会」の県版を実施　・訪看
対象の看取りの研修　など

9

2 在宅医療・介護に関する研修、育成 ・在宅医療・介護連携推進のための研修企画、運営 5
3 多職種研修会 ・在宅医療のための多職種研修会の補助　・「多職種協働による在宅チーム医療を

担う人材育成」参画への補助　など
5

4 入退院に関する研修 ・大学委託事業により入退院時の情報提供、カンファレンス研修会開催　・多職種
向け研修、セミナー開催

2

5 掛かり付け医 ・掛かり付け医を養成する研修 1
6 救急医療、総合診療 ・救急医療推進における総合診療の人材育成のための研修 1
7 介護支援専門員の育成 ・介護支援専門員からの相談に対応する人材育成 1

24

問8-1 問8 在宅医療・救急医療連携
にかかる専門職の育成（研修等）
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E）在宅医療・救急医療連携にかかる市町村職員への研修 

○ 「行っておらず、今後は未定」（66.0%）が最も多い。 

問 9：在宅医療・救急医療連携にかかる市町村職員への研修を行っていますか。 

 
＜具体的実施内容＞ 

※自由回答を分類してグラフ化 

○ 在宅医療・介護の研修会、会議が最も多く行われており、在宅医療・介護者、市町村職

員対象にセミナー開催、在宅医療推進に向けたロードマップ作成研修等を行っている。 
問 9-1：下記に実施している内容を記載してください。（検討中であれば検討している内容を記載し

てください） 

 
 

 

  

行っている

27.7%

行っていない

が、行うことを

検討中

6.4%

行っておら

ず、今後は

未定

65.9%

無回答

0.0%

6

4

2

1

1

0 2 4 6 8

在宅医療・介護の
研修会、会議

ACP

在宅医療と救急連携

救急現場の現状把握

入退院時の情報提供

（件数）

1 在宅医療・介護の研修会、会議 ・在宅医療・介護者、市町村職員対象にセミナー開催　・在宅医療推進に向けた
ロードマップ作成研修　・在宅医療・介護連携推進事業に係る事例発表等の研修
会　など

6

2 ACP ・ACPの研修　・事前意思表明書の作成　・ACP取組みを普及啓発する普及推進
員の養成　・「患者の意向を尊重した意思決定のための相談員研修会」への参加　
など

4

3 在宅医療と救急連携 ・在宅医療と救急連携の取組を検討中　・急変時の対応 2
4 救急現場の現状把握 ・消防本部等を講師とした市町村職員研修 1
5 入退院時の情報提供 ・大学委託事業による全県下の医療・介護関係者対象に入退院時の情報提供、カ

ンファレンス研修を開催
1

14

問9-1 問9 在宅医療・救急医療連携
にかかる市町村職員への研修
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20

12

6

1

1

0 5 10 15 20 25

ACPについて

在宅医療に関して

人生の最終段階における医・
介、看取り

救急

入退院

（件数）

Ｆ）在宅医療・救急医療連携にかかる地域住民への普及啓発 

○ 「行っている」（46.8%）が最も多い。 

問 10：在宅医療・救急医療連携にかかる、地域住民への普及啓発を行っていますか（普及啓発を

行う市町村への支援も含む）。 

 

＜具体的実施内容＞ 

※自由回答を分類してグラフ化 

○ ACP に関する普及啓発が最も多く行われており、患者療養手帳などのツールの作成、

かかりつけ医とともに普及のための県民公開講座の開催等に取り組んでいる。 
問 10-1：下記に実施している内容を記載してください。（検討中であれば検討している内容を記載し

てください） 

 

 
 
 
 
 
 

   

行っている

46.8%

行っていない

が、行うことを

検討中

14.9%

行っておら

ず、今後は

未定

38.3%

無回答

0.0%

1 ACPについて ・住民向けフォーラム実施を検討　・周知啓発のための十見えんの講演会、リーフレッ
トの配布　・患者療養手帳などのツールを作成　・在宅医療、掛かり付け医とともに普
及のための県民公開講座を開催　など

20

2 在宅医療に関して ・在宅医療に関するリーフレットの作成を検討　・医師会等の普及啓発活動を支援　
・在宅医療に関するセミナーの開催　・推進事業に係る会議を医師会、市町村等の
委員会で開催　など

12

3 人生の最終段階における医・介、看取り ・人生最終段階をテーマに県民向け公開講座を開催　・エンディングノートの取組を
市民に展開　・看取りに関する普及啓発番組の制作・放映を開催　など

6

4 救急 ・救急に関するリーフレットの作成を検討 1
5 入退院 ・入退院支援の手引きの普及啓発 1

40

問10-1 問10 在宅医療・救急医療連
携にかかる、地域住民への普及啓発
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1

1

1

1

1

1

1

2

0 1 2 3

地域ケア会議への支援

研修会への補助

ロードマップの作成

講師人材バンクの設置

救急搬送における課題の調
査

先進事例、 モデル事業の選
定、補助

データ分析支援を検討

その他

（件数）

Ｇ）在宅医療・救急医療連携にかかる上記①～⑥以外の支援 

○ 「行っておらず、今後は未定」（78.7%）が最も多い。 

問 11：上記（上記問 3～問 10）にかかる事柄以外で、在宅医療・救急医療連携についての市町村支

援を行っていますか。 

 
＜具体的実施内容＞ 

※自由回答を分類してグラフ化 

○ 会議や研修会、調査等への支援や補助等が行われている。 

問 11-1：下記に実施している内容を記載してください。（検討中であれば検討している内容を記載し

てください） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

行っている
17.0%

行っていない
が、行うことを

検討中

4.3%

行っておらず、
今後は未定

78.7%

無回答
0.0%

1 地域ケア会議への支援 ・地域包括ケアシステム構築に向けた地域ケア会議 1
2 研修会への補助 ・市町村が行う在宅医療に関する研修会への補助なの支援 1
3 ロードマップの作成 ・モデル３地区（１２市町）において、在宅医療の推進に向けたロードマップの作成

を支援
1

4 講師人材バンクの設置 ・市町村の研修実施を県が支援するため、在宅医療やACPに関する講師人材バン
クの設置を検討（あくまで検討中）

1

5 救急搬送における課題の調査 ・高齢者の救急搬送における課題について、診療報酬を実施する医療機関・救急告
示病院・高齢者向け住宅等へ調査実施し、調査結果を市町へ提供

1

6 先進事例、 モデル事業の選定、補助 ・診療報酬を実施する医療機関・救急告示病院・高齢者向け住宅等へ調査実施
し、調査結果を市町へ提供

1

7 データ分析支援を検討 ・KDB等のデータ分析を活用した市町村支援を検討しているが、データ分析をどのよ
うにすればいいかわからず、着手できていない。

1

8 その他 ・各市町村の個別ヒアリングを行い、必要な支援を行っている　・在宅医療、介護連
携の推進に関する市町支援

2

9

問11-1 問11 上記（上記問3～問
10）にかかる事柄以外で、在宅医療・
救急医療連携についての市町村支援
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③ 在宅医療・救急医療連携おける都道府県の市町村支援（まとめ） 

○ 以下は、前述「① 市町村等への情報提供」および「② 在宅医療・救急医療連携体制の

整備」に記載した、都道府県が行う在宅医療・救急医療連携についての市町村支援の対

応状況をまとめたものである。最も行われている市町村支援は、「市町村の区域をまた

ぐ在宅医療・救急医療連携を促進している」（48.9％）となったが、47 都道府県のう

ち、対応できている都道府県は半数にも満たない。どの項目も全体的に対応できている

都道府県は少なく、特に「在宅医療・救急医療連携にかかる広域的な相談窓口の整備」

については、23.4％の都道府県しか実施していない状況である。 

 
  

問3 都道府県が在宅医療・救急医療連携につい
て把握しているデータを、管下市町村等へ情報提

供していますか。(n=47)

問4 患者本人の診療情報・社会的情報・DNAR等
の情報を関係職種で共有するツール等について、
管下市町村等へ提供／提示していますか。(n=47)

問5 後方支援病床の確保の体制構築を行ってい
ますか。(n=47)

問6 在宅医療・救急医療連携にかかる広域的な
相談窓口の整備をしていますか（市町村が行う相

談窓口の整備の支援も含む）。(n=47)

問7 市町村の区域をまたぐ在宅医療・救急医療連
携を促進していますか。(n=47)

問8 在宅医療・救急医療連携にかかる専門職の
育成（研修等）を行っていますか（育成を行う市町

村の支援も含む）。(n=47)

問9 在宅医療・救急医療連携にかかる市町村職
員への研修を行っていますか。(n=47)

問10  在宅医療・救急医療連携にかかる、地域住
民への普及啓発を行っていますか（普及啓発を行

う市町村への支援も含む）。(n=47)

問11  上記（上記問3 ～問10）にかかる事柄以外
で、在宅医療・救急医療連携についての市町村支

援を行っていますか。(n=47)

実施している

44.7 

40.4 

46.8 

23.4 

48.9 

40.4 

27.7 

46.8 

17.0 

実施して

いないが、

することを

検討中

4.3 

4.3 

2.1 

2.1 

4.3 

6.4 

6.4 

14.9 

4.3 

実施して

おらず、

今後は

未定

51.1 

55.3 

51.1 

74.5 

46.8 

53.2 

66.0 

38.3 

78.7 

無回答

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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④ 在宅医療・救急医療連携支援における都道府県の課題 

Ａ）市町村支援実施における課題 

○ 「市町村を支援するためのノウハウの不足」が「課題である」（89.4％）と最も課題で

あるとされ、次いで「連携に関する地域診断のノウハウの不足」（85.1％）、「指標設

定との事業評価のしにくさ」（83.0％）と続く。 
問 12：次の選択肢のうち、在宅医療・救急医療連携に関する市町村支援を実施するにあたって課

題と思っているものについて、それぞれすべてお答えください。（課題である：１課題ではない：２） 

課題であるとした内容については問 12-2 にもお答えください。 

 
 

  

予算の確保

 基金の使い勝手

地域の専門職種、関係団体からの
事業への理解が得られない事

連携に関する地域診断のノウハウ
の不足

市町村を支援するためのノウハウの
不足

都道府県庁内部の連携、役割分担

 指標設定等の事業評価のしにくさ

その他

課題である

80.9 

70.2 

48.9 

85.1 

89.4 

63.8 

83.0 

21.3 

課題ではない

19.1 

29.8 

51.1 

14.9 

10.6 

36.2 

17.0 

78.7 

無回答

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=47
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＜その他の回答＞ 

※自由回答を分類してグラフ化 

○ 各市町村の現状の分析が十分でなく、支援のための課題の把握そのものが課題であると

の意見が最も多い。 
問 12-1：問 12 の選択肢「8.その他」を課題であるとした場合のみ、下記に具体的な課題の内容を記

載してください。 

 

 

 
  

3

1

1

1

1

1

1

0 1 2 3 4

課題が把握できていない

在宅医療に関するデータ収集

施設の救急車利用データ

在宅医療担当部署の不在

人材不足

在宅医療・救急医療連携認識の整理

国の指針

 

（件数）

1 課題が把握できていない ・各市町村でどのような課題を抱えているのか、都道府県の支援を必要としているのか
を県で十分には把握していない　・救急搬送における課題について、把握できていな
い　・在宅医療・救急医療連携における支援等は未実施のため、どのような課題があ
るかについても今後支援を検討

3

2 在宅医療に関するデータ収集 ・在宅医療に関するデータ（毎年度で市町村別に経年的に追えるもの）の収集と活
用

1

3 施設の救急車利用データ ・サ高住といった施設入所者の救急車の利用について適正化を求める意見を耳にす
ることもあるが、客観的に把握するデータが不足

1

4 在宅医療担当部署の不在 ・市町村によって、在宅医療の担当部署が決まっていないため、都道府県と市町村と
の連携が円滑に進まないケースがある。

1

5 人材不足 ・小規模市町村が多いため、人材・ノウハウが不足している市町村が多い 1
6 在宅医療・救急医療連携認識の整理 ・「在宅医療・救急医療連携」という表現は馴染みがなく、在宅医療の段階における

「急変時の対応」とどう違うのか整理がつかない
1

7 国の指針 ・DNARの実施手順や消防法との関係に関する国の考え方が示されていないこと 1
9

問12-1 問12.8　その他　で「課題であ
る」を選択された都道府県にお聞きしま

す。具体的な課題の内容
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Ｂ）市町村支援実施における課題を解決する為の取組 

※自由回答を分類してグラフ化 

○ 意見交換・ヒアリング・調査が最も多く、県が郡市医師会や市町村の担当者との合同意

見交換会を実施し、看取りや救急搬送にかかる課題を共有する等の取組が進められてい

る。 

問 12-2：問 12、問 12-1 で課題とした項目について、解決の為の取組があればすべて記載してくだ

さい。 

 

 
 

 

  

4

4

2

2

1

0 1 2 3 4 5

意見交換会、ヒアリング、調査

現状分析、課題把握

基金の確保、活用

研修会、ワーキングの開催

検討中

（件数）

1 意見交換会、ヒアリング、調査 ・県が郡市医師会や市町村の担当者との合同意見交換会を実施し、看取りや救急
搬送にかかる課題などを共有　・市町村へのヒアリングの実施　・課題を把握するため
アンケート調査の実施　など

4

2 現状分析、課題把握 ・の県内の在宅医療と救急医療についての現状を分析し、関係団体と課題を共有・
検討　・データ分析への支援

4

3 基金の確保、活用 ・基金の十分な確保や使い勝手の向上は、国に対し要望を行っている　・医療介護
総合確保基金やインセンティブ交付金をうまく活用しながら、事業を実施

2

4 研修会、ワーキングの開催 ・庁内の連携推進のため、在宅医療に関係する部署で庁内ワーキングを開催　・医
師会主催のACPに関する支援者向け研修会の開催

2

5 検討中 検討中 1
13

問12-1で課題とした項目について、解決
の為の取組があればすべて記載してくださ

い
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⑤ 都道府県が運営にかかわる在宅医療・救急医療連携協議の場の有無 

○ 「ある」（72.3%）が最も多いが、「なく、今後も設置する予定はない」（21.3%）と

なり、５つに１つの都道府県では、在宅医療・救急医療連携にかかる都道府県が運営に

かかわる協議会がないとされている。 
問 13：在宅医療・救急医療連携について話し合うことのできる協議の場（在宅医療推進協議会、地

域ケア会議、ＭＣ協議会等）で、都道府県が運営に携わっているものはありますか。 

 
 

⑤ 厚生労働省への要望 

問 14：厚生労働省への要望がございましたら、記入してください。 

 

＜具体的意見（意見を一部抜粋）＞ 

国民への普及 
啓発への要望 

 救急搬送時の情報共有の重要性の啓発について、国が主導してほしい 
 看取り期においての救急搬送について、国民に理解できるよう普及・促進を主導し

てほしい 

基金制度の 
見直し 

 地域医療介護総合確保基金について、事業区分の撤廃や都道府県の裁量による
残高の区分間流用など、在宅医療の推進に取り組みやすい基金制度に見直しても
らいたい 

医療機関の届出 
要件の緩和 

 複数の圏域から、機能強化型の在宅療養支援病院・診療所等の要件が厳しく、
増加しないとの声が上がっている 

都道府県への 
指導希望 

 在宅医療・救急医療連携の定義を明示し、都道府県のやるべきことを示してほしい 
 在宅医療に関するデータ提供や医療需要の算出方法など、指導いただきたい 

 
 

ある
72.3%

ないが、今年度
設置予定

0.0%

ないが、今後設
置予定（時期は

未定）

6.4%

なく、今後も設
置する予定は

ない

21.3%

無回答
0.0%
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Ⅶ．基礎自治体が取り組む 

在宅医療・救急医療連携推進のための手引き 

【概要版】 
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Ⅷ．基礎自治体が取り組む 

在宅医療・救急医療連携推進のための手引き 
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